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　首都圏を中心に地震に強い川づくりを目指し，堤防の耐震性向上
が図られる中，東京都東部の荒川と中川間に位置する中堤護岸にお

いては，鋼管矢板を用いた耐震強化が進められている。当該工事で
は，新設された鋼管矢板の受働側である河川内から既設構造体と改
良地盤の一体化を図る方法として，機械攪拌と高圧噴射攪拌工法の
複合技術であるWHJ 工法による地盤改良が適用された。同工法は
１工種で鋼管矢板と改良体との密着一体化が可能であり，かつ低変
位施工、環境影響に配慮した工法である。

河川護岸の耐震強化対策と
高圧噴射複合攪拌工法（WHJ工法）の適用

写真提供：小野田ケミコ㈱
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協 会活動のお知らせ ▲ ▲

情報化施工研修会のご案内　― ICT建設機械の実地研修―

　3次元データを利用した建設機械制
御に関する実践的な教育により，情報
化施工に対応できる技術者を育成する
ことを目的として「情報化施工研修会」
を開催しております。次回の研修生を
次のとおり募集いたします。
1．申込み方法
　所定の申込書に記入の上，郵送，Fax

またはメールにて申込み。申込書は当
協会ホームページより入手できます。
開催日1週間前をもって締切とします。
2．開催日（以降，順次開催予定）
平成 22 年 2 月 25 日（木）～ 26 日（金）
3．受講費用
　体験コース：20,000 円 / 人
　実務コース：88,000 円 / 人 ※

　（※研修用PCを利用，修了証を発行）
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会（担当：白鳥）
TEL：03-3433-1501
http://www.jcmanet.or.jp/

日本建設機械要覧 2010

―発行案内と予約購入のおすすめ―

1950 年より 3 年ごとに刊行し，好
評を頂いている『日本建設機械要覧』
の 2010 年版を刊行いたします。
2010 年版購入の方への特典として，

当協会が運営するWeb サイト上にお
いて 2001 年版，2004 年版，2007 年版
の日本建設機械要覧の PDF版が閲覧
およびダウンロードできます。
なお，本書が刊行されるまでの期間，

特別価格にて予約募集しますので，こ
の機会に是非申し込み下さい。
発刊予定：平成 22 年 3 月末
体　　裁： B5 版，約 1200 頁／写真，

図面多数／表紙特製
予約価格（送料別途，消費税含む）:
会　員　37,800 円（本体 36,000 円）
非会員　46,200 円（本体 44,000 円）
※予約締切　平成 22 年 3 月 15 日

なお，予約募集が終わった後の価格
は次のようになります。
会　員　43,050 円（本体 41,000 円）
非会員　51,450 円（本体 49,000 円）
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　業務部
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp

3 年に一度，世界最大，かつ重要な
建設機械，建設資材製造・加工，建設
用車輛等分野における見本市と位置づ
けられている bauma2010 が 2010 年 4
月 19 日～ 25 日まで，ドイツ・ミュン
ヘン市で開催されます。
本協会は海外の建設機械，施工技術

を視察する海外視察団を毎年派遣して
いますが，第 59 回視察団派遣を関係
各位のご要望に応え下記の要項で計画

第 59回欧州建設機械化視察団団員募集のお知らせ
― bauma2010：国際建設機械・建設資材製造機械・鉱業機械

建設用車輛・建設機器専門見本市の視察―

しました。関係各位におかれましては
本視察団参加の機会を捉え，今後の企
業活動に役立てて頂きたく，多数のご
参加賜りますようご案内申し上げます。
目　的： bauma2010 及びフランクフ

ルトにおけるインフラ整備，
都市再開発の工事現場等の視
察と見学

期　日： 平成 22 年 4 月 18 日（日）～
24 日（土）

訪問先： ミュンヘン，フュッセン，フ
ランクフルト

定　員：20 名程度
参加費：365,000 円（空港税等別途）
申込締切：平成 22 年 3 月 12 日（金）
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　海外視察団係
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp

平成 22年度建設機械施工技術検定試験
－ 1・2級建設機械施工技士－

平成 22年度 1・2級建設機械施工技
術検定試験を次の通り実施いたします。
この資格は，建設事業の建設機械施

工に係る技術力や知識を検定します。
（以下の記載内容は概略ですので，詳
細は当協会ホームページを参照又は電
話による問合わせをしてください。）
1．申込み方法
所定の受験申込み用紙に必要事項を

記載し，添付書類とともに郵送。
平成 22 年 2 月中旬から，受験申込

み用紙等を含む「受験の手引」一式を
当協会等で販売します。
2．申込み受付期間
平成 22 年 3 月 15 日（月）から 4月

9日（金）まで　※申込みは郵送のみ。
3．試験日
学科試験：平成 22 年 6 月 20 日（日）

実地試験： 平成 22 年 8 月下旬から 9
月中旬

※実地試験は，学科試験合格者のみ受
験でき，日程は 8月上旬に決定，通知
します。
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　試験部
TEL：03-3433-1575
http://www.jcmanet.or.jp
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三谷先輩に何時最初にお目に掛ったかはもうはっきりとは思い出せない。筆者の在職していた東

京工業大学の土木工学科で，機械化施工の非常勤講師をお願いし，その講義のために東工大へ来ら

れた時が最初であったように記憶している。ただ，そのかなり前から，恩師である最上武雄先生と

山口柏樹先生から，三谷先輩のお噂はしょっちゅう伺っていたので，初対面の時，随分前から親し

くして頂いている先輩のように思ったことはかすかに覚えている。いずれにしても 40 年位前のこ

とである。恩師や専門が同じ大学人以外で，最も頻繁にお目に掛り，親しくお付き合いをさせて頂

いた筆者より年上の方は，三谷先輩だけである。不思議と言えば不思議である。

三谷先輩は，一見豪放磊落のように見える。確かに，特に年上で社会的に強い立場の人に対して

はほぼ例外なく豪放磊落に振る舞われたようである。三谷さんは建設省に入省され先ず土木研究所

に入所されたが，当時同研究所には松村孫治さんという方がおられ所長を務められていた。松村さ

んは大変数学がお出来になった方で，世界的な業績を挙げておられる。そんなこともあって，他の

方達より長く所長の座におられた。かねがねこれに腹を据えかねていた三谷先輩は，ある日所長室

に飛び込んで，「いい加減に引退しなさい。若い人の人事が滞って困っているのは貴方も分かって

おられるでしょう」と激しく迫られたそうである。ところが，松村さんもサムライである。「未だ，

嫁に行っていない娘が二人もいる。そう簡単に辞められるか」と怒鳴り返されたそうである。昔は，

こういうサムライがたくさんいたが，最近は殆どいなくなってしまった。このようなことも，日本

の国がダイナミズムを失ってしまったことに繋がっているような気がしてならない。

三谷　健氏遺影
大正 9年 5月 30 日生

平成 21 年 11 月 8 日逝去 90 歳

故三谷　健 先輩を偲んで
一般社団法人日本技術者教育認定機構
代表理事会長

木　村　　孟
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三谷さんは，本質的には，豪放な性格の持ち主ではあったが，目下の人，社会的立場の弱い

人たちには，優しくナイーブな方であった。よく若い人の言動をみておられ，その言動の度が

過ぎるような場合には，それとなく人の生き方についての話をされる。間接的なアドバイスで

ある。頭ごなしにおっしゃらないところが三谷さんのナイーブなところである。かくいう筆者

も，一度大変貴重なアドバイスを頂いたことがある。東工大で教授になるのにしばらく時間が

かかると見た某大学の友人から彼の大学へ来ないかという誘いを受けたことがある。恩師山口

先生とは何でも話が出来る間柄であったので，そのことをよもやま話としてお話し申し上げた。

この話はその後とんでもない方向に展開して行くことになるが，今回はそれについては触れな

いことにする。多分，三谷さんはその話を山口先生から聞かれたのであろう。後日お目に掛っ

た時に，「木村君，自分の人事に口を出してはいかんぞ」とそれとない忠告を受けたが，脳天

を一撃されたような衝撃を受けた。爾来この忠告は，筆者の人生の金科玉条として大事にして

いる。

三谷さんと言えば酒である。筆者は，東工大に職を得たころは酒が殆ど飲めず，ビール二杯

位で苦しくなったことも再三再四であったが，お酒をこよなく愛されていた山口先生の薫陶宜

しきを得て，その後かなり飲めるようになった。三谷先輩とのお付き合いが始まったころは，

未だあまり飲めない時期で，三谷さんとの酒席は苦痛ですらあった。現在，施工技術総合研究

所の技師長であり，同研究所になくてはならない存在である竹之内博行君の研究所への就職が

決まった時，三谷さんから一度研究所へ遊びに来いというお誘いを受けた。研究所を一通り見

学した後，例によってしたたか飲まされ，帰りの高速バスの中はまさに地獄であった。そんな

ことが数回あったが，その後こちらも利口になって，三谷さんと飲む時のコツを覚えた。要す

るに三谷さんを先に酔わせるというか潰してしまえば良いのである。随分，酷い自己防御策が

あったもので，この作戦が三谷先輩の寿命を縮めるのではないかと心配したことも度々である

が，90 歳というのは大往生であろう。少なくとも筆者はそう考えている。尤も，三谷先輩は

黄泉で，「またあの木村の奴，怪しからんことをぬかしやがって」と苦笑されているかも知れ

ない。また豪傑が一人筆者の周りから消えた。寂しい限りである。心からご冥福をお祈りする

次第である。

略　歴
昭和 19 年 9 月 東京帝国大学　第一工学部　土木工学科　卒業
昭和 19 年 10 月 南満州鉄道㈱　入社
昭和 24 年 3 月 建設省　土木研究所　入所
昭和 31 年 6 月 建設省　東北地方建設局　磐城国道工事事務所長
昭和 37 年 8 月 建設省　近畿地方建設局　企画室長
昭和 39 年 4 月  ㈳日本建設機械化協会　建設機械化研究所

（現施工技術総合研究所）副所長
昭和 45 年 4 月 同研究所長
平成 8年 5月 同協会最高顧問および同研究所最高顧問



建設の施工企画　’10. 2 5

巻頭言

液状化対策としての地盤改良工法の
今後に対する期待

古　関　潤　一

地震時の砂質地盤の液状化対策としての地盤改良
は，主として締固め工法・排水工法・固化工法を用いて，
これまで実施されてきた。その際の対策方針は，液状
化が発生するいくつかの要因（飽和したゆるい砂地盤
があり，ほぼ非排水条件のもとで繰り返しせん断を受
けること）のうち一つ以上を排除することにより，液
状化の発生を抑制することであった。最近では，地盤
内の飽和度を低下させて液状化強度を増加させる工法
の開発も進められている。
一方で，最近の土木・建築構造物の設計ではいわゆ
る性能設計が導入されつつあり，液状化対策が実施さ
れるような重要な構造物に対しては，例えば以下のよ
うな方針で耐震設計が行われるようになってきた。
1．構造物の供用期間中に発生する可能性が高い地
震動レベル（L1 地震動）に対して，その構造物が発
揮する本来の性能（使用性・復旧性・安全性など）が
損なわれないこと
2．構造物の供用期間中に発生する可能性がある最
大級の地震動レベル（L2 地震動）に対して，その構
造物が一時的に使用できなくなっても迅速な復旧が可
能であり，倒壊等に至ることがなく人命への影響もな
いこと
このうち L1 地震動に対する設計で，前述した「液
状化の発生を抑制する」対策方針を採用することは，
これまでにも多大な実績があり，技術的にはそれほど
困難ではない。しかし，L2 地震動に対しても同じ対
策方針を採用すると，地盤改良の規模や範囲が著しく
増加し，その結果として対策コストも著しく増大して
しまう。場合によっては，L2 地震動に対する地盤改
良工の設計自体が成立しないこともある。
また，L1 地震動対策と L2 地震動対策のいずれにし
ても，近年の経済情勢のもとでは，構造物の足元を守
る地盤改良工において合理的な設計・施工（施工管理
を含む）を実施して対策コストの低減を図ることが，
プロジェクト全体の成立・不成立にも係わる重要な要
求項目となっている。
さらに，近年の地球環境問題に対する認識と意識の
高まりは，別な切り口からの要求を建設事業につきつ

けている。地盤改良の場合は，改良工事自体のエネル
ギー消費と環境への影響に加えて，改良材料を製造・
運搬する過程，および改良工事に伴って発生する残土・
廃棄物等を処分する過程におけるエネルギー消費と環
境への影響を考慮する必要がある。
以上の状況を考慮すると，対策コストと環境へ対す
る負のインパクトを同時に低減できるような地盤改良
の材料および設計・施工法の開発と実用化が望まれて
いる状況が見えてくる。L2 地震動に対する設計を合
理化することも，あわせて必要となっている。
環境へ対するインパクトを低減する工法に関して
は，例えば隣接するサイトの掘削工で発生した残土を
締固め工法による地盤改良の材料として再利用する工
法など，すでに実用化されている工法もある。他産業
で排出された廃棄物をリサイクルした材料や CO2 貯
蔵効果のある自然材料を利用する工法の開発も進めら
れている。今後は，環境へ対するインパクトもコスト
換算して考慮することにより，総合的な対策コストを
定量的に評価できる手法が確立し，地盤改良工の工法
選定段階で採用されるようになることを期待する。
また，対策コストを大幅に低減できる可能性のある
地盤改良工法として，液状化地盤の免震効果を積極的
に活用した新たな工法が開発できるのではないかと，
個人的には考えている。特にL2地震動に対しては，「液
状化の発生を抑制する」のではなく，ある程度の残留
変形が生じることを許容したうえで「下部地盤に未改
良領域を残して部分的な液状化をあえて発生させる」
ほうが，それよりも上部の地盤と構造物の地震時応答
が低減され，構造物側の設計も楽になる。例えば，透
水層でもある液状化層を固化改良で完全に止水すると
地下水の流れが阻害されるおそれがあるが，改良を液
状化層の途中までで止めてしまうことにより，このよ
うな自然環境に対する影響も同時に低減できる可能性
がある。対策方針を変換することは容易ではなく，今
後検討すべき点も多数残されているが，前述した性能
設計の導入が，このような新たなチャレンジを後押し
してくれることを期待する。

―こせき　じゅんいち　東京大学生産技術研究所教授―
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特集＞＞＞　地盤改良

砂浜侵食海岸における
堤防等に係る全国調査とその対策

高　橋　裕　輔・福　濱　方　哉

近年，下新川海岸をはじめ，前面の砂浜が著しく侵食した海岸において，堤防基礎からの吸い出し等に
よる堤防・護岸の陥没，倒壊等の災害が頻発している。前面に砂浜があるという前提で設計・施工された
堤防等は，波浪が直接堤防に来襲することを想定しておらず，放置しておくと倒壊等のおそれがある。本
稿では，これらに係る全国的な調査の結果とその対策について報告する。
キーワード：高波災害，海岸侵食，堤防・護岸

1．はじめに

平成 20 年 2 月 24 日に高波災害を受けた下新川海岸
をはじめ，砂浜が著しく侵食し，消失・減少した海岸
において，基礎等からの堤体土砂の吸い出しによる海
岸堤防・護岸（海岸堤）の陥没，倒壊等の災害が頻発
している。
海岸堤は，砂礫質の土砂で造られた堤体の海側に鋼
製の矢板を設置し，その上部に基礎工を置きコンク
リートで堤体を被覆している。
矢板は，波圧が堤体に繰り返し作用しないこと，パ

イピング等による基礎の破壊を防ぐことを目的に地盤
（砂浜）中に設置するもので，その厚さは 10 mm程度
であり大きな強度は見込んでいない。
海岸堤は，他の土木構造物と同様，基礎が安定して
いることを前提に設計されている。
侵食等により前浜が低下し，矢板がむき出しになる
と，砂浜からの受働土圧が失われ矢板がはらみ出す。
また，矢板に直接波が繰り返し波圧を与え，浜を構成
する砂礫が波とともにヤスリのように矢板を削りとり
矢板が損傷する。
矢板のはらみ出しや損傷は，堤体の土砂を流出させ
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るため空洞化が進行し，放置しておくと海岸堤倒壊等
のおそれがある。
また，気候変動に伴う海面水位の上昇や台風の激化
などにより，倒壊の危険性や被害のポテンシャルが増
大する。
このため，下新川海岸における被災を契機に，海岸
堤の設置後に砂浜が著しく侵食され，倒壊等のおそれ
がある海岸堤について，全国的な調査を実施した。
調査結果を踏まえ，今後，緊急的な対応が必要と考
えられる箇所について重点的な対策を進めていく。
本稿では，全国的な調査の結果とそれを踏まえた緊
急対策の取り組みと，対策が先行している下新川海岸
での取り組みについて報告する。

2．全国調査と緊急対策の推進

（1）全国調査と緊急対策箇所の抽出
（a） すべての海岸を対象とした砂浜や堤防等に関す

る現況調査
我が国の海岸線延長は約 35,000 km ある。平成 20
年 7 月から，全国の海岸保全区域約 14,000 kmについ
て，海岸省庁で連携し，海岸ごとに代表断面を選定し，
堤防等の堤脚の露出状況，堤防等の前面の砂浜の侵食
状況，海岸背後地の状況などに関する悉皆調査を実施
した。
その結果，代表断面が以下の条件に該当する海岸が
全国で 281 海岸，延長約 160 km＊（全延長の約 1％）
存在することが判明した。
①前面の砂浜が著しく侵食された海岸において堤脚下
端の露出高が大きい箇所
②同様の海岸において，堤防等の前面の砂浜幅が
20 m以下の箇所
＊代表断面と同様の現象が生じている箇所の延長
（b） 堤防の倒壊等のおそれが高いと考えられる海

岸の抽出
全国の 281 海岸について現地の状況等を詳しく把握
し，前面に消波工がなく基礎が露出している直立堤の
ある海岸など堤防の倒壊等のおそれが高いと考えられ
る海岸を，全国で 25 海岸，約 8 km抽出した（図─ 1，
表─ 1）。

（2）緊急対策の推進
これらの海岸について，現在，堤防基礎の根継ぎ，
地盤改良など緊急的に必要な対策を進めている。

3．下新川海岸（富山県）の対策の事例

（1）空洞化と海岸堤堤脚の状況
下新川海岸は，日本で最も侵食の激しい海岸であり，

かつては毎年 1 ～ 2 m汀線が後退（陸地の消失）し
ていた。
平成 20 年 2 月，この下新川海岸に，有義波高概ね
6 mの高波が約 10 時間継続するなど，海岸が高波に

図─ 1　緊急対策箇所　位置図

表─ 1　緊急対策箇所

海岸名 所在地
対策延長
（ｍ）

備考

小樽海岸（銭函2丁目） 北海道小樽市 220
登別海岸 北海道登別市 1,260
伊達海岸（伊達） 北海道伊達市 100
伊達海岸（北黄金） 北海道伊達市 65
伊達海岸（南黄金） 北海道伊達市 100
八雲海岸（内浦） 北海道八雲町 200
床丹漁港海岸 北海道別海町 550
標津漁港海岸 北海道標津町 400
石巻港海岸 宮城県石巻市 500
仙台湾南部海岸 宮城県山元町 85
小高海岸（角部内） 福島県南相馬市 600
新潟海岸 新潟県新潟市 150
村上海岸（岩ヶ崎） 新潟県村上市 30
下新川海岸 富山県入善町 950
朝日海岸 富山県朝日町 500
宝立正院海岸 石川県珠洲市 220
石川海岸 石川県加賀市 430
敦賀港海岸 福井県敦賀市 300
宮津港海岸 京都府宮津市 450
津久野漁港海岸 和歌山県日高町 28
蒲生漁港海岸 香川県小豆島町 300
北条港海岸 愛媛県松山市 20
出走海岸 愛媛県今治市 200
神湊漁港海岸 福岡県宗像市 180
川内港海岸 鹿児島県薩摩川内市 110

25 海岸 7,948
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洗われ海岸堤が陥没・倒壊するなどの被災が見られた
（図─ 2）。
また，陥没・倒壊に至っていない箇所でも，堤体土
砂が流出しきってコンクリートの被覆工の下に深さ
3 mを超える空洞が発達するなど，空洞化が進行して
いる箇所が多数見受けられた（図─ 3）。

このような堤防の空洞化が進行している箇所を海側
から潜水調査すると，侵食により海底地盤（砂浜）が
低下し，矢板が水中にむき出しになり，大きく破損し
ている状況が確認できた（図─ 4）。
矢板の残っている部分も摩耗され薄くなっていた。

また，過去からの深浅測量の結果によると，50 年間
で 1 m程度海底地盤が低下していることがわかった。

（2）対策方針
高波災害後，下新川海岸直轄工事施行区域全域の堤
防天端に観測孔を設け，空洞の有無を確認した（図─
5）。

空洞深が 0.2 m を超え，有意に堤体土砂が流出して
いる箇所については矢板が既に大きく損壊しており，
部分的な補修では対応できないと判断し海岸堤の改築
を行うこととした。
また，空洞深が 0.1 m を超える箇所は，堤体土砂が
流出しているものの，矢板の損傷は大きくないと判断
し，堤脚を地盤改良により固化することで，堤体土砂
の流出を防ぐこととした。
なお，堤体に空洞が見られなくても，侵食が進行し
堤脚に砂浜が存在しないなどの箇所（図─ 6）も予防
的な観点から，緊急対策として堤脚を地盤改良により
固化することとした。
対策の延長は，海岸堤改築約 800 m（6 箇所），地
盤改良工約 1,600 m（内緊急対策箇所 950 m）であり，
直轄海岸工事施行区域 17.2 kmの 14％にも及ぶ。

図─ 2　海岸堤の倒壊

図─ 3　空洞化の模式図

図─ 5　観測孔

図─ 6　前浜のない海岸

図─ 4　摩耗破損した矢板
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（3）空洞化対策（堤防改築）
矢板の損傷が大きく，既に堤体土砂の多くが吸い出
されている箇所においては，海岸堤そのものが大きく
破壊されており，補強が困難であるため，堤防の改築
を行った。
改築にあたっては，土砂吸い出しが発生しにくい重
力式直立コンクリート堤体を採用した。また，将来の
海底地盤低下により基礎コンクリート底部から堤体土
砂が吸い出されないよう，海底地盤低下量を勘案して
基礎コンクリート底部の地盤改良を行った（図─ 7）。

（4）空洞化対策（地盤改良工）
空洞化が比較的進行していない箇所，空洞化が見ら
れていないが前浜がない箇所（緊急点検箇所）につい
ては，堤体からの土砂流出を抑える工法として，堤体
内の堤脚部を二重管ダブルパッカーによりグラウト固
化し，海側への土砂流出を防ぐ工法を採用した。
下新川海岸は，砂礫・玉石等大きな粒径の土砂が卓
越すること，地下水位が比較的高いことなどの特徴が
ある。このような場所でも確実に止水できるとともに，
空洞が存在した場合に確実に充填でき，恒久的に効果
が発揮されるよう，特殊シリカ系薬液注入工法を選択
した。
また，緩い砂礫層が卓越しその間隙率は 40％と見
込まれ，恒久対策として充填率 100％を達成するため，
グラウトの注入率は 40％とした。なお注入にあたっ
ては，試掘により大小さまざまな間隙が認められたた
め，注入を 2 次に分け，1 次注入 10 ～ 15％，2 次注
入 25 ～ 30％とした。
施工のポイントは，堤体内ののり先部の安定である。

海岸堤は消波ブロックにより被覆されているため，グ
ラウト孔は堤防天端より傾斜を持たせて設置すること
（図─ 8）が簡易であるが，実際の施工に先立って試
験施工を行ったところ，基礎が阻害となり，最も吸い

出しを受ける堤体内ののり先部（図中○部）が十分改
良できないことがわかった。

そのため，図─ 9のように，被覆ブロックを一時
移動させ，櫓を組み，海側から垂直にグラウト孔を設
けた。
図─ 10に施工の状況を示す。

改良箇所は，チェックボーリングにより，所定の改
良が行われていることを確認している。
なお，本対策工は，海際で薬液を使用することから
注入剤の海洋への流出に留意し，改良箇所の海際に盛
土と遮水シートを設置するなど対策を施した。

（5）適切な管理の実施
堤防改築・地盤改良による改良工事は間もなく完了

図─ 7　堤防基礎工下部へのグラウト

図─ 8　グラウト工法（1）

図─ 10　対策の施工状況

図─ 9　グラウト工法（2）
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するところであるが，進行する下新川海岸の侵食に鑑
み，定期的な空洞化調査をこれからも実施していき，
適切な管理を行っていく。

4．おわりに

海岸侵食は国土保全のために重要かつ喫緊の課題で
ある。今回の取り組みは，海岸侵食の厳しい現状を踏
まえ，堤防の倒壊等のおそれが高いと考えられる箇所
を厳選し，できるだけ短期間に安価な方法で堤防等の
対策を行った。今後も，全国の海岸において，類似の
現象が発生するおそれがある。海岸侵食対策を鋭意進
めるとともに，日常の巡視・点検を適切に実施してい
く必要がある。
 

福濱　方哉（ふくはま　まさや）
国土交通省　北陸地方整備局黒部河川事務所

［筆者紹介］
高橋　裕輔（たかはし　ゆうすけ）
国土交通省　河川局海岸室

21

1．  積算の体系　
　・ 共通仮設費率の一部改定
2.  橋種別
 1） 鋼橋編
　・ 送出し設備質量算出式の改定
　・ 少数主桁架設歩掛の改正
　・ 歩道橋（側道橋）一部歩掛改定
 2） PC橋編
　・ 多主版桁橋　主桁製作工歩掛の追加
　・ 架設桁架設工法　歩掛の改定
　・ トラッククレーン架設工法　歩掛の改定

改訂
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特集＞＞＞　地盤改良

実物大の空港施設を用いた液状化実験
～液状化対策コストの縮減に向けて～

菅　野　高　弘

巨大地震時・地震後に空港の果たす役割は大きく，救急・救命活動，救援物資輸送，復旧物資輸送，陸
路の復旧までの代替輸送機関として活躍している。1995 年兵庫県南部地震においては，代替輸送として
地震直後から 4月 14 日までに 3672 往復の臨時便により広島，岡山，福岡，東京等と大阪間の輸送に活用
された。このため地震時の被災想定，震災時に求められる機能，ハード・ソフト両面からの対応策の検討・
実施が急務となっている。主要大都市が臨海部に位置することから，臨海部の空港施設の耐震対策戦略の
一環として，液状化の影響について検討するため，制御発破による現場実大実験を実施した。
キーワード：空港土木施設，液状化対策，地震時対応

1．はじめに

巨大地震は頻繁に発生するものではないが，万一発
生した際の，人的被害を含め社会的・経済的損失は非
常に大きく，重要な課題となっている。中央防災会議
の予想で，30 年以内にマグニチュード 8クラスの巨
大地震として東海，東南海，南海地震などは 50％以
上の発生確率と発表され大きな被害の発生が予測され
ているため，対応策の検討が急がれている。巨大地震
の発生を防止することは不可能であるが，発生した際
の損害をできるだけ小さくすることが肝要であり，ハ
ザードマップの整備，被災予測の公表，地震直後の緊
急対応マニュアルの整備などのソフト面の対策と施設
の耐震性向上というハード面の対策の効果的な組み合
わせによる対応が必要となっている。
巨大地震後の空港の果たす役割は大きく，例えば，
2004 年 10 月 23 日新潟中越地震においては，上越新
幹線とき 325 が脱線，12 月 28 日に運転再開されてい
る。同時に新潟県内の関越自動車道にも甚大な被害が
発生し，11月 5日の運用再開まで時間を要した。当時，
新潟空港では，地震後の緊急点検で無被災と判断され，
運用を停止することなく，救急・救命活動，救援物資
輸送や人員輸送に活用された。全日空と日本航空が地
震の翌日 10 月 24 日から 11 月 14 日まで臨時便を運用
し被災地の復旧・復興に活用されている。
国土交通省航空局は，「地震に強い空港のあり方検
討委員会」（委員長：森地茂政策大学大学院教授）を
組織し，2007 年 4 月に報告書を公表しており，空港

に求められる地震後の機能として，
a） 発災後極めて早期の段階に，救急・救命活動の
拠点機能を発揮できること。

b） 発災後 3日以内に，緊急物資輸送・人員等輸送
受け入れが可能となること。

等が挙げられた。これを受け，地震後に求められる機
能を確保するために，空港施設の現状把握に基づく耐
震性向上が急務となった。特に，国内の主要空港の多く
が臨海部に位置するため，供用中の空港施設の液状化
対策が耐震性向上のため重要であることが認識された。
発災時に空港に求められる機能をとその対応につい
て図─ 1のように時系列で整理できる。

空港には発災直後から救急・救命活動の拠点機能が
求められる。特に迅速な対応が必要となるためヘリコ
プターによる救急・救命活動が中心となる。同時に，
緊急物資・人員等の輸送活動および被災程度の把握等

図―1　発災時に空港に求められる機能と対応
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的確な防災情報を発信するための防災ヘリコプターや
報道機関のヘリコプターによる情報収集・発信が開始
されるものと想定される。これらの活動は発災後概ね
3日間程度に集中するものと想定している。その後，
被災地域の復旧・復興活動支援および，国内外の航空
ネットワークの維持，背後圏の経済活動の継続性確保
に活用される。また，比較的広大な敷地を有すること
から，負傷者，帰宅困難者，近隣住民への対応（例え
ば緊急避難所としての機能）も期待されることになる。
地震直後から機能を発揮させるためには事前の対策

が必要であり，液状化時の施設被災・対策等に関する
検討には，過去の被災事例の検討，数値解析や模型実
験による被災シミュレーションを用いることになる。
過去の被災事例として 1964 年新潟地震時の新潟空港
の液状化被害が挙げられるが，当時の航空機と現在の
航空機は異なり，例えば，滑走路の舗装構造も当時と
現在では大きく異なる。よって，新潟地震時の被災事
例が参考にはなるが，同じ被災が最新の空港で発生す
るとは考え難い。数値解析や模型振動実験に関しても，
その精度が被災事例等で確認されていなければ実務へ
の適用には困難が伴う。このため，国土交通省の委託
を受け（独）港湾空港技術研究所は，実物大の空港施設
を用いた制御発破による液状化実験（図─ 2）を企画・
立案した。主な検討内容は以下に示す 3点である。

①現象把握
地盤の液状化現象を再現し，地盤物性値と液状化の
程度，液状化の継続時間，地盤沈下量等を詳細に調べ，
液状化現象が滑走路，航行支援施設等の構造物へ及ぼ
す影響を確認する。
②低改良率，改良範囲縮小による液状化対策効果の検証
コスト縮減，工期短縮の検討を目的に，アスファル
ト舗装下における低改良率，改良範囲縮小による液状
化対策工を施工し，改良効果を確認する。

③被災時における供用の可否判断
物理探査技術等を用いた被災時における滑走路や駐
機場の機能維持のための対策や判断基準，あるいは被
害程度に応じ，地震発生直後～数日後に供用再開可能
な判断基準について検討するためのデータを得る。
これら3項目について，大別して表─ 1に示す項目（サ
ウンディング手法，舗装の供用判断，液状化対策，地
下埋設管その他，挙動計測・地盤振動計および盛土補
強方法等）にグループ分けし，総数で30テーマの研究を，

図─ 2　液状化対策策定フロー

種　目 研　究　課　題

サウン
ディング

各種サウンディング手法を用いた液状化前後の地盤物
性値の評価に関する共同研究
液状化による空港施設への影響に関する現場実大実験
各種地盤調査による耐震設計に関する地盤物性の比較
に関する研究

舗装の
供用判断

液状化による舗装体の挙動把握および供用性の評価方
法の研究
人工液状化実験における舗装被害の評価に関する研究
自走式FWDを用いた支持力調査および沈下量調査
舗装体内部の変状計測システム
実験ヤードの発破試験前後の舗装の路面性状と構造評価
舗装平坦性調査
高強度 RCプレキャスト舗装版の地震時挙動及び早期
供用性の評価
港湾・空港施設のヘルスモニタリングに関する研究
地中レーダーを用いた地震災害時の舗装の供用判断に
関する実験的検討
レーザープロファイラーを用いた舗装面変状・地盤面
変状に関する研究
舗装積算・現場監理

液状化
対策

人工液状化実験における合理的な液状化対策（CPG
工法）範囲検討に関する実大現場実験
人工液状化実験における合理的な液状化対策（浸透固
化処理工法）範囲検討に関する実大現場実験
液状化対策工法（超多点注入工法）における合理的な
設計・施工法に関する研究
ゲル状注入材による地盤改良効果の評価法の検証
交差噴流式高圧噴射工法を用いた格子状改良による既
設舗装直下での液状化対策効果の確認
マイクロバブル水を利用した不飽和化による液状化対
策工法に関する実大現場実験
高圧噴射攪拌工法（ジオパスタ工法）を用いて、杭状の改
良体をランダムに配置することによる液状化対策効果の確認

地下埋設
管その他

地下埋設物の液状化時の浮き上がりに関する実大現場実験
液状化に伴うマンホール浮上抑制装置の効果確認　
異種地下構造物接続に伴う地震時挙動の解明

挙動計測・
地盤振動
計測

各種計測手法を用いた地盤および各種構造物の液状化
挙動の評価
液状化による空港施設への影響に関する現場実大実験
高精度 GPS 計測技術を用いた液状化現象に伴う地盤
変動量計測に関する共同研究
発破時地盤震動計測による周辺環境への影響評価

盛土 液状化地盤上の盛土補強技術に関する研究

表─ 1　研究テーマ一覧
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国内外 47 機関の共同研究（行政 1，大学 5，独法研究
所 3機関，協会等 8機関，および民間 30社）で実施した。

2．実験概要

（1）実験用地施設配置
北海道小樽市銭函の石狩湾新港西地区の整備中の埋
立地に 1.65 ha の実験ヤード（図─ 3）を石狩湾新港
管理組合のご厚意により借用し，実物大の空港施設を

建設，制御発破により液状化状態を再現した。現地の
地盤は，石狩湾新港の浚渫砂（比較的均一な細砂）で
埋立てられている。整備中であることから，液状化対
策は実施されていないため，液状化実験に適した地盤
構成を有していると判断された。
空港の主要施設である滑走路は，50 m× 60 mの範
囲にボーイング 747 クラスの航空機が離発着可能な舗
装構造を築造した。滑走路舗装領域では，図─ 4に示
すように液状化対策工として，静的圧入締固め（CPG）
工法，浸透固化処理工法および超多点注入工法の 3工
法を施工し，比較のため未改良部分を残した。コスト
縮減の可能性を探るため，各工法の標準的な設計と改
良率や改良深さを変えた対策を実施している。他に，
空港に設置されている計器着陸装置であるローカライ
ザー，グライドスロープ，ローカライザーシェルター，
航空灯火として進入灯，進入角指示灯等の実物を施工
した（写真─ 1）。

（2）制御発破による液状化実験
実験フィールド内の想定液状化層は GL-10 m 程度

までであり，図─ 5に示すように爆薬の設置箇所に
ついては，GL-4.5 m および－9.0 m の 2 深度，平面的
には 6.5 m ピッチのグリッドで装薬（概ね 1箇所当た
り 4 kg）するように，予備実験結果を基に設計した。
滑走路の直下における液状化現象を再現させるため，
舗装工終了後，曲がり削孔を用い，装薬を実施した。
削孔後，各孔内への装薬作業を繰返し行い，全体とし
て総火薬量 1,760 kg のエマルション系含水爆薬を 583
箇所に埋設した。実験時には，概ね 0.2 秒間隔で発破
を行い，総発破時間 139 秒間にわたる段発発破により
地盤の液状化現象を再現した。実験では，間隙水圧の図─ 3　実験ヤード内の空港施設

図─ 4　滑走路舗装平面図および断面図
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計測により，発破時の液状化の状況や過剰間隙水圧の
消散過程を計測するとともに，実験前後の水準測量に
より，地盤沈下状況や施設の不等沈下等の変状を確認
した。
液状化状態の再現は，爆発に伴う振動により爆心周
辺の砂粒子の骨格が崩れることによる過剰間隙水圧の
上昇を狙ったものであり，一般的な地震時の砂地盤の
せん断変形に伴う負のダイレイタンシーに起因する過
剰間隙水圧の上昇とはメカニズムが異なる。特に，地
震時の振動による施設への影響については制御発破に
よる液状化実験では再現できない。このため，振動台
実験，室内土質試験，数値シミュレーション等も併せ
た検討を実施している。

3．実験結果の概要

（1）液状化発生状況・液状化後沈下状況
発破は 2007 年 10 月 27 日（11：00 点火）に実施し
た。発破直後から写真─ 2に示すように，滑走路舗
装に亀裂等は発生せず，周辺部各所で液状化による噴
砂・噴水が認められた。地中に設置した間隙水圧計の
記録からも，想定した液状化層が完全液状化状態に達
したことが確認された。

写真─ 1　実験ヤード内施設配置状況

図─ 5　制御発破のための装薬断面

写真─ 2　実験直後の噴砂状況
　（上：実験ヤード全体　下：滑走路端部マンホール付近）
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図─ 6に示すように発破後 7 日目の沈下状況を見
ると，滑走路直下の液状化対策部分の沈下は極めて小
さく，未対策部分では30 cm以上の沈下が確認された。
当該地点の液状化層の砂が比較的均一な細砂であるこ
とから沈下量の経時変化特性は，発破後 4時間程度で
概ね 80％程度の沈下が発生し，7日程度でほぼ収束し
た。各空港における液状化想定層の砂質は異なること
から，透水性の違いによって，過剰間隙水圧の消散に
要する時間は数時間から数日の範囲になるものと推定
される。

（2）実験結果のまとめ
本プロジェクトでは，制御発破による地盤の液状化
現象を再現し，実物大の空港施設の液状化時挙動を把
握することを試みた現場実物大実験を実施した。
①現象把握：液状化後の過剰間隙水圧の消散に伴い各
種空港施設に変状が生じた。アスファルト舗装，進
入灯，ローカライザーおよびグライドスロープ等の
空港施設，いずれも未改良域に施工された施設に，
沈下あるいは不等沈下の被害が生じ，また，アスファ
ルト舗装脇のマンホール周辺において，激しい噴砂
が生じ施設によっては機能に重大な影響を与えるこ
とが確認された。
②液状化対策効果およびコスト縮減案の検討：地盤
の低改良率化や改良範囲縮小によるコスト縮減，お
よびその時の地盤改良効果について検討した。そ
の結果，締固めを原理とする液状化対策工法の余改
良域縮小，改良率の低減，および薬液注入工法にお

ける深さ方向で部分改良が可能であることが確認さ
れた。余改良とは，液状化対策部分への未対策部分
からの過剰間隙水圧の侵入を緩和するために余分に
改良するものであり，港湾の岸壁背後の液状化対策
に関する検討から設定されたものであるが，水平成
層に近い滑走路の場合，機能面から縮減が可能と判
断した。部分改良については，滑走路の機能の観点
から均一な沈下は許容されることから，想定される
液状化層全層改良が原則ではあるが，現場の状況に
よっては下部に未対策部分を残すことも可能とな
る。両者とも，数値シミュレーションにより，想定
地震時の挙動を解析，所要の性能（平坦性，規定勾配，
支持力）が担保されることを確認する必要がある。
③供用の可否判定：本稿ではページ数の関係で示して
いないが，舗装表面の状況把握として，平坦性をレー
ザープロファイラー，平坦性測定器，勾配を GPS，
絶対沈下システム，舗装構造変状について光ファイ
バー，地中変状について表面波探査，地中レーダー
等のツールの適用性を確認した。特に，目視点検が
できない舗装内部や地中部の状況を迅速に把握する
ことが可能なツールとして今後の発展が期待され
る。

4．おわりに

各空港においてソフト・ハード両面からの耐震対策
検討が鋭意進められており，既に対策に着手した空港
も複数あり，本プロジェクトの成果が活用されている。
ページ数の関係で概要のみの報告となっており，詳細
については参考文献を参照いただければ幸いである。
本プロジェクトにおいては，石狩湾新港管理組合，
国土交通省北海道開発局をはじめ，多数の方々の支援
を得て「地震に強い空港」整備のための知見を得るこ
とができた。ここに関係各位に深く感謝の意を表する
次第である。
 

《参考文献》
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図─ 6　液状化実験後の沈下状況（発破後 7日）
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地盤・構造部　地震防災研究領域　領域長



16 建設の施工企画　’10. 2

特集＞＞＞　地盤改良

自在ボーリングを用いた既設構造物直下の地盤改良
─グランドフレックスモール工法─

石　井　裕　泰・松　井　秀　岳・檜　垣　貫　司

斜め・曲がり・水平方向の制御が可能な自在ボーリング技術を用いた地盤改良工法を紹介する。構造物
の直下に注入管を敷設し，上部の利用を妨げることなく地盤の注入固化を施すことができる。また，土壌
浄化への利用や，専用の装備を利用して空洞充填，噴射攪拌改良を行う技術など，種々の地盤改良も可能
になっている。本報では，削孔・地盤改良に関する本工法の特長と，改良体の掘り出し調査を含む施工試
験，旧法タンクの液状化対策工事を目的とした実施事例を紹介する。
キーワード：地盤改良，薬液注入，空洞充填，自在ボーリング，液状化対策，既設構造物，旧法タンク

1．はじめに

近年の大規模地震発生やそれに伴う耐震基準の改正
などをうけ，既設構造物の耐震性を向上させるニーズ
が高まっている。また，資源の有効活用，ひいては
CO2 の排出抑制に対する意識の高まりから既存建物の
有効活用が望まれ，地盤や構造物の修繕技術の必要性
が益々高まりつつあるとも言える。本文でも触れる旧
法令に準じて建設された屋外タンクの液状化対策は，
その具体例として挙げられる。加えて施設・建物を所
有する事業主や住民にとっては，日常の利用を妨げら
れることなく直下の地盤改良を実施できることが望ま
しい。
本グランドフレックスモール工法はこのような背景
から開発された工法であり，斜め，曲がり，水平の方
向制御が可能な自在ボーリングを用いた削孔技術と地
盤改良技術とを組み合わせた工法である 1），2）。特に削
孔技術に関しては，1本の削孔延長が 50 mを超える
ような大規模施工や，礫の介在も含む固めの地盤での
施工に対処できるよう配慮がなされている。
本報では，自在ボーリング，地盤改良手順，応用技
術を述べるとともに，施工試験の内容と適用事例を紹
介する。

2．工法の概要

（1）削孔手順
写真─ 1に専用削孔機を，図─ 1に削孔手順の概

要を示す。自在ボーリングにおいては，削孔管先端に

方向制御のためのへらを持つ先端ビットが取り付けら
れており，直線方向に削孔する場合には回転させなが
ら削孔管を推進する。方向修正をする場合にはへらの
方向を固定し，先端部で一定方向に偏る土圧抵抗を受
けながら推進させる。先端ビット部は二重構造になっ
ているが，ボーリングが完了したのちは，インナーヘッ
ドを回収することで先端部を開放することができる。
このような状態で削孔管内に注入用の管を挿入し削孔
管を回収すれば，注入用の管のみが地中に残り，薬液
注入等の地盤改良が行えることになる。
注入に先立つ削孔は，確実に行えることが地盤改良
を行う前提となる。削孔中には必要に応じてパーカッ
ション（打撃貫入）の併用が可能で，事前の地盤調査
では判明しなかった固い地盤，コンクリートや転石を
貫通する際の確実性を高めている。また，長距離削孔

写真─ 1　専用削孔機
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や作業時間に制限が課された場合に想定される中断後
の再削孔でも，パーカッションにより地盤を緩める効
果が期待でき，推進不能に陥る事態を極力避けること
ができる。
なお，削孔中および完了後の位置確認は，先端部か
ら発信される信号を地上で受信する方式，削孔管内に
ジャイロを挿入する方式を採用する。

（2）注入手順
削孔後の注入改良では，従来から用いられるダブル

パッカー方式とともに，自在ボーリング用に開発した
セルフパッカー方式（図─ 2）の利用が可能である。
本方式では，注入外管内に密閉された注入元を確保す
る際，注入内管に取り付けられたパッカーを薬液自
身で膨らませることが特徴である。そのため，従来方
式のようにパッカーを膨らますための独立した圧力供
給経路を必要とせず，注入管の構造が単純かつ小型と
なっており，曲線状のボーリング孔への挿入に適して
いる。また，複数同時注入が可能なため注入作業の効
率化にも有効である。

（3）応用技術
上記の標準的な施工方法に加えて，種々の地盤改良
方式の利用が可能になっている。
土壌浄化への応用では，自在ボーリングにより浄化
用の管を地中に敷設する。エアスパージングによる浄
化の検討では，浄化範囲と効果を確認している 3）。地
中の空洞部の充填では，先端部で二液を混合する機能
を持つ先端ビットを装着する。セメントおよびベント
ナイトを削孔管中の独立した経路で供給し，両者を直
前に混合した上で先端部より充填用セメントベントナ
イトを注入する 2）。また，セメントミルクを地中で噴
射し地盤と攪拌混合する噴射攪拌方式を自在ボーリン
グに搭載する技術を開発している。自在ボーリングに
装着可能な噴射装置を用いて地中で円柱状改良体を造
成した試験施工では，一軸圧縮強さで 1MN/m2 を超
える高強度を確認している 4）。さらには，先端ビット
背部に取り付けた計測機で得られた削孔管の傾斜，方
向データを無線通信で地上に送信する，位置計測シス
テムも実用化に至っている 5）。

3．施工試験

（1）施工試験 1

（a）試験概要
千葉県館山市の沿岸部の敷地にて，試験を実施した。
図─ 3に試験の概要を示す。ここでは，注入方式の

図─ 2　セルフパッカーを用いた注入方式

図─ 1　削孔手順

100mm

(a)

(b)

(c)

(d)
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みに着目しその有効性を確認するため，人工地盤作成
時に注入管を埋設した上で，セルフパッカー式注入内
管を通して浸透注入を行った。人工地盤には浅間山砂
（ρs ＝ 2.71 g/cm3，Fc ＝ 8.1%，D50 ＝ 0.24 mm）を用い，
注入外管にそった薬液の逸走を防止する目的で，注入
地点をはさんだ位置に地山パッカーを設置した。

薬液の注入に先立ち，水を用いて吐出量と有効注入
圧力の関係を調べ，限界注入速度 6）を判定した。こ
こで，両者が概ね比例関係となり，薬液が徐々に浸透
すると判断される範囲は，図─ 4に示すように，1改
良体あたり吐出量 8 L/min 以下であった。注入対象
がゆるい人工地盤であることから可能な限り吐出速
度を落とすことが望ましいと判断し，1改良体あたり
6 L/min，2 改良体同時に合計 12 L/min で浸透注入を
行った。計画改良体径を 2.0 m とし，1改良体あたり
1,885 L の注入を行った。

（b）試験結果
注入開始当初は注入圧の上昇が見られたものの，ノ
ズルの洗浄を行った後は安定し，約 6時間で 2改良体
分の注入を完了した。地中でそのまま養生後地盤を掘
削し，写真─ 2に示すような改良体を観察した。隣
接する 2改良体でほぼ等しい大きさの改良体が造成さ
れたことを確認するとともに，採取コアを用いた一軸

圧縮試験では，一般的に液状化対策で必要な圧縮強度
0.1 MPa 程度に対して概ね 0.2 MPa を得た。

（2）施工試験 2

（a）試験概要
茨城県神栖市の工場内敷地にて試験を実施した。図
─ 5に試験の概要を示す。ここでは，セルフパッカー
の有効性に加えて，工法全体の施工性を確認すること
を目的に，自在ボーリングによる削孔を行った上で浸
透注入を実施した。

水平距離で 40 m，深さ 3.15 m の地点を狙って削孔
を実施し，注入外管を設置後，浸透注入を行った。対
象地盤はN値 20 程度，細粒分含有率 Fc ＝ 11 ～ 31%
の沖積砂層であった。
薬液の注入に先立ち，図─ 6に示すとおり，吐出圧
と有効注入圧力が概ね比例する範囲として 14 L/min
以下を確認した。これを参照して，施工時は 1 改良

図─ 3　試験施工 1の概要

図─ 4　限界注入速度試験（試験施工 1）

写真─ 2　改良体の観察状況（試験施工 1）

図─ 5　試験施工 2の概要

図─ 6　限界注入速度試験結果（試験施工 2）
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体あたり 10 L/min，2 改良体同時注入で 20 L/min を
管理値として定めた。計画改良体径を 2.48 m とし，1
改良体あたり 4,640 L の注入を行った。
（b）試験結果
一時的に薬液の逸走が見られたが，注入圧，注入量
ともに安定し，約 7.5 時間で計画量の注入を完了した。
地中で養生後にコア採取を行い，改良体の一軸圧縮強
さとして概ね 0.15 MPa を得た。削孔から注入管の敷
設，注入作業にいたるまで滞りなく実施でき，システ
ム全体の有効性を確認できた。

4．適用事例

（1）施工概要
本事例は，屋外貯蔵タンクの液状化対策工事に関
するもので，互いに隣接する 8,000 kL タンク 2 機，
2,000 kL タンク 3機を対象とした。タンク直下の地盤
GL-2.0 m ～ GL-4.0 m の緩い砂質土層（埋土）が改良
対象で，施工中もタンクを利用し続ける必要があるこ
とから薬液注入による基礎地盤改良が計画された。防
油堤外部に立坑を設けそこから水平削孔を行う案が併
せて検討されたが，安全性，工期，工費の優位性，さ
らにはタンクの稼動に関わる資材運搬路の確保のため
に，本グランドフレックスモール工法が採用されるこ
とになった。
表─ 1に計画工事数量を，図─ 7に現場平面図，

図─ 8に計画断面図の一例を示す。削孔機は防油堤
の外側に配置し，もともと存在する構内道路は概ねそ
のまま使えるように削孔線を定めた。事前の試験施
工で 100 m程度の削孔が可能であることを確認の上，
2,000 kL タンク 2 基については最大削孔長さ 79.6 m
で一括して施工し，削孔総延長および作業時間の短縮

図─ 8　計画断面の一例（旧法タンクの液状化対策）

図─ 7　施工平面

表─ 1　計画工事数量

総削孔延長 4,769.4 m
削孔本数 92 本
注入薬液量 1,776,429 L
改良球体数 2,019 個
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を図った。

（2）地表面変状管理
削孔・注入時のタンクの変位量は，水盛式沈下計に
よって管理した。対象タンク外周部の 4方向に計器を
設置し，それらの変位を一定時間毎に自動計測し，現
場事務所内に設置したコンピューターに表示するシス
テムを採用した。注入作業時には一次管理値としての
隆起量 17.5 mm，傾斜± 8.0 分を設け，その値を超え
た場合は隆起が収まるまで一時作業を中止することと
した。

（3）削孔結果
削孔機は 2セットを投入し，全工程をほぼ計画どお
りの約 3ヶ月で終了した。計画線に対する実際の削孔
線との差は全体を通して 30 cm 程度に収まった。削
孔中は転石や薄いコンクリート板に遭遇することが
あったが，適宜パーカッションを併用し問題なく施工
することができた。また，周辺住民への配慮から作業
時間は昼間のみに定められたため，削孔途中で作業を
終了し，一晩地中に残置後に再開することが度々あっ
た。パーカッションを使用しながら，推進不能に陥る
ことなく，計画線にそって削孔を完了した。

（4）注入結果
注入改良には恒久グラウトのパーマロックを用い，
セルフパッカー方式で 1 点あるいは 2 点同時注入を
行った。本報執筆時点で約 40%の注入を完了してい
るが，地表面変状に対する一時管理値を超えた個所は
限定的で，全体として対象タンクの変位を微小に抑
え，施工中も通常通りタンクを稼動することができて
いる。改良効果は，段階的に採取したボーリングコア
を用いて一軸圧縮試験で確認しているが，これまでに，
28 日材齢を過ぎた複数の地点で設計強度 60 kN/m2 を
満たすことを確認している。

5．まとめ

自在ボーリングを併用した既設構造物直下の地盤改
良工法であるグランドフレックスモール工法につい
て，工法の特徴と，二つの試験施工の内容，適用事例

を示した。今後も本工法の特徴を活かしながら，耐震
性の向上等に役立てていきたい。特に貯油タンクなど
の健全性の確保は，各企業，事業所が災害発生時に備
えて策定する事業復旧，継続計画にも大きく関わるも
のである。日常の事業活動を妨げることなく足元の地
盤をしっかり固めるという有効な手法を提供していく
ことで，事業主や社会に貢献していきたいと考える。
なお，本グランドフレックスモール工法は，大成建
設㈱，㈱キャプティ，三信建設工業㈱，強化土エンジ
ニヤリング㈱，成和リニューアルワークス㈱との共同
開発技術である。記して関係各位の尽力に謝意を表す
る。
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特集＞＞＞　地盤改良

三次元削孔による耐震補強 ･液状化防止工法の現状
─カーベックス工法─

田　中　龍　夫・粂　川　政　則・小　林　正　志

近年，三陸沖北部，宮城県沖，首都直下型，東海地震，東南海地震，南海地震など太平洋沿岸地域で巨
大地震が発生する危険性や確率を報道機関などで見ることが多くなった。一方，事業継続計画（BCP）の
必要性について認識が高まり，｢工場・事業所｣，｢学校・病院などの社会資本ストック｣ などで，巨大地
震対応の地盤補強工事が具現化してきている。本稿では，“竪坑不要”，“稼動中の施設を傷めず，直下の
地盤補強が居ながら施工できる”三次元削孔を応用した ｢薬液注入工法による液状化防止工法の現状｣ と，
｢セメント系硬化材の高圧噴射工法による耐震補強工法｣ を紹介するものである。
キーワード： 三次元削孔，構造物直下地盤改良，液状化防止，耐震補強，ジェットクリート工法，カーベッ

クス工法，自在ボーリング

1．はじめに

1995 年（平成 7年）1 月 17 日に発生した兵庫県南
部地震（阪神・淡路大地震）を教訓に，同年 12 月 25
日に ｢耐震改修促進法｣ が施行されてから，はや 15
年が経過している。地上構造物の耐震補強は，住宅メー
カーやゼネコン等によって種々の工法が開発され普及
が進んでいる。一方，地盤に関する耐震補強は，既設
構造物直下の施工になる場合が多く，液状化対策を主
とした工法が先行していた。しかし，2004 年（平成
16 年）10 月 23 日に発生した新潟県中越沖地震におけ
る柏崎刈羽原子力発電所のダメージで，地下の耐震補
強の重要性が注目され，近年では，｢工場・事業所｣，
｢学校・病院などの社会資本ストック｣ などで，巨大

地震に対する液状化防止，耐震補強が具現化してきた。
本文では，地上から稼動中の施設を傷つけず，居な
がら施工できる竪坑不要の三次元削孔技術と，それを
応用した薬液注入工法による液状化防止工法の現状，
並びに新たに開発した高圧噴射工法による耐震補強工
法の概要を紹介する。図─ 1に，三次元削孔を応用
した耐震補強・液状化防止施工イメージ図を示した。

2．三次元削孔技術

ボーリング孔の削孔方向を自由に制御する技術は，
米国で管類の敷設に広く用いられている。この方法は，
地上から所定の線形でボーリング削孔を行い，到達地
上に貫通させた後，敷設管をボーリングロッドに接続

図─ 1　三次元削孔による耐震補強・液状化防止施工イメージ図
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し，ロッドを引き戻しながら管を敷設していくもので
あった。
米国の基本システムは元来，民家の密集していない
道路沿いでの，比較的浅い位置に管類を敷設すること
を目的としたもの（以下，米国式と称す）で，建物や
構造物が密集する我が国での地盤改良にそのまま導入
することができなかった。
以下に，米国方式の問題点と地盤改良への応用を可
能にした三次元削孔技術の概要を紹介する。

（1）位置検知システム
米国方式は，磁場を利用したロケータでのシステム
もしくは，方位計を利用したシステムで，地上から削
孔位置を確認しながら方向を制御していくものであ
る。この位置検知方法を地盤改良に応用するためには，
次の問題があった。
・構造物直下の位置検知ができない
・改良位置付近に磁場を乱す高圧電線や鋼管杭などが
あった場合，位置検知に支障がでる
・深度に比例して計測誤差が大きくなる
これらの問題点に対し，削孔ロッド内に計測器を直
接挿入し，削孔軌跡が計測でき， 磁場の影響を受けな
い計測システム（削孔ロッド内挿入式計測器）を開発
した。これにより，構造物直下の施工，大深度削孔（深
度 15 m以上），鋼管杭間の削孔制御が可能になった。
図─ 2に，削孔ロッド内挿入式計測器の計測システ
ム概念図を示した。

（2）削孔ロッドと曲率半径
建物周辺の敷地条件面から，施工に必要な占有面積
はできるだけ小さくした方が，工法の適用範囲が拡が
る。そのためには，曲がりの曲率を小さくし，地上か
らの削孔開始位置から水平削孔へ移行させる距離を短
くすることが必要となる。米国方式の管類の敷設に使
用する削孔ロッドは，小口径の光ケーブル敷設用から，

大口径ではガスの基幹パイプ敷設用まである。しか
し，先に述べた環境での施工であるため，削孔ロッド
径の曲がり曲率半径に適合した施工を行っており，占
有面積に関する配慮はない。したがって，米国方式の
削孔ロッドを用い，削孔ロッド内挿入式計測器に必要
なロッド径（約φ70 mm）で作業を行った場合は，そ
の材質では強度的に削孔の曲率半径を大きくせざるを
得ず，作業占有面積が大きくなる。この課題に対して， 
削孔ロッドの材料を特殊合金鋼にし，曲線状態での回
転による曲げ引張りの繰返し荷重に耐え，削孔最小曲
率半径 30 mの削孔ロッドを開発することで，解消す
ることができた。
こうした三次元削孔技術の高度化により，従来，地
上から施工できない既設構造物直下の液状化防止工
法，耐震補強工法への応用展開が可能になった。

3．注入工法による液状化防止工法

三次元削孔技術の地盤改良への応用は，1994 年（平
成 6年）の危険物の規制に関する政令の改正による，
旧法タンクの液状化防止対策や，既設護岸を対象とし
て，薬液注入工法との組合せで，2006 年（平成 8年）
に開発を始めた。しかし新潟県中越沖地震で，部品製
造企業の工場が損傷を受け，完成商品の生産に大きな
影響を与えたことから，近年では事業継続計画（BCP）
の一つとして，民間施設の液状化防止工法としても需
要が出てきた。
現在に至る開発経緯とその実績は以下のとおりであ
る。
■ 2001 年（平成 13 年），図─ 3の削孔一体型注入方
式概念図に示す，削孔用特殊ロッド内に注入管を挿入
する注入方式を開発し，供用を開始した。

図─ 2　削孔ロッド内挿入式計測による位置検知システム概念図

図─ 3　削孔一体型注入方式概念図
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■ 2005 年（平成 17 年），工程の短縮やコスト縮減を
目的とした，図─ 4の削孔分離型注入方式（ダブルパッ
カーを有する注入内管使用）概念図に示す，削孔用特
殊ロッド内に注入管外管を挿入し，地盤に残置して注
入する方式を開発し，供用を開始した。

■ 2007 年（平成 19 年），前記方式よりさらに長距離
の施工を可能にし，注入外管が地中に残置されると
いったデメリットを克服すべく，注入管を鋼製に変更
し， 地盤中にパッカーを効かせ注入を行いながら，注
入管を引抜く削孔分離型鋼製注入管タイプを開発し，
実施工に供用を始めた。
このように，三次元削孔を応用した液状化防止工法
は，顧客の要求に合わせ様々な方式を取り揃え，現在
に至っている。
表─ 1に，開発当初から現在進行中工事までの施

工実績を示した。削孔延長は約 30,000 m，注入量は
約 23,100 kℓに達している。
表─ 2に，液状化防止対策工事の注入方式別の実
績を示した。現状では，削孔可能な距離の改善により，
施工距離が長く取れ，注入管が回収できる削孔分離型
の鋼製注入管タイプの適用が多くなっている。図─ 5，
6に，その実施例を示した。

4．高圧噴射工法による耐震補強工法

既設構造物直下の液状化防止工法としては，三次元
削孔を応用した薬液注入工法による地盤改良が，すで

図─ 4　削孔分離型注入方式概念図

工事目的 件数
施工本数
（本）

削孔延長
（m）

注入量
（kℓ）

削孔工事 4 39 2,278 －
一般注入工事 5 142 6,921 3,290
液状化対策工事 10 224 21,040 19,845

計 19 405 30,239 23,135

表─ 1　施工実績一覧表

図─ 6　実施工例（計画断面図）

図─ 5　実施工例（計画平面図）

注入方式 件数
施工本数
（本）

削孔延長
（m）

注入量
（kℓ）

削孔一体型 1 4 172 26
削孔分離型

スリーブ管タイプ
6 89 5,565 4,919

削孔分離型
鋼製注入管タイプ

3 131 15,303 14,900

計 10 224 21,040 19,845

表─ 2　液状化対策工事注入方式別実績一覧表
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に市場で定着している。しかし，地震時の地盤変形抑
止を目的とする耐震補強工法については，これまで主
に建物内から，高い強度が保証できるセメント系硬化
材高圧噴射工法を鉛直に施工することで対処してい
た。しかし，この工法は建物内部からの施工であるこ
とから，施工中の騒音・振動や，余剰硬化材の取扱い，
躯体への削孔，既設構造物供用時間との調整など，課
題もあった。これを受けて，2008 年末に長年開発が
期待されていた建物の外から施工が可能となる，三次
元削孔を応用した曲がり水平改良体造成による，耐震
補強工法 ｢ジェットクリート工法─水平型｣ が開発さ
れた。

（1）工法の基本仕様
噴射攪拌工法を水平に施工する場合，いかに地山を
安定させるかが重要になる。以下に，そのための基本
仕様を示す。
①噴射硬化材と切削地山の混合物（改良体）が粘度を
有し，周辺地盤へ逃げづらく，ブリージングが抑制
される特殊硬化材を用い，地山安定に必要な内部圧
力に制御する。
②特殊硬化材に早期強度発現性をもたせ，混合物（改
良体）を短時間に塑性体に移行させる。
③高圧噴射仕様は，エアー無しの交差噴流とする。こ
れにより，エアー併用で起こり得る改良体頂部エ
アー溜りの発生，エアーブローの発生など，地山を
弛める要因を排除するとともに，交差噴流の特長で
ある一定径の確保と高い攪拌性能により，硬化材と
地山の混合割合のバラツキを少なくし，改良体の品
質が向上される。

（2）試験施工
試験施工を，N値≦ 18 の砂地盤内かつ，最小土被
り 2.9 m という条件下で，地山安定を確保しながら，
曲率半径 R＝ 38 m の曲線改良体を含む径φ1.2 m の
水平改良体を造成する目的で実施した。図─ 7に施
工地盤と改良体位置図，図─ 8に造成時の改良体内
部圧力計測データ（図─ 9に示す右端改良体造成時），
図─ 9に改良体の出来形写真を示す。

地山安定に関する試験結果は，硬化材が地上に噴発
することも無く，隆起はゼロ，沈下量は最大 2 mmが
観測された。出来型形状は，R＝ 38 mの曲線施工（図
─ 9の左側改良体）で圧力計測システムの単純トラ
ブルにより所定の圧力制御ができなかった一区間を除
き，50 cmピッチでの断面の縦径／横径比は，0.97 ～
1.07（平均 1.04）で，ほとんど潰れのない円形状断面
の改良体が造成されたことを確認した。改良体の品質
の確認は，公的検査方法 1）に基づき実施した。コア
の連続性は，全長に対するコア採取率，1 mごとのコ
ア採取率ともに 100％であった。一軸圧縮強さは，材
令 28 日平均一軸圧縮強さ 14.6 MN/m2，変動係数 Cv
は 18.4％であった。材令 1年の一軸圧縮強さは，平均
16.4 MN/m2 であった。

（3）今後の展開
工法は，3年間にわたる理論の構築，要素技術の開
発・基礎実験と，保有ジェットクリート技術を集積・
高度化して完成した。今後さらに，耐震補強検討に必
要な改良体の諸物性値の把握を行いながら，市場への
早期展開を図っていく。

5．おわりに

三次元削孔を応用した，薬液注入工法による液状化
防止対策工法やセメント系硬化材高圧噴射工法による
耐震補強工法は，地下の地震対策の範疇のみならず，

図─ 7　施工地盤と改良体造成位置

図─ 9　水平施工の改良体（左はR=38mの曲線施工）

図─ 8　造成時の改良体内部圧力
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既存の枠に囚われない地盤改良，構造物への応用など
の様々な用途開発や，これまで施工面から制限された
設計手法のダイナミックな展開が期待される。
今後，さらなる高度化，技術開発を進め，地下の総
合エンジニアリングを結集して，社会貢献できること
を望む次第である。
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 1）  “改訂版　建築物のための改良地盤の設計および品質管理指針─セメ
ント系固化材を用いた深層・浅層処理工法─日本建設センター平成
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特集＞＞＞　地盤改良

中層混合処理工法における混合性能および掘削性能の向上
─スラリー揺動攪拌工（WILL工法）─

市　坪　天　士・島　野　　　嵐・金　丸　宗　弘

経済性追求や環境配慮の観点から地盤改良機の小型化およびこれに伴う性能向上が求められている。こ
のような情勢下，WILL 工法はバックホウタイプベースマシンの先端に攪拌翼を取り付けた小型機械であ
りながら，リボンスクリュー攪拌翼による揺動攪拌機構と特殊掘削補助装置（ブーメランプレート）を組
み合わせることで，粘性土から硬質砂質地盤（N値 40 未満）まで幅広い土質に対応可能とした中層混合
処理工法として開発された。
本文では，揺動攪拌の混合性能と特殊攪拌翼装置の効果について報告するとともに，さらなる改善事例

について紹介する。
キーワード： 軟弱地盤，地盤改良，中層混合処理，揺動攪拌，スラリー，粉体，小型機械，振動騒音，土

壌汚染，リボンスクリュー攪拌翼，ブーメランプレート

1．はじめに

WILL 工法とは，バックホウタイプベースマシンの
先端に取付けた特殊な攪拌翼より，スラリー状の固化
材を注入しながら，固化材と原位置土を強制的に攪拌
混合し，安定した改良体を形成する中層混合処理工法
である。
本工法の特徴は以下のとおりである。
①攪拌効率の高い揺動式リボンスクリュー型ロータ
リー攪拌翼を持つ。
②高トルク仕様と特殊掘削補助装置（ブーメランプ
レート）の装着とにより，N値 30 を超える締まっ
た砂質地盤の掘削が可能（表─ 1）。

③深度，瞬時流量，積算流量，回転数，積算回転数，
傾斜角度など高度な施工管理が可能。
④施工機本体がバックホウ型ベースマシンであるた

め，機動性に優れる（写真─ 1）。
⑤深度 8.0 mまでの改良が可能。
⑥小型機械であるため，振動騒音抑制効果が高い。
⑦先端攪拌方式のため，改良材・改良土の地上部への
飛散が抑制される。

2．攪拌混合性能の向上

（1）攪拌混合性能の向上（揺動攪拌機構）
本工法の攪拌機はチェーン駆動によって改良機先端
に装着された攪拌翼を縦回転させて攪拌混合するロー
タリー攪拌機である。ロータリー攪拌機の欠点として，
改良対象土の移動方向が上下方向に支配されやすいこ
とが挙げられる。その課題を解消するためにリボンス
クリュー攪拌翼を開発した。
本攪拌翼は斜めに装着されていることから，改良対

表─ 1　WILL 工法の適用範囲

ベースマシン 最大改良深度
適応土質（N値）

粘性土
砂質土
・砂礫

0.8 m3 クラス 5.0 m N＜ 10 N＜ 30
1.0 m3 クラス 6.0 m N＜ 10 N＜ 30
1.4 m3 クラス 8.0 m N＜ 15 N＜ 40
＊ 礫径はφ 100 mm以下を標準とするが，礫率等を考慮する
必要有り。

写真─ 1　WILL 工法施工機
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象土を上下方向だけでなく，左右方向に揺動させるこ
とが可能となった。また，リボンスクリュー攪拌翼は
主に粘性土地盤の供廻り現象防止に適したT型およ
び締まった砂質地盤・砂礫地盤の掘削に適した箱型の
2タイプを使い分けることとした（写真─ 2）。

（2）揺動攪拌機構の概要
図─ 1（A）に示す斜めのリボンスクリュー型攪拌
翼によって，攪拌翼の回転に伴い土は外側から内側へ
強制的に移動させられる。逆に，攪拌翼が（B）に示
す状態で回転すると，土は内側から外側へ強制的に移
動させられる。これらの動作が攪拌翼の回転によって
連続的に発生し，改良対象土を左右交互に動かす（揺
動運動）ことにより，高い攪拌効率が得られる。

図─ 2はリーダ部および両攪拌翼の中心までの範囲
に白色粒子を配置し，二色の粒子がリボンスクリュー
攪拌翼により左右に揺動する様子をシミュレーション
解析した動画の静止画像である。図─ 2をみれば両
攪拌翼の中心より外側に配置した赤色（図内暗色）粒
子が両攪拌翼中心より内側の白色粒子部に取り込まれ
ていく様子がわかる。

また，白色粒子は攪拌翼の外側までは移動していな
いことがわかる。これらのことから，揺動攪拌は両攪
拌翼内で行われており，改良範囲外への影響は小さい
と判断される。

（3）専用管理装置
本工法では施工時のヒューマンエラー防止策として
専用管理装置を搭載するものとした。
施工時における撹拌軸の鉛直性および撹拌翼移動速
度の定速性は，マシンオペレータの技量に差違があり
品質に影響を及ぼしていた（図─ 3）。

また，撹拌翼の軌跡を表示させることにより，既改
良部と未改良部をリアルタイムで確認しながらの施工
を可能とした（図─ 4参照）。

写真─ 2　リボンスクリュー型攪拌翼
（左：T型リボンスクリュー，右：箱型リボンスクリュー）

図─ 1　揺動撹拌のしくみ

図─ 2　揺動攪拌のシミュレーション解析図

図─ 3　WILL 管理装置画面表示例（1）

図─ 4　WILL 管理装置画面表示例（2）
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（4）改良体の品質
揺動攪拌機構による改良効果を評価する要素となる
一軸圧縮強さ・変動係数・現場 /室内強度比・チェッ
クボーリングコア・改良体掘削確認の事例を紹介する。
①一軸圧縮強さと変動係数
WILL 工法で施工された改良地盤より得られた一軸
圧縮強度（σ 28）と変動係数を表─ 2に示す。

WILL 工法の変動係数は Cv ＝ 21 ～ 32%の範囲に
ある。スラリー系の深層混合処理工法の変動係数は
Cv＝ 30 ～ 50%の範囲であることから 1），スラリー系
の深層混合処理工法と同等の品質を有している。
②原位置改良強度と室内強度の相関
室内配合試験で得られた一軸圧縮強さ qul と現場で
得られた一軸圧縮強さ quf の関係を図─ 5に示す。

スラリー系深層混合処理工法においては，室内配
合試験で得られた一軸圧縮強度 qul と現場で得られ
る一軸圧縮強度 quf との関係が quf/qul ＝ 1 ～ 1/2 の
範囲にある傾向が多い 2）。一方，WILL 工法における
quf/qul の関係は概ね 1/1.5 以上の強度発現が認めら
れている。
③改良体確認事例
写真─ 3にチェックボーリングの採取事例を，写
真─ 4および写真─ 5に改良体掘削状況を示す。
これらの結果，スラリー系の深層混合処理工法と比

較し同等もしくはそれ以上の撹拌効率が得られたもの
と評価している。

3．掘削能力の向上

従来の中層混合処理工法の適応土質は概ね砂質土
でN＜ 10，粘性土でN＜ 5である。特に中間層や一
部高N値を示す地盤の掘削において，攪拌装置本体
に当たるチェーン駆動直下部が攪拌翼による掘削がで
きず，その部分が障害となり硬質地盤の掘削が困難で
あった。
これを解消するために，本工法では，攪拌翼の回転
に伴いチェーン駆動直下部を切削できる特殊掘削装
置（ブーメランプレート，写真─ 6）を装着したこと
により掘削能力を格段に向上させることができ，高N
値の掘削が可能となった。

表─ 2　一軸圧縮強さと変動係数

事例 土質
標準
偏差

平均値
（kN/m2）

変動
係数

事例 1 ローム 668 2,515 27%
事例 2 軽石混じりローム 889 4,254 21％
事例 3 粘土 57 180 32％
事例 4 砂質シルト 328 1,298 25％

図─ 5　原位置改良強度と室内強度の関係

写真─ 3　改良体のチェックボーリング

写真─ 5　改良体の掘削状況（2）

写真─ 4　改良体の掘削状況（1）
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図─ 6に掘削能力の検証試験結果を示す。
攪拌翼仕様毎に複数のケースについて試験を行った
が，ブーメランプレートを装着した場合のみ，N＝
38 の砂礫層の掘削が可能であった。これにより，バッ
クホウ型ベースマシン（0.8 m3 クラス）の小型改良機
を用いてN値 30 以上の掘削を可能とする上で，ブー
メランプレートによる掘削の効果を検証することがで
きた。

4．環境側面に対する配慮

①周辺地盤の変位
本工法は縦攪拌であることから，地中内応力は上方
に開放する。また，スラリー注入が噴射方式ではない
ため，周辺地盤へ与える変位は比較的小さい。
②汚染土壌の飛散
汚染土壌浄化などに適用される場合，本工法は攪拌
機の先端部に取り付けられた攪拌翼のみが回転するた
め，地上部への汚染物質の飛散を最小限に抑制するこ
とが可能である。

③産業廃棄物の発生
スラリー攪拌工は一般に盛上り土が発生する可能性
が高い。また，盛上り土内には改良材が混入されるこ
とが少なくない。本工法は矩形改良であるため，施工
条件によっては事前にスキトリすることで産廃を軽減
することが可能である。
④振動・騒音
小型機械を用いる本工法の騒音・振動に対する環境
負荷低減効果を検証すべく，実際に現場計測を実施し
た。図─ 7，8に計測された振動・騒音レベルを示す。

今回の計測（写真─ 7，8）により，振動・騒音と
もに規制値以下であることを確認できた。また，騒音・
振動ともにベースマシン後方が大きく，側方が小さい
値を示している。これは，騒音・振動の発生要因が攪
拌機自体ではなく，ベースマシン排気装置部が主体で
あることを示している。この結果は，民家が隣接する
場合等の施工管理において有効に生かしたいと考えて
いる。
⑤温室効果ガスの排出
小型機械であること，機動性が高く工期が短縮でき

写真─ 6　ブーメランプレート装着図

図─ 6　掘削能力比較実験結果

図─ 7　騒音源からの距離と騒音レベルの関係 3）に加筆

図─ 8　振動源からの距離と振動レベルの関係 3）に加筆
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ること等から，CO2 の排出量抑制効果が期待できる。

5．新たな取り組み

小型機械を使用することによる課題を克服すべく改
良改善を積み重ねてきた一応の成果は得られたものと
判断している。しかしながら，さらなる発展に向け，
新たな取組みを始めている。
そのひとつとして改良深度の延伸が挙げられる。
ベースマシンを大型化することなく現在の改良深度
8 mから 10 m程度まで適用範囲を拡げるべく実験開
発を進めている。その結果，特殊延長部材を装着する
ことで改良深度 10 mまでの実用化に近づいている。
今後，土質条件や施工条件を明確化するためのデータ
集積が必要である。

また，本工法はその名のとおり，スラリー状の固化
材を注入しながら，固化材と原位置土を強制的に攪拌
混合し改良体を構築する工法として開発された。しか
し，コスト縮減策としての固化材添加量抑制や汚染土
壌浄化への適用などのニーズが増加しており，添加材
の形状・性状も多種多用化している。そこで粉体攪拌
への適用化を図った。これについても，今後さらなる
改善，データ蓄積により，対応可能条件の範囲を明確
化していく所存である。
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写真─ 7　騒音・振動測定状況
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写真─ 8　粉体攪拌状況
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特集＞＞＞　地盤改良

大口径深層混合処理工法の施工管理システム
─テノコラム工法─

藤　橋　俊　則

テノコラム工法の品質管理は大別すると，①施工前に配合条件を決定する「配合管理」，②施工時に設
定された施工条件を満足するための「施工管理」，③施工後に設計で要求された性能を有しているかどう
かを確認するために行う「品質検査」に分けられる。本報では「施工管理」の観点から，テノコラム工法
の概要および施工管理システムの紹介と大口径のテノコラム工法の施工事例について報告する。
キーワード： 機械式深層混合処理工法，品質管理，施工管理システム，リアルタイム施工管理装置，大口

径，2吐出口タイプ掘削攪拌装置

1．はじめに

テノコラム工法は，セメント系固化材をスラリー（固
化材液）として地盤に注入し，地盤と固化材液を掘削
攪拌装置により攪拌混合することによって，円柱状改
良体（テノコラム：以下コラムという）を築造する深
層混合処理工法である。また，土の共回り防止翼を装
着した掘削攪拌装置を用いることにより，粘着力の大
きい粘性土地盤においても固化材液と地盤との確実か
つ良好な混合を可能とした工法である。
深層混合処理工法による改良体は地盤中にあるた
め，通常目視確認することができない。そのため，設
計から要求される品質・出来形を確保するには施工管
理を適切に行うことが極めて重要である。
近年の建築分野における構造物が大型化されてきて
いると共に，工期短縮・コストダウン等のニーズが高
まっている。テノコラム工法はこれらのニーズに応え
るべく，施工効率の向上を目的として大口径化（最大
改良径φ 2,600）を実現し，平成 20 年に改良径φ 400
～ 2,600 の先端建設技術・技術審査証明 1）を取得（内
容変更と更新）している。
こうした生産性向上を目的とした改良径の大口径化
に伴い，品質管理の重要度は益々高まっている。本報
告では「施工管理」の観点から，テノコラム工法の概
要および施工管理システムの紹介と大口径のテノコラ
ム工法の施工事例について報告する。

2．テノコラム工法の概要

（1）施工手順
テノコラム工法の施工手順は，標準的な一工程注入
方式（図─ 1）と，攪拌混合回数を増やしたい場合や
固化材添加量が多い場合に固化材液を 2回に分けて注
入する二工程注入方式（図─ 2）がある。

（a）一工程注入方式（図─ 1）
①位置決め：掘削攪拌装置をコラム中心位置に合わせる。

図─ 2　二工程注入方式の施工手順

図─ 1　一工程注入方式の施工手順
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②空掘り掘進：固化材液を吐出せずに，空掘り部を所
定の深度まで掘進する。
③掘進・攪拌混合：固化材液を吐出しながら掘進・攪
拌混合する。
④練返し：掘進・攪拌混合工程が終了後，固化材液の
吐出を停止し先端部の所要区間の練返しを行う。
⑤引上げ・攪拌混合：練返し工程が終了後，攪拌軸を
逆回転しながら引上げ攪拌混合する。
⑥築造完了：掘削攪拌装置を地上に引上げて，コラム
の築造を完了する。
（b）二工程注入方式（図─ 2）
①位置決め：掘削攪拌装置をコラム中心位置に合わせ
る。
②空掘り掘進：固化材液を吐出せずに，空掘り部を所
定の深度まで掘進する。
③掘進・攪拌混合：所要添加量の半分の量の固化材液
を吐出しながら掘進・攪拌混合する。
④引上げ・攪拌混合：固化材液の吐出を停止して，攪
拌軸を逆回転しながら引上げ攪拌混合する。
⑤掘進・攪拌混合：所要添加量の残りの固化材液を吐
出しながら掘進・攪拌混合する。（2回目）
⑥引上げ・攪拌混合：攪拌軸を逆回転しながら引上げ
攪拌混合する。（2回目）

⑦築造完了：掘削攪拌装置を地上に引上げて，コラム
の築造を完了する。

（2）掘削攪拌装置
テノコラム工法の掘削攪拌装置は，混合不良の原因
となる土の共回り現象を防止するための「共回り防止
翼」を装着した掘削攪拌装置を用いる。
大口径のテノコラム工法では，吐出口を掘削軸部（内
側）と掘削翼部（外側）の 2箇所に設けた「2吐出口
タイプ掘削攪拌装置」を使用することにより，大口径
のコラムにおいても全断面に均一に固化材液を供給す

ることを可能としている（写真─ 1）。
2吐出口タイプ掘削攪拌装置の掘削翼部吐出口の位
置は，各吐出口から同量の固化材液を吐出するものと
して，内側面積A1 と外側面積A2 が同面積となるよ
う設定している（図─ 3）。

3．施工管理システム

所要の品質を確保するためには，固化材液の吐出量
を適切に管理できること，かつ地盤と固化材液を十分に
攪拌混合すること，またコラム先端部が所定の支持力が
発揮できる地盤に支持（着底）させたことを確認するこ
とが重要である。以下の①～③に施工管理項目を示す。
①固化材添加量：配合計画通りの固化材量が地盤に添
加されているか。
②攪拌混合回数：地盤と固化材液が十分攪拌混合され
ているか。
③仕事量による所定地層への着底管理：所定の支持力
を発揮できる地盤に支持されているか。
テノコラム工法では，自動で逐次計測を行うリアル
タイム施工管理装置からなる施工管理システムを構築
しており，オペレータは常に施工状況をリアルタイム
でモニタリングしながら施工することができる。施工
管理フローを図─ 4に示す。

（1）固化材添加量管理方法
固化材添加量はコラムの強度品質に影響を与える重
要な要因であるとともにコストにも直結する項目である。
固化材添加量は，流量計により測定された固化材液
の吐出量と，深度速度検出器より得られた掘削攪拌装
置の昇降速度，および改良径，水・固化材比などをリ
アルタイムで演算処理することにより管理される。施
工中になんらかの原因で固化材液の吐出量が必要量を写真─ 1　掘削攪拌翼と固化材液吐出状況

図─ 3　吐出口位置の設定
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下回ると，所定の管理区間毎に施工管理装置から警報
が発せられる。その場合は即時に固化材添加量が計画
値を満足するよう修正施工を行う。
なお，リアルタイム施工管理装置は固化材添加量が
常に計画値を満足するように，固化材液の吐出量を自
動制御する機能を有している。

（2）攪拌混合回数管理方法
攪拌混合回数は固化材添加量と同様にコラムの品質
に及ぼす影響が大きく，重要な管理項目である。
攪拌混合回数は，掘削軸の回転数，掘削攪拌装置の

昇降速度，掘削・攪拌翼枚数などから，所定の管理区
間ごとにリアルタイムで算出される。テノコラム工法で
は，攪拌混合回数とコラムの品質（強度バラツキ）との
間には，攪拌混合回数を増すと強度バラツキが小さくな
るという関係があり，土質毎にテノコラム工法独自の管
理基準値を設定している。図─ 5に粘性土の例を示す。

（3）着底管理方法
鉛直支持力を期待するテノコラム工法の場合，コラ
ム下方の地盤が所定の支持力を発揮する地層であるこ
とが必須であり，コラムをその地層に確実に支持させ
ることが重要な管理項目となる。
着底管理では，掘進速度，オーガモータの電流値等

を演算処理して掘進攪拌抵抗値（仕事量）を求め，所
定の支持層に到達したことの確認を行う。予め土質調査
をしたボーリング地点近傍にて試験施工あるいは先行コ
ラムの施工を行い，土質柱状図と仕事量の相関を調べ，
着底時の管理基準値を設定しておくことが肝要である。

4．大口径のテノコラム工法の施工事例

大口径のテノコラム工法では2吐出口タイプ掘削攪拌
装置を用いることから，その施工管理においても掘削軸
部吐出口と掘削翼部吐出口それぞれの吐出口から固化
材液が均一かつ所定量注入されていることを管理する
必要がある。このため，施工管理モニタ上で固化材添加
量を吐出口毎に管理できるリアルタイム施工管理装置と
した。以下に大口径のテノコラム工法の施工事例を示す。

（1）施工概要
2 吐出口タイプ掘削攪拌装置を使った大口径のテノ
コラム工法の施工概要を表─ 1に，土質柱状図と改
良範囲を図─ 6に示す。

施工開始

掘
進
工
程

引
上
工
程

NG
固化材添加量 ＜ 基準値
当該深度区間の修正施工

NG
攪拌混合回数 ＜ 基準値
当該深度区間の修正施工

OK
固化材添加量≧基準値

OK
攪拌混合回数≧基準値

最終深度区間終了

仕事量≧基準値
引上工程へ

仕事量＜基準値
次の深度区間へ

次の深度区間へ

演算処理
・固化材添加量
・仕事量

演算処理
・攪拌混合回数

固化材添加量
の確認

支持層の
確認

攪拌混合回数
の確認

施工終了

図─ 4　施工管理フロー

図─ 5　粘性土の攪拌混合回数と強度バラツキ

場所 東京都八王子市
土質 粘土質細砂，砂質粘土，礫混り粘土

施工数量
φ 1,800（2 吐出口タイプ掘削攪拌装置）

改良長 10.5 m，空掘長 1.4 m

表─ 1　施工概要

図─ 6　土質柱状図と改良範囲
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（2）管理項目と管理基準値
本事例におけるリアルタイム施工管理装置による管
理項目と管理基準値を表─ 2に示す。

（3）施工管理モニタ
施工中の施工管理モニタの例を図─ 7に示す。オ
ペレータは特に，掘進攪拌抵抗値より演算処理される
仕事量，攪拌混合回数および固化材添加量についてビ
ジュアル的に管理・判断が容易にできるモニタとなっ
ている。

（4）2吐出口タイプ掘削攪拌装置への対応
従来の 1吐出口タイプ掘削攪拌装置では，掘削軸部
1箇所の吐出口より吐出した固化材液量から前述の演
算処理に基づき固化材添加量を算出し，必要固化材量
と対比して管理している。
2吐出口タイプ掘削攪拌装置では，掘削軸部と掘削
翼部の 2箇所の吐出口より添加される固化材添加量を
管理するため，固化材液注入量を吐出口毎に測定し管
理する。
図─ 7に示す管理装置モニタでは，設計固化材添
加量 250 kg/m3 以上を満足するよう，各吐出口より

添加される固化材添加量をそれぞれ 125 kg/m3 とし
て設定している。各吐出口から添加される固化材量の
概念図を図─ 8に示す。
以上の施工管理システムにより，2吐出口タイプ掘
削攪拌装置を使用した場合の施工管理においても，固
化材添加量並びに所要の管理項目を適切に管理するこ
とができる。

5．おわりに

施工中に記録・保存された施工データは，後日施工
記録帳票として出力される他，詳細な施工状況の分析
等にも活用される。このようなデータを蓄積してきた
テノコラム工法はユーザーからの信頼を得て，今日ま
でに 2万 5千件を超える施工実績がある。
今後もより良い施工管理手法・施工管理装置の改良・
開発を進め，テノコラム工法をより高品質かつ経済的
な地盤改良工法へと発展させるよう努めていきたい。

 

《参考文献》
 1）  ㈶先端建設技術センター：テノコラム工法先端建設技術・技術審査証
明報告書，2008.10.

 2）  ㈶日本建築センター：改訂版建築物のための改良地盤の設計及び品
質管理指針─セメント系固化材を用いた深層・浅層混合処理工法─ , 
pp229 ～ 237,2002.

 3）  村山篤史：大口径機械式攪拌工法―テノコラム工法 , 基礎工 vol.37 
No.5,pp.44 ～ 46.2009.

管理項目 管理基準値

①固化材添加量
250 kg/m3 以上
内側：125 kg/m3

外側：125 kg/m3

②攪拌混合回数
粘性土：450 回 /m
砂質土：350 回 /m

③着底管理値 6000 kJ/m

〔　　　　　　　　〕

表─ 2　管理項目と管理基準値

図─ 7　施工管理モニタ例

図─ 8　固化材添加量の概念図

［筆者紹介］
藤橋　俊則（ふじはし　としのり）
㈱テノックス
技術・開発部
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特集＞＞＞　地盤改良

吉野川下流域における農地防災用水路の整備事業と
空気連行型翼式超高圧噴射工法の適用事例

上　岡　雅　司・齋　藤　邦　夫・鈴　木　孝　一・西　尾　　　経・森　　　邦　広

国営吉野川下流域農地防災事業は，塩害や生活排水などの影響で営農に制約が出ている農地に清浄な水
を安定的に供給し，生産性の向上と営農の安定を図るものである。本事業では，兼用してきた用水と排水
を分離するため，給水路等を地中に埋設する工事が進められている。水路整備地域において，特に軟弱な
地盤で開削等を行う場合には，掘削に伴う盤膨れ防止あるいは土留矢板の変形防止等を目的として，空気
連行型翼式超高圧噴射攪拌工法を適用した。その結果，止水性ならびに水密性に優れ，排泥量が少なく，
経済性に富んだ大口径の改良体の造成を設計に合致して施工することができた。
キーワード：地盤改良，高圧噴射攪拌工法，農業用水，底盤改良，密着施工

1．はじめに

徳島県北部に位置する吉野川下流域では，急速な都
市化に伴う生活環境の変化に伴い，既存の用水路に生
活用水が流入して農業用水の水質が悪化している。吉
野川下流域農地防災事業は，こうした状況を改善する
ため，吉野川本川の清浄な水を安定的に供給する水路
整備が計画され，給水路等の設備を地中に設置する工
事が進められている。
地盤が軟弱な場合，掘削を伴う工事では，先行地中
梁や盤膨れ防止を目的として底盤改良が実施される。
また，地下水位が高い場合には止水性が課題となり，
土留め壁と地盤改良土との水密性が重要となる。これ
らに対し，高圧噴射攪拌系の地盤改良工法が適用され
る場合も多く，高い施工性と経済性が求められている。
ここでは，本事業計画と地盤改良に適用した空気連
行型翼式超高圧噴射系工法による施工事例について報
告する。

2．事業概要

（1）吉野川下流域農地防災事業の背景
吉野川下流の左岸地域（旧吉野川流域）は，明治時
代に吉野川の流況が変わって以来，川の水位が低下す
ると海水が遡上し，地下水までもが塩水化する大規模
な塩害を受けてきた。このため，大正時代には，吉野
川本流から旧吉野川へと流れ込む水量が調節されるよ
うになった。1935 ～ 1954 年には 今切川，旧吉野川

に海水の遡上を止める樋門が造られ，さらに 1975 年
には，これらに代わる河口堰がそれぞれ完成した。し
かし，各堰は完成から，既に 30 年以上が経過している。
また本地域では，吉野川，旧吉野川，今切川から水
路を引き，営農が盛んであるが，長年の間に農業用の
水路は，家庭から流入する排水路にもなってきた。
特に近年，都市化や宅地化の進展が著しく，排水が
増加し農業用水の水質悪化が顕在化している。

（2）事業計画
国営吉野川下流域農地防災事業は，塩害や生活排水
の流入などで農業用水の水質が悪化した吉野川下流の
左岸地域の農地に，吉野川本川の清浄な水を安定的に
供給し，農業の生産性の向上と経営の安定を図ること
を目的としている。
本事業では，今まで兼用してきた用水と排水を分離
し，生活排水などの混入を防止する。また，海水の遡
上などで安定して水を確保することが難しい状況にあ
るため，吉野川に設置されている各堰に新たな取水口
を設置し，そこから，現在ポンプを利用している地域
まで水を引く北部幹線水路および南部幹線水路など
も新設する計画である。図─ 1は用水路の現況と整
備後の水路構造を模式的に示している。写真─ 1は，
用排水を兼用した水路の現況である。

（3）事業の効果
本事業によって用水と排水を分離した水路が整備さ
れることで，地区内では下流部に至るまで吉野川の清
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浄な水を利用した営農が可能となり，基幹作物である
水稲やれんこんなどの作物の収量増加や品質向上が見
込まれる。また，地盤の沈下によって農地の水はけが
悪く，作物が育ちにくい状況が発生していたが，用排
水分離で排水性も良好となる。また，塩分濃度が高い
地下水の上昇に悩まされてきた地域では，一部の既設
樋門と幹線水路によって除塩用水が安定的に確保され
るため，塩害が防止され，かんしょや大根などの収量
の増加が見込まれる。表─ 1は水質改善および塩害
防止による耕作物の事業効果の生産性向上予測を示し
たものであるが，10 a 当りの収穫 kgは 6 ～ 15％の単
収増加が期待される 1）。

3． 農地防災事業に伴う農業用水路築造工事
の概要

（1）事業概要
本事業は，塩害や急速な都市化に伴う生活環境など
の影響で農業用水の水質が悪化し，営農に制約が出て
いる吉野川下流左岸地域の農地に，吉野川本川の清浄

な水を安定的に供給するものである。現在の用水路は，
用排水兼用の開水路が多く，隣接の吉野川北岸地区に
比べ，パイプライン化が遅れている。
当該水路整備では，給水路としてボックスカルバー
トを地中に設置するための立坑や既存水路部を開削す
る工事が必要となり，掘削に伴って山留め壁の安定化
が必須の条件となる。このため，地盤が軟弱な場合，
先行地中梁や盤膨れ防止を目的として地盤改良が実施
される。また，地下水位が高い場合は止水が課題とな
り，土留め壁と地盤改良土の水密性も重要となる。

（2）地盤改良工法の計画と選定
従来，用水路形式のボックスカルバートの設置は，
余裕幅を確保した開削方法によって行われていた。し
かし，最近では用地買収面積の縮小を考慮し，余裕幅
を確保しないゼロスペースによる開削方法が行われて
いる。
当該施工地区では，埋設を計画しているボックスカ
ルバート下に軟弱な粘性土，ゆるい砂層が分布してい
る。鋼矢板による土留め壁と砕石置換＋地盤改良工が
計画されたが，開削施工時にはヒービング，盤膨れ等
の発生が懸念され，設置時のドライ施工が困難なこと
も予想された。
地盤改良工法の選定にあたり，止水性，鋼矢板との
水密性および設計上不可欠な確実性の高い改良強度
等が求められ，信頼性の高い高圧噴射撹拌系（JG系）
工法が検討された。表─ 2は，各工法を比較検討し
た結果である。このうち，二重管方式による空気連行
型翼式超高圧噴射工法（以下，NJP工法と略記する）は，
排泥量を従来 JG 系工法の 1/3 以下に抑制でき，環境
負荷が少ない。また，工期も約 1/3 に短縮でき，経済
性に優れる等の諸理由から選定された 2）。

図─ 1　事業計画

写真─ 1　用排水兼用開水路の現況

表─ 1　事業効果による生産性向上予測

耕作物
現況単収
（kg/10a）

計画単収
（kg/10a）

単収増加

水質改善
生産性見込

水稲 469 497 106.0%
れんこん 1,588 1,826 115.0%

塩害防止
生産性見込

だいこん 7,054 8,112 115.0%
かんしょ 2,037 2,343 115.0%

表─ 2　地盤改良工法の選定比較

改良方式
空気連行型

二重管攪拌翼式
二重管式 三重管式

改良原理図

地盤条件 粘性土 30 ＜ Su ≦ 50 kN/m2　砂地盤 10 ＜ N≦ 20
有効造成径 φ 1.8 m φ 1.4 m φ 1.8 m
造成時間 8分 /m 20 分 /m 20 分 /m
排泥量比率 1 3 3.5
工期比率 1 2.5 4
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4．NJP工法による農業用水路築造施工事例

（1）施工概要
本工事は，農業用水路の築造に伴う一環として，立
坑および開削土留工の先行地中梁および盤ぶくれ防止
を目的とした地盤改良工事の事例を以下に示す。

（2）NJP工法の概要
（a）NJP 工法の改良原理と特徴
NJP 工法は二重管式高圧噴射攪拌工法に分類され，
1MPa の圧力で圧縮した空気と 40 MPa の超高圧を作
用させた固化材スラリーを水平回転するモニタに誘導
して噴射攪拌させる工法である。すなわち，NJP モ
ニタ先端から超高圧で吐出させた固化材スラリーの外
縁を，空気噴流が包み込み，あたかも空中噴射に近い
状態を再現してスラリーの圧力減衰を軽減し，切削能
力を最大化させる工法である。同時に圧力の減じた空
気は，モニタで先行して貫入攪拌した原土を効率高く
孔外に排出するため，改良時に生じる地盤変位を極力
抑制することが可能となる。写真─ 2は，造成され
た改良体とNJP モニタからの噴射状況を示す。図─
2は，NJP 工法の改良原理の模式図である。

固化材スラリーに空気を連行する効果とNJP モニ
タによる誘導効果により，施工能率は大きく改善され，
短時間に直径φ 1.6 ～ 2.2 m の大口径改良体の造成が
可能である。
（b）有効改良径および改良仕様
NJP 工法を適用する場合の土質条件と標準改良径
の関係を表─ 3に示す。有効改良径は，N値あるい
は非排水せん断強度，改良時間に依存するが，最大で
直径 2.2 mの柱状改良が可能である。

本工法では，NJP モニタ翼先端から圧力 p ＝
40 MPa，流量 q＝ 100ℓ/ 分で固化材スラリーを噴射
させ，その外周部を pa ＝ 1 MPa，qa ＝ 3 ～ 4 Nm3/
分の圧縮空気を噴出させて包み込む。このため，吐出
させたスラリーの切削機能を最大限生かすことがで
き，同時に当初の役目を終えた空気が土中を切削攪拌
した土砂とともに排出を促すことから，高効率の噴射
攪拌が実現される。この原理より単位m当り 6 ～ 8
分の時間で直径φ 1.6 ～ 2.2 m の改良体が造成できる。
（c）NJP 工法の低排泥施工
圧縮空気を併用する多重管工法において，施工に伴
う排泥量は，地盤中に噴射した固化材量に比例する。
NJP 工法の単位改良体積当りの固化材混入液量は概
ね 0.2 kℓ/m3 と少なく，表─ 4に示すように同種の
多重管方式の場合の 1/4 程度に過ぎない。
また，NJP モニタの貫入過程の削孔跡が，排泥孔

写真─ 2　NJP攪拌翼と造成改良体

図─ 2　NJP工法の改良原理

表─ 3　土質条件と有効改良径

改良時間 t（分 /m） 有効改良径D（m）
砂質土 N≦ 10 10 ＜ N≦ 20 20 ＜ N≦ 30
粘性土 Su ≦ 10 10 ＜ Su ≦ 30 30 ＜ Su ≦ 50

6 2.0 1.8 1.6
8 2.2 2.0 1.8

 ＊ NJP 攪拌翼径φ0.4 mの場合

表─ 4　各工法の混入液量比較

工法名

施工仕様 改良土 1m3

当り混入液量
（kℓ/m3）

改良径
D（m）

造成時間
t（分 /m）

吐出量
q（ℓ/分）

NJP
2.0 6

100
0.19

2.2 8 0.21

二重管方式
1.8 35

60
0.82

2.0 40 0.76
三重管
方式

A 2.0 16 250 1.27
B 2.8 30 150 0.73
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として機能するため，固化材スラリーの噴射量と排泥
量がバランスし，地盤に対する変位発生を抑制する。
その結果，近接施工現場に対しても適用性が高い。
（d）NJP 改良体の改良品質と設計基準強度
本工法の改良時間は，同類工法に較べ短時間に設
定されている。図─ 3は，改良時間とNJP 改良土コ
アの採取率および RQD値の関係を示している。改良
土コアの RQD 値は改良時間 t ＝ 6 分 /m でも 95 ～
100％，また，採取率は 100％を示しており，短時間
でも良質な改良体が得られている 3）。

本工法では，改良強度の安定した均質性，止水性効
果および既設構造物等との水密性等の確保の観点か
ら，各土質に応じた改良強度を設定している。表─ 5

にその設計基準強度を示す。改良厚さの設定では，山
留め壁による開削工事等においては，底盤部の改良厚
さは設計計算結果によるものの，最小改良厚さT＝
1.5 m としている。なお，固化材は専用固化材として
ケミコC201S を使用している。

（e）施工機械
本工法による施工には，比較的大型のボーリングマ
シンを用い，削孔効率を高めている。また，レール上
にNJP 工法専用スライドベースを搭載する施工シス
テムを装備し，スムーズな移動と高い施工精度の確保
に努めるとともに，専用吊り装置設備等の使用によっ
て機動性の高い施工を実現した。同類工法で使用され
るラフテレーンクレーン等のサブ重機は必要なく，狭
隘な作業領域でも同様に効率性と適応性は高い。写真
─ 3は専用スライドベースに搭載したNJP マシンの

施工機である。
改良造成に必要な改良深度，固化材スラリーの吐出
圧力・吐出量およびエアの吐出圧力，風量等の施工管
理データは，集中管理装置にて監視できるシステムを
採用している。

（3）各工事区の施工概要
本報告では，表─ 6に示す 3工事現場へのNJP 工
法の適用について改良目的に応じて区分して紹介す
る。

南部水路（その 1）工事では，直径φ 1,500 mmの
埋設管の推進を目的として，発進ならびに到達立坑の
築造が計画された。対象地盤は，発進立坑部がN＝ 5
～ 6，su ≒ 50 kN/m2 の砂混じりシルト層であり，到
達立坑部では底盤改良部分にN＝ 21 の砂層である。
NJP 設計改良仕様は改良径φ 1.8 m，設計強度 qud ＝
700 kN/m2，改良厚さは先行地中梁部ならびに底盤改
良で，それぞれT＝ 1.5 m，T＝ 2.1 ～ 2.3 m である。

図─ 3　改良土のRQD値とNJP改良時間の関係

写真─ 3　開削部のNJP施工状況

表─ 5　改良体の設計基準強度（使用固化材：ケミコC201S）

土質
一軸圧
縮強度
qud（kN/m2）

粘着力
C（kN/m2）

弾性係数
E50（kN/m2）

付着力
f（kN/m2）

曲げ引
張強度
σt（kN/m2）

砂質土 2,000 400 20 × 104

1/3 × C 2/3 × C粘性土 700 300  7 × 104

有機質土 200 100  2 × 104

表─ 6　各施工例の工事概要

工事名 南部水路
（その 1）

北部水路
（その 4）

北部水路
（その５）

施工域 発進立坑部 到達立坑部 水路開削部 水路開削部

工事目的 先行地中梁，底盤改良
盤ぶくれ防
止，支持力
増加

盤ぶくれ防
止，支持力
増加

貫入長（L） 10.58 m 11.21 m 平均8.73 m 平均10.52 m
改良長（Lc） 2.3 m＋1.5 m 2.1 m＋1.5 m 2.2 m 2.2 m
施工本数 30 本 35 本 249 本 459 本
改良径（φ） φ1.8 m φ1.8 m φ1.8 m
改良時間（t） 8 分 /m 8 分 /m 8 分 /m
設計強度
（qud）

地中梁部　700 kN/m2
700 kN/m2 700 kN/m2

底盤部　2,000 kN/m2
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北部水路各工事は，ボックスカルバートを埋設す
るため，それぞれ幅 4 m×延長距離 116 m ならびに
214 mに渡り，水路を開削により築造する計画である。
底盤改良位置とするGL－7.1 ～－9.4 m付近の土質は，
N＝6の砂まじりシルトである。NJP設計改良仕様は，
開削に伴う盤ぶくれ防止，支持力増加を目的とし，改
良径φ 1.8 m，改良厚さT＝ 2.2 m である。図─ 4に
北部水路各工事のNJP 改良体の配置および底盤改良
位置の例を示す。

（4）施工結果
北部水路各工事では，施工距離が 100 m 以上の遠
距離である。このため，仮設H鋼上を自走式スライ
ドベースにNJP 施工機を搭載したことで施工効率が
高まり，機動性を発揮することができた。写真─ 4は
北部水路（その 4）工区の施工状況である。
表─ 7はNJP 施工後の各工事の現場改良強度の結
果である。いずれも設計強度を満足している。
図─ 5は，一部改良杭を 0.3 ～ 0.5 m 高さ程度に余
長改良し，開削前に自主的にNJP マシンによって改
良径をロッド探査により測定した結果である。各工事
とも設計改良径φ 1.8 m 以上であることを確認した。

写真─ 4　北部水路（その 4）工事NJP施工状況

表─ 7　各工事の改良強度結果

工事名 施工部 位置
試験
NO.

現場改良強度
quf（kN/m2） 平均

南部水路
（その 1）

発進
部

地中梁部 A
1 850

995
2 1,140

底盤部 B
1 3,210

3,395
2 3,580

到達
部

地中梁部 C
1 1,240

1,118
2 996

底盤部 D
1 4,760

5,135
2 5,510

北部水路
（その 4）

底盤部

A
1 1,240

1,390
2 1,540

B
1 2,930

3,020
2 3,110

C
1 2,560

1,950
2 1,340

北部水路
（その 5）

底盤部

A
1 4,290

4,255
2 4,220

B
1 1,770

3,600
2 5,430

C
1 4,120

4,765
2 5,410

図─ 5　各工事事例の設計有効改良径と改良径確認結果

写真─ 5　水路部開削によるNJP改良確認状況

図─ 4　開削工事に伴う底盤部改良
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写真─ 5は開削した水路部の床付部のNJP 改良体の
掘削状況である。開削作業では止水効果も高くドライ
施工ができた。

5．まとめ

本事業は，塩害や急速な都市化に伴う生活環境など
の影響で農業用水の水質が悪化したことにより，営農
に制約が出ている吉野川下流の左岸地域の農地に吉野
川本川の清浄な水を安定的に供給するものである。軟
弱な地盤地域における水路整備では，空気連行型翼式
の高圧射攪拌工法であるNJP 工法は，施工時間が短
く，高効率で経済性が期待できた。また，従来工法に
較べ排泥量の大幅な低減が図れた。NJP 施工による
事例として，環境に配慮された施工ができたこと，ま
た改良品質および経済性が高いことが確認された。
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特集＞＞＞　地盤改良

河川護岸の耐震強化対策と
高圧噴射複合攪拌工法の適用

嵯　峨　弘　喜・齋　藤　邦　夫・鈴　木　孝　一・西　尾　　　経

首都圏をはじめ各地で地震に強い川づくりを目指し，堤防の耐震性向上が図られている。東京都東部を
流れる荒川と中川の中間に位置する中堤護岸では，老朽化や地盤沈下に対応した改修工事が実施され，鋼
管矢板を用いた耐震強化が行われている。当該工事では，新設鋼管矢板の受働側である河川内から既設構
造体と改良地盤の一体化を図る方法として，機械攪拌と高圧噴射攪拌工法の複合技術による地盤改良工法
（NETIS 登録 No. KT-070064-A）が適用された。その結果，同工法は 1工種で新設鋼管矢板と改良体の密
着一体化に優れ，かつ鋼管矢板に対しても十分低変位施工が可能であることが確認された。
キーワード：地盤改良，深層混合処理工法，高圧噴射撹拌工法，河川護岸，耐震強化，低変位，密着施工

1．はじめに

人口や資産，社会経済活動の中枢機能などが集中す
る首都東京およびその周辺部は，洪水や地震などの自
然災害によって，壊滅的な被害が発生する恐れがある。
このため，堤防・護岸等の河川工作物の補強，耐震性
向上が緊急に求められている。また，災害が発生した
際でも，通船等の可能な河川域の確保や防災船着場の
確保の面からも重要な課題である。
河川護岸の高潮・洪水対策と耐震性強化を目的に，
東京都東部を流れる荒川と中川の中間に位置する中堤
護岸に於いて，新設鋼管矢板の河川内受働域側を固結
工法による地盤改良が実施された。
本報は，護岸の改修に採用した台船式大口径高圧
噴射攪拌工法（以下，WHJ 工法〔Waterfront Hybrid 
Jet Mixing Method〕と略記する）と同工法により鋼
管矢板と改良体を密着・一体化して護岸構造の耐震性
向上を図った施工事例について述べる。

2．事業計画の概要

荒川は，首都圏の埼玉県および東京都を流れ東京湾
に注ぐ一級河川である。その下流部の人口密度は，全
国の一級河川の中で最も高い数値を示し，人口や資産
が極度に密集している。また，下流域の大部分が東京
湾の平均潮位以下にあるため，自然災害等により破堤
すると，大災害を引き起こすことが懸念されている。
首都圏の河川では，地震に強い川づくりを目指し，

堤防の耐震性の向上が鋭意図られている。同時に，震
災後の河川管理施設の復旧資材や緊急物資輸送を行う
ための緊急用河川敷道路の整備も進められている。
中堤は，並行する荒川と中川の境界をなす延長約
7 kmの背割堤である。写真─ 1は弧を描く中堤を示
しており，直上は首都高速中央環状線として利用され
ている。同堤は，完成後約 20 年が経過し，現況の護
岸は老朽化と併せて地盤沈下による変形が進んでい
る。このため，鋼管矢板杭の設置による護岸整備とそ
の耐震補強強化，変形個所の補修などを行う改修工事
が計画された。ただし，その工事は，別途東京都が中
川左岸を護岸耐震補強するために江戸川競艇を一時休
止させる措置が取られ，これに合わせて実施された。
工事区間は，競艇場前後の延長約 1,500 mである。

3．地盤改良による耐震強化対策の概要

（1）地盤改良工法の選定
（a）従来工法の施工方法
護岸の耐震性強化は，護岸法先に矢板を打設し，そ

写真─ 1　荒川と中川間の中堤
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の受働土圧領域を地盤改良し，矢板と地盤改良体との
一体化を図る。これにより護岸の耐震性を構造的に強
化すると共に地震時の液状化を抑制する方法が一般に
行われている。
しかしながら，従来の地盤改良では，はじめに矢板
背面の受働域部を機械攪拌工法で先行改良し，次いで
機械攪拌翼では施工不能な矢板近傍の隙間部を高圧噴
射撹拌工法で間詰する施工法が採用されている。すな
わち矢板と改良体を一体化させるには，機械攪拌工法
と高圧噴射撹拌工法による 2段階の施工が必要とな
り，工期の短縮とコスト縮減が課題となっていた。
（b）機械攪拌と高圧噴射攪拌を用いたハイブリッ
ド型地盤改良工法の選定
前述の通り，護岸の耐震化は，機械攪拌と護岸際の
間詰め補助工として高圧噴射攪拌の 2工法での施工と
なる場合が多い。一方では，地盤改良においても施工
効率の向上と経済性を高めることが常に求められる。
このような背景から，大規模施工に優れた機械攪拌工
法と，構造体との密着施工が可能な高圧噴射攪拌工法
の両者の特徴を有効的に活用した複合技術による地盤
改良工法であるWHJ 工法の適用が検討された。
図─ 1は，既設護岸に対して従来施工法と本工法
を用いた場合を比較した計画例である。同図（a）は
従来施工法による場合であり，地盤改良は鋼管矢板背
面で機械攪拌工法と高圧噴射攪拌工法の 2工程となっ
ている。
一方，図─ 1（b）に示すWHJ 工法は，機械攪拌
と外周改良域を超高圧噴射で撹拌 ･混合するハイブ
リッド工法であり，大断面改良でしかも護岸構造体と
の密着施工と改良体相互のラップ施工を 1工程で実現
できる。そのため，大幅な作業性の効率化と経済性の
向上が図れる 1）。

（2）WHJ工法の改良メカニズムと特徴
図─ 2はWHJ 工法の改良メカニズムを模式的に表
している。二軸式で機械攪拌翼先端部の噴射ノズルか

ら固化材スラリーを p＝ 40 MPa もの超高圧大容量の
ジェット噴流にして吐出する。このジェット噴流によ
り地盤は瞬時に切削され，同時に対象土は固化材と強
制混合攪拌され，直径φ 1.6 ～ 2.3 m の大口径改良体
が造成できる。しかも，機械攪拌翼外側の外周部は，
超高圧ジェット噴流による混合撹拌であることから，
護岸矢板と密着性が高く一体化することや，改良体相
互のラップ施工等も容易である。すなわち，WHJ 工
法は，間詰補助工の必要性が無く単一工種施工となり，
工期の短縮と施工コストの縮減を図ることができる。
また，WHJ 工法は，水上から施工できる台船方式の
深層混合処理工法であり，施工に十分な足場が確保で
きない河川域あるいは河口に面した海域等においても
施工が可能である。写真─ 2はWHJ 工法の施工機械
の全景である｡ 当該現場のように高速道路の橋梁ピア
と近接した施工現場でも，攪拌軸に排土スクリュロッ
ドを装備することで，固化材スラリーの噴射量に見合
う原土量を排土し，地盤変位を抑制できる。また，変
位の動態観測と併せて排土量を調整ができる正回転・
逆回転混合制御機能があるため，施工時に発生する地
盤変位の抑制制御が可能である 2）。

図─ 1　WHJ施工による既設護岸の密着施工例

図─ 2　WHJ工法の改良メカニズム概要図

写真─ 2　WHJ工法と護岸施工状況
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（3）WHJ工法の施工仕様
（a）適用土質とWHJ 改良径の設定
表─ 1にWHJ 工法による標準改良径を示す。超高
圧噴射攪拌を基本原理とするため，設定改良径は対
象土の粘着力，N値により異なる。改良径はφ 1.6 ～
φ 2.3 m × 2 軸，改良断面積 A＝ 4 ～ 8 m2 である。
従来の二軸式機械攪拌工法のφ 1.0 m × 2 軸式の場
合の改良断面積A＝ 1.5 m2 に較べ，3～ 5 倍となる。
また，攪拌軸間の幅も B＝ 1.4 ～ 2.0 m に変更できる
ため，適用条件に応じて様々な改良仕様の選択が可能
である。対象土の適用範囲は標準的には粘性土は Su
≦ 70 kN/m2，砂質土ではN≦ 20 としている。

（b）施工管理システム
本工法の攪拌混合は超高圧噴流体による対象地盤の
切削破壊・混合攪拌が主体である。施工時には，固化
材スラリーの吐出圧力，吐出量，改良時間および回転
数等を計測管理できる集中管理制御システムである。
また，改良深度管理では潮位差も補正可能である。
（c）機械構成
WHJ 工法は，台船上に改良施工機本体の三点支持
式杭打機を搭載した方式であり，水上施工が可能なこ
とも特徴の一つである。図─ 3はその標準的な搭載
方法である。台船上には，WHJ 施工機本体，スラリー
プラントを搭載している。使用する台船は，塔載する
施工機種，塔載質量，施工域により選定されるが，通
常では 700 t 級台船を用いる場合が多い。

台船の設備には，WHJ 本体のほかに台船移動のた
めのウインチ設備，施工位置の固定のためのスパッ
ドが装備される。また，施工杭の位置設定のために，
GPS またはトータルステーションを用いる。写真─ 3

は，WHJ 施工機の台船上の搭載例である。
（d）施工時の環境影響軽減
鋼管矢板等の既設護岸前面側から地盤改良施工を行
う場合には，改良体と既設護岸との密着施工による
一体化が求められる。しかし，構造体に近接した施
工によっては，地盤変位を及ぼす場合も考えられる。
WHJ 工法では，回転軸に排土用のスクリュロッドを
装着しており，回転軸を正回転と逆回転の比率を組み
合わせることで，排土量が調節でき，施工時の地盤変
位を抑制することが可能である。図─ 4はWHJ 施工
時の正回転と逆回転による排土制御模式図である。機
械攪拌工法では，改良時の回転方向を一方向に決めて
いるのに対し，WHJ 工法では，変位制御のために軸
回転を切替えることで，WHJ 攪拌翼先端装置部の超
高圧ジェット噴流の方向も同時に切り替わる。改良品
質は回転方向に無関係であるから，施工能率を制限
することなく，通常施工のままで行うことができる。
排出土率は，混入固化材液量に対し，標準的には約
100％である。また，排出土は原土のみで固化材の混
入がなく，水質の汚染等は生じない。WHJ 工法は単
相式高圧噴射攪拌方式であり，エアを併用しないため，

表─ 1　適用土質と改良径の設定

対象土質 改良径D（m）
改良断面積
A（m2）

砂
N≦ 10 2.1m × 2 軸 6.81

10 ≦ N≦ 20 1.9m × 2 軸 5.56

粘性土

Su ≦ 30 kN/m2 2.3m × 2 軸 8.08
30 ＜ Su ≦ 40 kN/m2 2.1m × 2 軸 6.81
40 ＜ Su ≦ 50 kN/m2 1.9m × 2 軸 5.56
50 ＜ Su ≦ 70 kN/m2 1.6m × 2 軸 3.92

＊WHJ 攪拌翼径φ 01.0 m の場合

図─ 3　WHJ施工機の台船搭載例

写真─ 3　台船上に搭載したWHJ施工機械全景

図─ 4　正回転と逆回転による排土制御模式図
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排出土は水中内で拡散することなく，施工が可能であ
る。

4．WHJ工法による護岸耐震補強工事施工事例

（1）工事概要
東京都東部に位置する荒川と中川の中間の中堤は，
河口から延長約 7 kmにわたる背割堤形式による護岸
である。中堤は完成後約 20 年が経過し，老朽化や地
盤沈下による変形が進んでいる。
本工事は，東京都が中川左岸の護岸耐震補強を実施
するために江戸川競艇を一時休止させることから，対
岸の中堤でも同様に改修を進めるものである。工事区
間は，競艇場の前後の延長約 1,500 m を整備対象とす
る。
中堤における護岸の整備は，鋼管矢板杭の打設によ
る補強，変形個所の補修などを行うものである。地盤
改良施工において，中堤内の地盤改良域は，陸上部側
からの地盤改良施工に十分な足場が確保できないた
め，水上から台船施工が可能なWHJ 工法を選定した。

（2）地盤概要
図─ 5は土質柱状図とWHJ 工法の地盤改良断面図
である。河口から測点 4 km付近の対象土質は，現況
河床からAP－8 m付近までは N＝ 2 ～ 14 の非常に
緩いシルト質細砂で構成されている。また，AP－8 m
以深では，含水比w＝ 44 ～ 51％，砂分含有量 50 ～
60％の砂質シルトで，粘着力 Su ＝ 28 ～ 64 kN/m2 で
ある。

（3）地盤改良計画
図─ 6はWHJ改良体の配置図である。本工事では，
河川内に新たに打設された鋼管矢板の前面部に 3列の
WHJ 改良体を配置した。改良径の形状はφ1.9 m × 2
軸とした。改良形式は，改良長の異なる 2つの仕様の
改良体を交互に配置した。改良上部のAP－4.0 ～－
8.3 m は受働抵抗向上を目的に改良長ℓ1 ＝ 4.3 m，改
良率 ap ＝ 89％である。また，AP－4.3 ～－14.5 m は
堤体の安定確保の目的から改良長ℓ2 ＝ 10.5 m，改良
率 ap ＝ 47％の杭式改良とした。改良体配置は，改良
体相互および鋼管矢板と改良体との密着一体化が図れ
る配置とした。

（4）施工概要
（a）施工仕様
表─ 2は本工事の施工延長 390 mのWHJ 施工にお
ける施工数量である。また，表─ 3はWHJ 施工の施
工仕様である。設計強度は qu ＝ 1,000 kN/m2 とした。
この場合の固化材混入量は，aw ＝ 166 kg/m3 で，改

図─ 5　土質柱状図とWHJ改良位置

図─ 6　WHJ改良体の配置図

表─ 2　WHJ施工数量

区分 貫入長 改良長 空打ち長 本数
1 6.0m 4.3m 1.7m 144 本
2 12.4m 10.5m 1.7m 201 本

表─ 3　WHJ施工仕様

項目 施行仕様
改良径 φ 1.9 m（軸間 1.7 m）

改良断面積 A=5.56 m2

改良時間 ４分／m
使用固化材 ケミコC-201
水・固化材比 W/C=1.0
材料混入量 aw=166 kg/m3

設計強度 qu=1,000 kN/m2
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良時間は t ＝ 4 分／mとした。設定改良径は，対象
土質のN値および粘着力から判断し改良径φ 1.9 m，
軸間幅 1.7 m で改良断面積はA＝ 5.56 m2 の連珠形状
である。鋼管矢板とWHJ 攪拌翼先端部との距離は，
25 cmの離隔距離である。このときの鋼管矢板と超高
圧ジェット噴流域との密着幅は，10 cmである。
（b）施工方法
図─ 7にWHJ 工法の施工手順図を示す。WHJ 処
理機を搭載した台船を施工位置に移動する。トータル
ステーションにより施工杭の位置を計測し，台船を固
定する。WHJ 撹拌装置と施工管理システムを作動さ
せ，所定深度まで貫入する。WHJ 超高圧ポンプを所
定の圧力，吐出量に設定した後，定速回転で引抜き改
良する。なお，改良時に新設護岸および近接構造物の

変位が懸念されたため，WHJ 撹拌装置の軸回転を正
回転，逆回転の組合せ制御により，排土量をコントロー
ルし，変位を管理値内に抑制した。写真─ 4はWHJ
工法の施工状況である。また，写真─ 5は既設鋼管
矢板へのWHJ 改良体の密着施工による一体化を図る
ための位置セット状況である。

（5）施工結果
（a）現場改良強さ
表─ 4はWHJ 改良後の現場改良強さ quf の結果
である。各改良杭の現場改良強度は，改良長ℓ2 ＝
10.5 m 仕様の上層，中層および下層とも平均 quf ≧
2,300 kN/m2 で，設計強度を満足している。また，現
場改良強度の変動係数は V＝ 13 ～ 21％と混合性能
が高いことが確認された。また，改良杭体相互のラッ
プ部の改良強度は，上，中，下層のいずれも quf ≧
2,300 kN/m2 であり，外周改良体とほぼ同等の強度で
あることが確認された。

（b）環境への影響
施工時の鋼管矢板への変位抑制の方法として，攪拌
翼回転を正回転から逆回転に切替える深度位置を改良
下端部から 3 m改良位置とした。それ以浅の改良層
は，逆回転にて行う方法が最も変位の少ない施工方法
であった。その結果，地盤改良後における鋼管矢板の
変位量はδ＜ 2 mmと小さく，変位制御した施工が可
能であった。また，水中施工時の水質汚濁等に与える
環境影響は認められなかった。

5．まとめ

本事業は，地震に強い川づくりを目指し，堤防の耐
震強化として，中堤の護岸の老朽化や地盤沈下に伴う
改修工事を実施し，護岸の耐震補強を地盤改良によっ
て行った一例である。地盤改良工法は，耐震強化を図
る上で，地盤強化の観点から必要な施工方法である。写真─ 5　鋼管矢板との密着施工状況

写真─ 4　中堤地区WHJ施工状況

図─ 7　施工手順図

表─ 4　WHJ改良体の現場改良強度結果
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また，既設構造体と地盤改良体との一体性を保つこと
は，護岸構造体としての耐震性の向上を図る上で重要
である。今後の耐震補強に向け，本適用事例を応用し，
さらに震災に強い川づくり等に貢献できるものと考え
る。
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特集＞＞＞　地盤改良

低排泥低変位噴射攪拌工法「OPTジェット工法」
─噴射攪拌工法の高速施工技術─

川　崎　廣　貴・飯　泉　　　勝・藤　井　誠　司・藤　澤　伸　行

土木構造物の老朽化対策や液状化防止による耐震性向上の観点から既設構造物の地盤強化対策が求めら
れている。一方，これらの対策工事では施設が稼動中で，土木構造物は供用中となっていることがほとん
どであり，設計・施工計画にあたっては既設構造物への安全性，および対策工法の高速施工と効率化が重
要である。このため，既存技術をブレイクスルーした技術として，新開発の噴射ヘッドと独自の噴射攪
拌理論を用いて，高速施工により低排泥と低変位を実現しつつ，かつ幅広い改良体径（φ 1.3 ～φ 3.5 m）
を効率的に造成できるようにし，経済性が優れるものとした低排泥低変位噴射撹拌工法「OPTジェット
工法」を開発し，実工事に展開している。
ここでは，初めに，OPTジェット工法の概要と特長を述べ，次に改良仕様について説明する。最後に，

適用事例として臨海部の液状化対策として実施した工事内容について報告する。
キーワード：地盤改良，地盤強化，耐震性向上，液状化対策，噴射攪拌工法，高速施工，低排泥，低変位

1．はじめに

地盤改良による対策技術で既存施設に施工変位など
の悪影響がないものとしては，図─ 1に示すような
固化原理を利用した固化改良工法，すなわち薬液注入
工法と攪拌混合工法に限られる。攪拌混合工法は，セ
メントなどの硬化材スラリなどを原位置の軟弱地盤に
吐出または噴射し，それを強制的に撹拌混合して地盤
中に強固な固化改良体を造成するものである。
固化改良工法における各工法コストは，現状では，
機械攪拌工法＜複合攪拌工法＜薬液注入工法＜噴射攪
拌工法の順になる。しかし，噴射攪拌工法は，薬液注
入工法が適用できない軟弱粘性土地盤やシルト地盤を
も強固に固化できるため，既設構造物の老朽化対策や
耐震性向上を目的とした構造物の強化・補強対策とし
ては，経済性を除けばもっとも好適なものである。噴
射攪拌工法をコスト面で，複合攪拌工法≒噴射攪拌工
法＜薬液注入工法とできれば，我が国の維持更新時代
を迎えた社会ニーズにもっとも適合できるものと考え
られる。
こうした観点から，筆者らは，新たに低排泥低変
位噴射撹拌工法「OPTジェット工法（OPTimize Jet 
Method）」を開発して，これを建設工事に適用してい
る。本工法は，新開発の噴射ヘッドと独自の噴射攪拌
理論を用いて，高速施工により低排泥と低変位を実現

したものである。
ここでは，噴射攪拌工法の高速施工技術を副題とし
て，最初にOPTジェットの概要と特長などを述べ，
次に改良仕様について説明する。最後に，適用事例と
して臨海部の砂質土主体の粘性土狭在地盤で実施した
液状化対策の工事内容について報告する。

2．OPTジェットの概要

（1）工法概念
噴射攪拌工法は，小口径のボーリングロッドを用い
て大きな地盤改良体が造成可能であるため，従来から
一般に狭隘な場所や既設構造物の地盤強化手段として
用いられている。しかし，従来工法は，改良体積当
りに占める硬化材噴射量が 50％以上と多量で，施工

図─ 1　固化改良工法の分類
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時間も掛かっていたため，排泥量も多いという課題が
あった。このため，従来工法は，地盤改良工法の中で
もっともコストが高価で，その適用方法や施工箇所が
限られるものであった。
OPTジェットは，図─ 2に示すように三重管構造
のロッドを使用して超高圧水・圧縮空気・超高圧硬化
材の流体を独立して噴射する点は従来工法と同様であ
るが，摩擦抵抗が極小の噴射ヘッドの採用でジェット
ロスが小さくなったため，地盤の切削力が 10％程度
向上した。さらに，独自の噴射攪拌理論と上段と下段
に噴射部を設ける工夫によって施工合理化の向上がよ
り図られたため，大口径改良の従来工法に比べてトー
タルで 30％程度の効率アップが図られている。

（2）特長
（a）コスト・工期の縮減
極小摩擦抵抗の噴射ヘッド，独自の噴射攪拌理論，
上段と下段の噴射部設置という 3つの新技術により，
噴射攪拌効率が向上して，高速施工ができる。このた
め，従来のエア水硬化材噴射工法（CJG工法）に比べて，
最大でコスト 40％，工期 60％の縮減が可能である。
（b）低排泥・低変位の実現
高速施工採用で改良径体積に対する水と硬化材スラ
リの総噴射量が 20 ～ 50％程度と少量になり低排泥化
に成功した。さらに，低噴射量の効果により周辺地盤
への変位影響が小さくなった。この低排泥・低変位と
いう点でより環境に優しい工法を実現している。
（c）幅広い改良径選択による合理化
本工法では，改良対象の地盤条件に対して 7パター
ンの施工仕様を設けたことにより，改良対象範囲に対
して合理的な改良体配置の組み合わせが可能となり，

設計をより経済性が高いものにできる。

3．工法理論

OPTジェットの設計改良径は，施工対象地盤の地
盤条件やジェット噴射力に依存する。本工法は，下段
ジェットの硬化材スラリの噴射エネルギーを主体とし
て，改良体を造成するものであるため，この設計改良
径φD は独自に開発した経験的な式（1）を用いて算
定できる。
φD＝ DL（Du，，S,ρ，P，Q，t，R，N，Qa） …………（1）
ここに，DL ：下段ジェットによる改良径切削関数
　　　Du ：上段ジェットによる増加係数
　　　S ：地盤強度と物理特性（N値，粘着力など）
　　　ρ ：噴射硬化材質量（g/cm3）
　　　P ：硬化材噴射圧力（MPa）
　　　Q ：硬化材噴射量（ℓ／分）
　　　t ：造成時間（引上げ時間）（分／m）
　　　R ：回転速度（rpm）
　　　N ：硬化材噴射孔数（個）
　　　Qa ：噴射圧縮空気量（Nm3 ／分）
同式による改良体の計算径φDと現場施工による実

施工径φCの関係を図─ 3に示すが，相関性が極めて
高いことが明らかであり，種々の地盤条件を考慮して，
様々な地盤改良径が設定可能であることが分かる。

4．改良仕様

OPT ジェットは，表─ 1に示すOPT─ 1 ～ OPT
─ 3の 3種類の施工タイプを設けている。
これに基づく，標準的な設計有効径φDを表─ 2に

示す。改良対象地盤において砂質土で最大 N値を，

図─ 2　OPTジェットの工法概念

図─ 3　改良体の実施工径と計算径
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粘性土で最大粘着力を使用して設計有効径を定める。
なお，この他に砂地盤のN値がN≦ 20 の液状化対策
用の施工仕様も工法マニュアルで設定しているが，こ
こでは割愛する。
OPTジェット改良体の設計強度および力学特性は，
基本設計においては表─ 3に示すものを目安として
設定する。詳細設計または施工前においては，室内配
合試験を行って一軸圧縮試験により所要強度となるこ
とを確認する。

5．排泥発生量比較

改良体造成時の排泥発生量は，式（2）に示すよう
に設計有効径から求められる改良体積Vi と総噴射量
（Vc ＋ Vw）の比で定義する注入率β，および改良対
象地盤の土量変化率 Lj の和に比例して大きくなる。
したがって，噴射攪拌工法では，この注入率を小さく
できるほど単位改良体積あたりの排泥量がより少なく

なるため，環境負荷が小さく，経済性に優れたものと
なる。
Vm＝ Vi ×χ  …………（2）
χ＝β /100 ＋ Lj － 1  …………（3）
β＝（Vc ＋ Vw）/Vi × 100  …………（4）
Lj ＝ VL/Vi  …………（5）
ここに，Vm ：排泥発生量（m3）
　　　　Vi ：設計有効径φ Dによる改良体積
　　　 　（＝πφD

2/4 × L× n，m3）
　　　　χ ：排泥率（単位改良体積当りの排泥量）
　　　　β ：注入率（％）
　　　　Vc ：硬化材噴射量（m3）
　　　　Vw ：水噴射量（m3）
　　　　Lj ：ジェット切削による土量変化率
 　　　　（砂質土：＝ 1.05，粘性土：＝ 1.15）
　　　　VL ：ジェット切削土量（ほぐした土量）
表─ 4には，OPTジェットと従来工法の注入率比

較を示す。同表より，OPT ジェットの注入率βは，
約 29 ～ 40％程度となり，従来工法に比べて総噴射量
に対する排泥発生量を約 30 ～ 70％低減することが可
能となっている。

6．適用事例

ここでは，OPTジェット工法を臨海部立地工場の
地震時液状化による側方流動抑止目的に適用した 2工
事例について報告する。

（1）工事例 1
2）

当該地の地盤条件は表─ 5に，改良体の工事諸元
は表─ 6に示す通りである。
本施工に当り，事前に試験施工を行った結果を表─

7に示す。施工の改良径確認は，写真─ 1に示すよう
に頭部掘出しによって実施した。同表から明らかなよ
うに，計画に対して十分な改良径と強度が確認された。

表─ 2　標準設計有効径φD（m）

表─ 1　施工改良体積と標準施工仕様

表─ 3　改良体強度の目安

表─ 4　OPTジェットと従来工法の注入率比較
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本施工における改良体配置を図─ 4に，施工状況を写
真─ 2に示す。強度確認結果は，4週強度の供試体平
均でqu≒1.5 MN/m2であり，変動係数はcv≒34％であっ
た。全試験体は十分に計画強度を上回るものであった。
なお，当該工事における注入率は約β＝ 24％，排泥
率は約χ＝ 30％であり，これから類推するとジェット
切削による土量変化率はLj＝ 1.06 であった。また，こ
れを従来工法で一般に用いられている噴射量に対する
排泥増加比を求めて見ると，約 25％程度となっていた。

（2）工事例 2

当該地の地盤条件は表─ 8に，改良体の工事諸元
は表─ 9に示す通りである。
本施工に当り，事前に試験施工を行った結果を表─

10に示す。同表から明らかなように，計画に対して
十分な改良径と強度が確認された。この結果を反映し

表─ 5　地盤条件 表─ 6　改良体の工事諸元

表─ 7　試験施工仕様と施工結果

表─ 8　地盤条件 表─ 9　改良体の工事諸元

表─ 10　試験施工仕様と施工結果

図─ 4　工事例 1の改良体配置

写真─１　改良径確認状況

写真─２　OPTジェット施工状況
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て液状化対策工の設計を見直し，本施工の施工仕様を
表─ 9のように改良径φD＝ 3.4 m が得られるように
設定した。
本施工における改良体配置を図─ 5に示す。強度確
認結果は，砂質土改良体の供試体平均で qu ≒ 1.1MN/
m2 であり，変動係数は cv ≒ 35％であった。全試験体
は十分に計画強度を上回るものであった。

（3）設計強度の考察
前述 2工事の施工結果から，改良体平均強度と単位
造成長当りの硬化材噴射量Qs の関係を図─ 6に示す
ように整理した。同図から明らかなように改良体強度 
は，砂質土・粘性土ともに硬化材噴射量と高い相関性
が見られる。なお，同図には平均変動係数 cv も示し
ているが，変動係数は硬化材噴射量との相関が見られ
ず，cv ＝ 20 ～ 35%の範囲にばらついた状態となった。
同図には，同時に強度のばらつきを考慮した信頼度
90%の設計強度曲線を示している。これから，表─ 3

に示した硬化材OP2 号の設計強度を満足できる硬化
材噴射量Qs は，砂質土・粘性土ともにQs ＝ 800 L/m
以上が必要であることが分かる。

（4）注入率の考察
前述 2工事の施工結果を基にした，注入率実績を表
─ 11に示す。硬化材注入率βc は，単位造成長当り
の硬化材噴射量Qs を改良体積で除したものである。

同表から明らかなように注入率は，砂質土でβc ＝ 10
～ 20%，強度の大きい粘性土ではβc ＝ 30%程度にな
ることが分かる。この結果から，OPT ジェットは，
表─ 4に示した従来工法に比べて合理的に改良体が
造成できることが明らかである。

（5）地盤変位影響の考察
工事例 2 では，改良体施工時に地中傾斜計により
OPT ジェット施工に伴う地盤変位影響を計測した。
計測位置は，改良体外径から離隔 0.5 mである。
改良体施工直後の地盤変位を図─ 7に示す。同図
から明らかなように，下部粘性土Ac1 層では外側に平
均 13 mm，それより上部の砂質土As1 層では内側に
平均 7 mm程度の水平変位が発生した。Ac1 層の変位

図─ 6　強度と噴射量

図─ 5　工事例 2の改良体配置
表─ 11　OPTジェットの注入率実績
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は，自立性が高くN値でいえば砂質土より軟い粘性
土が噴射圧力で外方に押し出されたものであると考え
る。As1 層の変位は，As1 層が Ac1 層より硬く外方変
位が小さかったものが，施工直後の改良体領域が硬化
材スラリ混合の泥土状態で，土水圧の水平圧力バラン
スが不均衡になっているため，この影響により，若干
の改良体側への内縮変位が生じたものと考える。

これらの結果から，OPTジェットによる地盤変位
影響は，離隔 0.5 m での近接状態においても，極めて
小さいものであることが明らかとなった。

7．おわりに

噴射攪拌工法や機械攪拌工法が世の中に誕生してか
ら約 40 年が経過し，この間，攪拌混合工法は建設需
要と共にさまざまに改良され，種々の工法が開発され
てきた。土木構造物の新規プロジェクトが減少する中
で，今後は構造物の維持更新に際し，補強対策が容易
で経済的な工法が求められるものと考える。

ここでは，新開発のOPTジェット工法の技術内容
と適用事例について報告し，本工法が従来工法と比較
して，高速施工性・低排泥性・経済性・低変位性にお
いて，優位であることを明らかにした。OPTジェッ
トの適用により，新設構造物や既設構造物を対象にし
た地盤強化がより合理的に実施できるものと考える。
今後とも，本工法をより発展させて経済的なものと
なるように，各種のデータを取得して，工法の客観的
な評価と検証を継続して行きたいと考える。

 

《参考文献》
 1）  OPTジェット研究会：低排泥低変位噴射攪拌工法「OPTジェット工法」
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 2）  川崎，飯泉，藤井，藤澤：噴射攪拌工法の高速施工技術─低排泥低
変位噴射攪拌工法「OPT ジェット工法」の開発と適用─，基礎工
Vol.37,No.5，2009 年 5 月
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図─ 7　施工後の地盤変位
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特集＞＞＞　地盤改良

間欠エアーとインナースクリューを併用した静的締固め工法の紹介
─ STEP工法─

森　　　利　弘　・　服　部　正　裕

サンドコンパクションパイル工法は，砂質土，粘性土のいずれにも適用できる経済性，施工性に優れ
た地盤改良工法であるが，大型のバイブロハンマーを用いるため市街地等での適用が難しい状況にあっ
た。この課題に対処するため開発した工法が間欠エアーとインナースクリューを併用した静的締固め工法
（STEP 工法：Screw Torsion-Environmental Compaction Pile Method）で，回転駆動するケーシングパ
イプ内に独立駆動するインナースクリューを装備，その先端側面から噴射する間欠エアーを併用して締固
め杭を造成することにより，低振動・低騒音化を図るとともに，レーザーレーダー距離計を用いた新型の
施工管理システムを導入した。本工法は，周辺環境に配慮が必要な現場を中心に延べ打設長約 2万mの
実績を有しており，ここでは機械装置や施工方法，施工実績から得た知見等について紹介するものである。 
キーワード：静的締固め，インナースクリュー，レーザーレーダー距離計

1．はじめに

地震時の液状化防止対策として，地盤の密度を増大
させるサンドコンパクションパイル工法（以下，SCP
工法と称す。）による地盤改良が多用されてきた。
しかし，近年，都市再開発や既設構造物の耐震補強
等，市街地や構造物近傍での液状化対策が増加してい
る中，大型のバイブロハンマーを用いて地盤密度の増
大を図る SCP 工法は，振動や騒音等の問題から適用
が難しい状況にあった。
そこで，捻りせん断による締め固め効果に着目して
開発，実用化に至った工法が間欠エアーとインナース
クリューを併用した静的締固め工法（以下，STEP工
法と称す。）であり，SCP 工法と同等の改良効果が得
られていることから，ここに紹介するものである。

2．工法概要と特徴

（1）工法概要
STEP 工法は，図─ 1のようにケーシングパイプ

（以下，CPと称す。）内に装備した独立駆動するイン
ナースクリューと先端から噴射する間欠エアーで，CP
内の材料を強制的に排出させつつ，インナースクリュー
の回転トルクを排出材料に付与することにより杭径
φ700 mmを標準とする締め固めされた砂等の杭を地盤
中に造成する超低振動，低騒音の地盤改良工法である。

一連の締固め杭は，図─ 2に示すように単位長さ
ごと（標準 1.0 m仕上げ）に段階的に造成（STEP施工）
され，砂質土地盤では原地盤の密度増大による液状化
の防止，粘性土地盤では複合地盤の形成によるせん断

図─ 2　施工要領図

図─ 1　締固め杭造成メカニズム
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抵抗や支持力の増大等が期待できる。
なお，本工法は，平成 20年 1月に㈶国土技術研究セ

ンターから技術審査証明　技審証第 22号を取得した。

（2）特徴
本工法の特徴を以下に示す。
（a）周辺環境の影響負荷を低減
CPの貫入，引き抜きおよび締固め杭の造成には回
転駆動装置を用い，また，材料排出補助用の間欠エ
アーは少量を地盤内で噴射するため，周辺環境への影
響が少ない。敷地境界から5 m程度の離間距離で騒音・
振動規制基準値を下回る。
（b）出来形管理精度の向上
レーザーレーダー距離計を用いた新型の施工管理シ
ステムの開発，導入により，CP内材料の挙動をリア
ルタイムに精度良くモニタリングできる。
（c）リサイクル材等多様な材料の使用が可能
管内材料はインナースクリューにより強制排出され
るため，砂や再生砕石（RC-40）など多用な材料を用
いることができる。

3．機械装置

本施工機は，CP内材料の排出と締め固めに独立駆
動するインナースクリューを装備していること，CP
内材料の排出補助として間欠エアー噴射装置を設けて
いること，レーザーレーダー距離計を用いた施工管理
システムを導入したことに特徴がある。写真─ 1に
STEP施工機の全景を示す。

（1）使用機械・機材
本施工機に用いる主な機械・機材の一覧を表─ 1に，
図─ 3には施工機の組立て姿図およびCP先端部の構
造図を示す。

（2）間欠エアー装置
間欠エアーは，コンプレッサーから送気された圧縮
空気を電磁式開閉弁で 1秒程度に1回，0.25 秒程度開
放することで生み出され，インナースクリューの軸内を
通って，その先端側面の噴射口から地盤中に噴射される。

（3）施工管理システム
図─ 4は，施工管理システム系統図である。

写真─ 1　STEP施工機全景

図─ 3　施工機の組立て姿図及びCP先端部構造図

図─ 4　施工管理システム系統図

表─ 1　使用機械・機材一覧表
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CP先端の軌跡は，CPの動きに同調するワイヤーの
出入り代をセルシン発振器で計測，電気信号に変換，ま
た管内材料の挙動は，レーザーレーダー距離計で 1秒
に1回程度計測したCP内材料天端までの距離データを
RC232Cで 0～ 20 mAの電流値に変換し，各データは
演算器を介して操作室に設置したNLMS型記録計（独
自の施工管理装置）によりリアルタイムで表示される。

4． 模型実験によるインナースクリューの締
固め効果

（1）模型実験装置の概要
模型実験装置の基本的な相似スケールは実施工機

に対して 1/5，スクリューピッチは 60 mmと 80 mm
（実施工機では 300 mm，400 mmに相当）を使用し
た。実施工機のインナースクリュートルクの定格値は，
51.5 kN・mであり，これを模型スケールに換算すると，
400 N・m（1/125 スケール）程度に相当する。写真─
2に模型実験装置および模型スクリューの写真を示す。

（2）実験方法
実験に用いた材料は，含水比が 5～ 8％の海砂（唐
津産，本島産）および山砂（木更津産）である。実
施工では CP を引き抜きつつ材料の排出と締め固め
を行い杭の造成を行うが，実験では底板に固定した
φ 140 mmのパイプ（実杭径φ 700 mm）を引き下げ
る方法で造成を行った。また，鉛直軸力と砂の排出速
度によってスクリューに生じるトルクが変化するた
め，その制御方法として底板に土圧計を設置し，鉛直
軸力と反力が同等になるよう下降速度をコンピュータ
管理した。

（3）実験結果
図─ 5は，トルク（Ts）と体積変化係数（n）の関
係を表したものである。プロット点にバラツキはある

ものの材料の違いやスクリューピッチの違いにかかわ
らず，右上がりの傾向が伺える。また，予備実験では，
鉛直軸力（σ）と発生トルク（Ts）にはσ＝ 25.3・Ts（相
関係数 r＝ 0.89）なる関係があることを確認している。
SCP 工法における砂の体積変化係数（n）は，1.3
～ 1.35 程度 1）とするのが一般的で，このことを踏ま
え図を参照すると，模型装置で n＞ 1.3 を満足するた
めのスクリュートルクはTs ＝ 300 N・m程度になる。
これを実施工機に置き換えると，鉛直軸力 200 kN 程
度，発生トルクは 37.5 kN・m程度となる。実施工
機は，鉛直軸力に相当する CP 等フロント装備重量
が 300 kN 程度，インナースクリューの定格トルクが
51.5 kN・mであり，締固め杭の造成に必要な機械能
力を十分有していることが分かった。

5．施工結果報告

（1）改良後の杭芯強度
（a）杭芯強度の発現傾向
図─ 6は，既往の SCP 工法における原地盤の細粒

分含有率（Fc）と基準化した杭芯N値（Np’）の関係
図 2）に本工法のデータを加筆したものである。なお，
杭芯N値は，既往文献 2）に従い（1）式で基準化した。

写真─ 2　実験装置および模型スクリュー

図─ 5　トルク（Ts）と体積変化係数（n）の関係

図─ 6　Fc と Np’の関係図 2）
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この図から本工法で造成した締固め杭の杭芯強度
は，SCP工法の杭芯強度と遜色ない。

　　　　（Np＇，Nb＇）＝  ………（1）式

（b）インナースクリューの締固め効果と杭芯強度
インナースクリューのトルク値と杭芯強度の関係を明

らかにするため，施工中のインナースクリュー用オーガ
モータの電流値を計測，電流値をトルクに換算し，杭芯
N値（NP）との関係を分析した。図─7がその結果である。

各材料のプロット点はそれぞれ傾きが異なるが，い
ずれも右上がりの傾向が伺える。また，この図から杭
芯 N値は定格トルク（50 kN・m）程度で概ね 15 以
上発現しており，インナースクリュー用オーガモータ
の電流値が締まり具合の 1つの目安となる。
しかし，トルクや杭芯N値は，地盤条件や使用材
料により発現傾向が異なり，さらに現時点ではデータ
数が少ないため，品質管理手法の一つとして確立する
ためには，今後，更なる実績の蓄積が必要である。

（2）砂質土地盤に対する改良効果
（a）杭間強度の発現傾向
図─ 8は，杭芯強度と同様，SCP工法における原地
盤Fc と基準化した改良後の杭間N値（Nb’）の関係図 2）

に本データを加筆したものである。なお，加筆に当たっ
て，本データも杭芯強度同様，（1）式で基準化した。
この図から本工法の杭間強度は，SCP 工法と同等

程度であり，強度の発現は，原地盤のFc の増加に伴い，
右下がりの傾向（発現N値が低下）が伺えた。

（b）設計手法の検証
前述のとおり，本工法による杭間強度は，SCP工法

と同等と評価できたことから，既往の SCP工法の砂質
地盤に対する設計方法（方法C）3）の適用性を検証した。
図─ 9は，既往の設計方法（方法C）3）で算定した
改良後杭間計算N値（Nb1）と実測杭間N値（Nb）を
比較したものである。Nb は概ね Nb1 と同等もしくは
それ以上であり，SCP工法の設計方法が適用できる。

（3）周辺環境への影響確認
（a）騒音レベル
図─ 10は，4現場における騒音レベル測定結果を
施工機からの離間距離で整理した図である。離間距離

図─ 7　換算トルクと杭芯N値の関係

図─ 8　Fc と Nb’の関係図 2）

図─ 9　杭間計算N値と実測N値の関係図

図─ 10　騒音レベルの距離減衰図
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5 m程度で騒音規制基準 85 dB を下回り，本工法の騒
音レベルは SCP工法に比べ相対的に 20 dB 程度低い。
（b）振動レベル
図─ 11は，騒音レベルと同様，4現場における振
動レベル測定結果を施工機からの離間距離で整理した
ものである。

本工法の振動レベルは，離間距離 2 mで 50 dB 程
度であり，振動規制基準値 75 dB を大きく下回る。ま
た，SCP 工法に比べ相対的に 40 dB 程度低く，人体
にはほとんど感じないレベルである。
（c）　地盤変位
本工法による周辺地盤への影響を把握するため，改
良区域境界から 4.3 m（No.1）と 7.3 m（No.2）の 2地
点に挿入式傾斜計用観測管を埋設し，水平地盤変位を
計測した。対象地盤は Fc ＝ 12 ～ 30％程度の砂質土，
打設長は 8 m程度，打設配置は正方形 1.8 mである。
図─ 12は観測位置平面図および断面図であり，合

わせて平面図には施工順序を加筆した。施工は①ブ
ロックから③ブロックの順で進捗しており，各ブロッ
クの打設順序を図中の矢印で示した。水平変位量は，
この①～③ブロックで日々発生する水平変位の累積値
で評価した。

図─ 13は，累積最大水平変位量の深度分布図であ
る。この結果から概ね変位の影響範囲は打設長程度と

見ることができる。また，水平変位の影響範囲（水平）
は，従来の密度増大を改良原理とする SCP 工法や類
似工法と同等程度であると評価できる。

6．おわりに

本工法は，平成 20 年 1 月に技術審査証明を取得し，
現場への本格的な導入を図って 2年程度であるが，そ
の特徴を生かした成果が得られつつある。
今後，更なる実績の積み重ねにより，品質や施工性
の向上を図る所存であり，特に杭芯強度とインナース
クリュートルクの関係を明らかにすることが顧客への
信頼度を高めるとともに，品質の向上に寄与するもの
と考える。
 

《参考文献》
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 2）  ㈳日本建築学会：実務にみる地盤改良工法の技術的諸問題，p95，平
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図─ 13　地盤変位の計測結果

図─ 11　振動レベルの距離減衰図

図─ 12　観測位置平面図および断面図
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特集＞＞＞　地盤改良

羽田再拡張事業D滑走路における
管中混合固化処理船団

渡　邊　雅　哉

東京国際空港D滑走路建設外工事は，現空港C滑走路の約 0.6 km沖にD滑走路（2,500 m× 60 m）お
よび連絡誘導路（本体幅 30 m× 2本）の新設と第一航路の移設を行うものである。D滑走路島の建設エ
リアは，多摩川河口部に位置し，多摩川の河川流を阻害しないように，埋立と桟橋を組み合わせたハイブ
リット構造となっている。護岸背面には全埋立土量約 3,800 万 m3 の約 15％にあたる約 570 万 m3 を山砂
よりも軽量なセメント固化処理土（管中混合固化処理土 490 万 m3，軽量混合処理土 80 万m3）を使用し，
護岸断面のスリム化，沈下量の低減，浚渫土砂の有効利用を図っている。
固化処理土工は，D滑走路外周護岸前面の床掘部の浚渫土，第一航路の移設により発生する浚渫土，他

事業からの提供される浚渫土を原料土として有効利用しており，平成 20 年 10 月から着工し，平成 21 年
11 月の 1年間に渡って施工を行った。本稿では，本工事における管中混合固化処理土の施工内容および
管中混合固化処理船団の特徴に関して紹介する。
キーワード：空港，埋立，固化処理土，管中混合

1．はじめに

東京国際空港（羽田空港）は，国内空港ネットワー
クの基幹空港であり，増加する航空需要に対して，そ
の空港処理能力は既に限界に達している状況にある。
再拡張事業は，D滑走路，国際線地区の旅客ターミナ
ル，貨物ターミナル，エプロンの各整備事業で構成さ
れている。このうち，D滑走路整備事業は年間の発着
能力を現在の 29.6 万回から 40.7 万回に増強するため
に，新たに 4本目の滑走路を整備する事業である。
本事業で整備するD滑走路の計画図を図─ 1に示
す。D滑走路を支持する基盤施設は，埋立工法と桟
橋工法を組み合わせた構造である。多摩川河口域に
ついては，通水性を確保するため桟橋構造としてい
る。滑走路の延長は 2,500 m，計画高は第一航路を航
行する船舶との干渉を避けるために，第一航路側端部
でA.P. ＋ 17.1 m（最高点），多摩川側端部でA.P. ＋
15.0m となっている。既往の海上空港に比べ，計画高
さが非常に高いことが特徴である。なお，D滑走路と
現空港は連絡誘導路で接続する。
また，施工期間が約 3.5 年と非常に短くこれまでに
類のない大量急速施工が要求されていることも本事業
の特徴である。
埋立部は軟弱な粘性土層がA.P.－20 m～A.P.－60 m

の約 40 mの層厚で厚く堆積しており，水深A.P.－20 m

の大水深の海域に，非常に高い盛土を短期間で施工す
る必要がある。護岸背後の盛土高が高いことから護岸
の安定性の向上のため，護岸前面の軟弱な粘性土層を
床掘・置換し，床掘により発生した粘性土をセメント
固化処理して護岸背面に軽量盛土材（管中混合固化処
理土）として使用する構造としている。

図─ 1　D滑走路の計画図
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2．羽田 D滑走路の管中混合固化処理工

埋立護岸は，護岸下部に改良率 30％の低置換 SCP，
護岸背後の埋立部に SD改良を採用しており，盛土荷
重による圧密沈下および原地盤の強度増加を確認し，
護岸全体の安定性を確保しながら施工を進めている。
図─ 2に埋立部における管中混合固化処理土を採

用した傾斜堤護岸の断面図を示す。
管中混合固化処理土（以下，管中処理土）を採用す

ることは，埋立材で多く利用されている山砂（単位体
積重量 18 kN/m3 程度）に比べて，管中処理土が 14～
15 kN/m3 程度と軽い地盤材料となり，残留沈下を抑
える効果がある。また，浚渫土を固化処理によって粘
着力を高め，高強度化することで構造物に作用する土
圧を低減させる効果もある。管中処理土を護岸背面に
軽量埋立材料として有効利用することで，地盤改良幅
の縮減，ケーソン断面の縮小，沈下量の低減を可能と
している。さらに，護岸前面を在来地盤より単位体積
重量の大きな岩ズリで床掘置換することで，円弧滑り
に対するカウンター効果を持たせた設計となっている。
当工事の管中処理土に使用する原泥は，護岸前面の
床掘および第一航路の移設により発生する浚渫土と他
事業から提供される浚渫土を有効利用している。
その他，羽田D滑走路における管中混合固化処理
土の施工・設計・品質管理等に関しては，別途報告し
ている文献 2-5）を参照されたい。

3．管中混合固化処理工法

管中混合固化処理工法 1）は，浚渫土をリサイクル
材料として有効利用した固化処理工法であり，空気圧
送にて軟弱土を輸送する際に固化材を添加し，空気圧
送管内で発生するプラグ流による乱流効果を利用して
軟弱土と固化材を混練する工法である。既存の空気圧
送設備を利用して固化材の添加装置を追加するのみで
対応可能で，大容量急速施工が可能であり，埋立地の
早期利用が可能である。
管中処理土の施工フロー図を図─3に示す。施工は，

以下の流れで管中処理土を製造・埋立を行う。
①浚渫・運搬
床掘，第一航路，当局提供土より浚渫された原泥を
土運船で各船団の空気圧送船まで運搬する。
②解泥・揚土・圧送（空気圧送船）
土運船内の浚渫土砂をスタビラーザイ付バックホウ
で均一に解泥して揚土する。必要に応じて加水を行い
ポンプ圧送するとともに，圧縮空気を注入し空気圧送
を開始する。
③固化材添加（固化材供給船）
固化材は，固化材供給船からセメントスラリー（セ
メント＋海水）でライン添加方式で固化材を添加する。
当工事では，高炉セメントB種を使用した。
④管中混合（圧送管）
管中工法の特徴である圧送管内の乱流効果を利用し
て浚渫土砂と固化材を均一に混練りする。
（4．（1）混練原理参照）
⑤打設（ポンプ式打設船）
圧送された処理土は，減勢装置で空気と処理土に分
離し再度，圧送ポンプにて処理土を所定の埋立場所に
ポンプ打込み方式にて打設する。

図─ 3　管中混合固化処理工法の施工フロー

図─ 2　傾斜堤護岸断面図
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4．管中混合固化処理工の作業船

（1）羽田 D滑走路の管中固化処理船団
羽田D滑走路工事の管中混合固化処理工は ,1 船団
あたり，打設能力 1,000 m3/hr クラスの空気圧送船，
固化材供給船，ポンプ式専用打設船で構成され，3船
団で施工を行った。
作業船の特徴として，打設場所の最大水深が－10 m

程度と深いため，水中打設時の材料分離等の品質低下
を防止するために，すべての打設船をポンプ圧送式と
し，筒先を打設処理土の中に挿入したまま打ち上げ，
海水が混入しない打設方法を採用している。また，空
気圧送船のバックホウにはスタビライザー（解泥機）
を搭載し，浚渫土の解泥および含水比等の土質を均一
化する時間を大幅に短縮している。羽田D滑走路工事
で使用した管中混合固化処理船団構成を表─1に示す。

（2）空気式圧送船の特徴
揚土・圧送する前に，空気圧送船に装備された揚土
用バックホウのスタビライザー（解泥機）で，土運船
内の浚渫土を解泥し , 含水比等の土質を均一にした。
当工事において，初めて，空気圧送船にスタビライ
ザーを搭載したバックホウによる解泥を採用した。空
気圧送船「博洋」の約 10 m3 バケットに搭載したスタ
ビライザーは，国内でも最大級のサイズになる。9枚
の攪拌翼を備え最大 80 rpmで回転する。写真─ 1に
空気圧送船「博洋」，写真─ 2および図─ 4に博洋に
搭載されたバケットを示す。
満載排水屯数3,525 t, 全長 60 mの空気圧送船「博洋」
は，圧送能力 1,000 m3/h および圧走距離 3,000 mを可
能とする油圧ポンプおよびコンプレッサを備えた国内
最大級の空気圧送船である。

（3）固化材供給船の特徴
国内最大級の固化材供給船「SEAGULL」は，
40 m3/h × 5 基を備えたスラリープラントと 500 t ×
2 基のセメントサイロを装備した，圧送中の管内浚渫
土に固化材を注入する固化材供給船である。写真─ 3

に固化材供給船「SEAGULL」を示す。

固化材供給船「SEAGULL」は，浚渫土と固化材を
十分に混練するために定量的に固化材を添加すること
を目的としたPipe-Mixing 工法の設備を設置している。

（4）ポンプ式専用打設船の特徴
写真─ 4に示す「関翔」は，圧送能力 1,000 m3/h

の油圧式圧送ポンプを搭載したポンプ式専用打設船
である。長さ 60 mの旋回式スプレッダーと水深 10 m
の打設に対応できるように先端部分に 15 mのゴムス
リーブを当工事用に艤装した。また，GPS による打
設位置管理システムおよび打設深度を把握するための
オートレッドを搭載している。
固化処理土の水中打設時の材料分離等の品質低下
を防止するためにポンプ圧送式を採用している。GPS
より筒先の深度を把握し，オートレッドで打設処理土

表─ 1　管中固化処理船団一覧表

写真─ 2，図─ 4　博洋に搭載されたバスケットスタビライザー

写真─ 1　空気圧送船「博洋」

写真─ 3　固化材供給船「SEAGULL」
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の高さを確認して筒先が常に打設処理土の中に挿入し
たまま打ち上げ，海水が混入しない打設方法を採用し
ている。

固化処理土の打設は，外周護岸と埋立部側の中仕切
堤に挟まれた約 100 m の幅を横方向にスイングしな
がら打設計画天端AP＋ 2.5 m まで打ち上げて，打設
船を後進しながら打設を行った。図─ 5に打設手順
を示す。

写真─ 5は，打設後の固化処理土の写真を示す。

5．セメント添加方法

（1）管中混合の原理
図─ 6に混練原理を示すとおり，浚渫土を空気圧
送する際，空気圧送中の管内では浚渫土と圧縮空気の
混相流であるプラグ流が発生する。粘性土のプラグ流
は乱流効果となって圧送されているため，粘土プラグ
は形成と変形を繰り返している。この粘土プラグに固
化材スラリーを添加すると，乱流効果によって，粘性
土と固化材を十分に混練することができる。

（2）Pipe-Mixing工法
Pipe-Mixing 工法とは，粘性土と固化材を均一な混
練効果を上げるための「パイプシャワー式固化材添加
システム」，「プラグ検知式定量添加システム」「配合
管理システム」を総称した工法名です。
（a）パイプシャワー式固化材添加システム
固化材スラリーの噴射孔を多数備えたパイプを圧送
管に複数設置し，粘土プラグ内部へ固化材スラリーを
直接添加させる。プラグ内へ直接添加することで，混
練固化を高める。図─ 7にパイプシャワー式固化材
添加システムおよび写真─ 6に実際の圧送管に設置
されたパイプシャワーを示す。

写真─ 4　ポンプ式専用打設船「関翔」

図─ 5　打設手順

写真─ 5　打設後の固化処理土

図─ 6　混練原理

図─ 7　パイプシャワー式固化材添加システム
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（b）プラグ検知式定量添加システム
図─ 8にプラグ検知式定量添加システムを示す。空
気圧送船より送られた粘土プラグを振動計と圧力計に
より検知する。次に，コンピュータによりプラグの流
速とプラグ量を計算で求め，プラグが添加装置に到達
する時間を予測し，通過するときにプラグ量（土量）
に見合った固化材スラリーを添加するシステムであ
る。定量の固化材スラリーを添加するので，品質（強
度）のバラつきを小さくすることができる。

（c）配合管理システム
空気圧送船にて送泥した湿潤密度を連続計測して湿
潤密度からW：水分量（含水比）を割り出す。事前
配合試験より求めた設定強度に必要となる処理土の
W/C（水セメント比）が一定となる固化材添加量（C）
を求め，プラグ検知式定量システムから算出されたプ
ラグ量（V）に必要な固化材量（C× V）を添加する
ための自動演算・制御する配合管理システムを利用し
ている。配合管理システムで，送泥された土量内の水
分量変化に対応することができる。

6．おわりに

今回，羽田再拡張事業D滑走路における管中混合
固化処理船団の一部を紹介した。管中固化の施工は，
平成 21 年 11 月に完了し，12 月時点で工事全体の約 9
割が完了している。平成 22 年 8 月竣工，10 月の開港
に向けて，今後より一層の安全第一を心掛け，無事故
で完成を迎える所存である。
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特集＞＞＞　地盤改良

羽田再拡張事業D滑走路における
軽量混合処理土船団

大和屋　隆　司・川　辺　克　明

軽量混合処理土は，高含水比の浚渫土に気泡や発泡ビーズなどの軽量材とセメントを混合することで
軽量化と強度増加を同時に期待する材料として利用されている。我が国の港湾工事で，気泡混合処理土
（Super Geo-Material：以下，SGM）が本格的に実工事で使用されたのは，1995 年の阪神淡路大震災で被
災した神戸港の復興事業であり，それ以来，本工事に適用されるまでの総打設量は，約 52 万 m3 に達し
ている（2009 年 3 月まで）。本工事では，埋立／桟橋接続部護岸背面に約 79 万 m3 の SGMを 2009 年 5
月末～ 11 月末の約半年間の短期間で施工する，これまでにない大量急速施工での工事が行われた。本報
告は，羽田D滑走路建設外工事において適用された気泡混合処理土の施工内容および軽量混合処理土船
団の特徴に関して紹介する。
キーワード：軽量混合処理土，軽量混合処理土船，軽量化材，気泡

1．はじめに

東京国際空港D滑走路建設工事の埋立部外周護岸
背面には沈下抑制と護岸安定性の向上を目的とし，山
砂より軽い管中混合固化処理土を使用している。さら
に，埋立／桟橋接続部背面においては，鋼管矢板井筒
への土圧の低減と沈下量の更なる軽減を図るため，よ
り軽量な軽量混合処理土を使用している。この軽量混
合処理土を施工するため，護岸外の現空港側と沖側
に計 2船団の軽量混合処理土船を配置した（図─ 2）。
軽量混合処理土は，その船内にて調整土（密度調整し
た浚渫土）に固化材と気泡を添加混合して製造し，打
設場所まで船内のポンプで圧送し，打設地点で打設装
置を吊ったクローラクレーンにて打設した。
軽量混合処理土の原料土となる浚渫土は，浚渫場所
によって土質等が異なるため，土質の変化に応じて配
合（調整土密度，固化材添加量，気泡添加量）を選択

し，品質を保持しながら製造・打設を行った。

2．工事概要

（1）施工期間
自：平成 21 年 5 月末
至：平成 21 年 11 月末

（2）施工数量
軽量混合処理土工の計画施工数量を表─ 1，主要設

備配置図を図─ 1に示す。

配合 密度 一軸圧縮強度 数量 備考
水中 11.5 kN/m3 200 kN/m2 38 万 m3

気中 10 kN/m3 200 kN/m2 41 万 m3

合計 79 万m3

表─ 1　計画施工数量

図─ 1　主要設備配置図
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本工事は，過去に例のない大量急速施工（半年で
79 万 m3）である。本工事以前の軽量混合処理土の総
施工実績を遙かに凌ぐ数量であり，1日当たりの施工
数量（水中 3,100 m3 ／日，気中 3,400 m3 ／日，いず
れも 1船団当たり）も過去最高のものとなった。
上記の大量急速施工を可能にするため，軽量混合処
理土船を 2隻投入し，24 時間連続施工を行った。

（3）施工状況図
施工状況図を図─ 2に示す。

3．軽量混合処理土の概要

（1）概要
軽量混合処理土とは，浚渫土や建設発生土を原料土
とし，軽量化材・固化材を混合し製造する地盤材料で
ある。以下にその特性を示す。
・密度：8.0 ～ 12.0 kN/m3 で軽量化材添加量の増減に
より調整可能。

 （2）施工
軽量混合処理土の施工フローを以下に示す。
①浚渫土運搬
浚渫工事より発生した浚渫土を土運船にて軽量混合
処理土船まで運搬する。
②解泥・揚土・調泥
土運船内の浚渫土をバックホウに装着しているミキ
シングバケット，一次・二次解泥機にて解泥し，土砂
ホッパーに投入する。揚土した浚渫土は振動篩により
異物を除去し，調泥設備へ移送され，加水により調泥
槽内で適切なフロー値になるように調整する。
③固化材・軽量化材添加混合
調整された浚渫土（調整土と呼ぶ）を計量し，混練
りミキサーへ送ると共に，固化材（セメント）・軽量
化材（気泡）もそれぞれ計量し，ミキサーへ投入し十
分に練り混ぜる。
④圧送・打設
練り混ぜた軽量混合処理土は配管を通して打設箇所
までポンプ圧送され，打設装置にて打設する。

図─ 2　施工状況図

図─ 3　施工フロー図
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（3）施工管理システム
軽量混合処理土の製造管理は，軽量混合処理船ブ
リッジの施工管理装置により一元管理している。
施工管理装置には，船の製造プラントに設置されて
いる「流量計」「密度計」「圧力計」からリアルタイム
で送られてくる計測値を基に，所定の配合での製造と
なるように自動または手動で調整を行う。

調泥管理システムでは，密度計により計測した値を
基に，適切な密度の調整土となるように自動で加水調
整を行っている。調泥設備は 1次・2 次・3 次調泥槽
で構成されており，段階的に密度調整を行っている。

気泡製造管理システムでは，海水によって所定の倍
率に希釈した起泡剤（気泡の材料）と圧縮空気を気泡
製造機に通して気泡を製造する。希釈した起泡剤（希
釈液）や圧縮空気の流量，圧力を管理して品質の高い
気泡を製造している。

写真─ 1　解泥・揚土

写真─ 2　調泥槽

写真─ 3　混練ミキサー

写真─ 4　圧送ポンプ

図─ 4　施工管理装置MAIN 画面

図─ 5　調泥管理システム画面
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（4）品質管理
軽量混合処理土は密度管理が重要であり，同じ浚渫
場所から発生する浚渫土であっても，土質の違いが製
造する軽量混合処理土の品質に影響する。
そのため，土運船で運搬されてきた浚渫土を，本船
の品質試験室にて密度試験，フロー試験を行い適切な
配合を選ぶことで，製造する軽量混合処理土の品質を
確保している。
また，製造した軽量混合処理土を採取し，密度試験・
フロー試験を行い，必要に応じて配合を変更するなど
して試験結果を製造に反映している。

4．作業船の概要

軽量混合処理土船「龍神Ⅱ」「開陽」の諸元一覧を
表─ 2に示す。また，写真─ 6に龍神Ⅱ，写真─ 7

に開陽を示す。
軽量混合処理土船の揚土用バックホウには，浚渫土
の粘性が強く，振動篩を通過しないような場合でも，

図─ 6　気抱製造管理システム画面

表─ 2　軽量混合処理土船諸元一覧

船　　名 「龍神Ⅱ」 「開陽」
船体寸法 65 m× 26 m× 4.5 m 70 m× 33 m× 4.0 m
公称能力 SGM　360 m3/h SGM　360 m3/h
SGM製造
方式

バッチ式 連続式

ミキサー バッチ式 4.5 m3×2 台
連続式 105 m3/h×2 台
連続式 75 m3/h × 2 台

固化材供給
機

─ 200 kg/min × 4 台

バックホウ PC-1250（5 m3 級） PC-1250（5 m3 級）
解泥機 25 m3 有効 10 m3 有効
一次振動篩 傾斜二床　8' × 16' 傾斜二床　6' × 14'
一次調泥槽 35 m3 × 1 台 40 m3 × 1 台
二次振動篩 水平二床　4' × 14' 水平二床　3' × 8'
二次調泥槽 75 m3 100 m3

三次調泥槽 75 m3 100 m3

セメントサ
イロ

500 T × 2 台
500 T × 1 台　
200 T × 1 台　
30 T× 4台　

圧送ポンプ 250 m3/h × 2 台 250 m3/h × 2 台

発電機
610 KVA× 3台 800 KVA× 4台
125 KVA× 1台 300 KVA× 1台

空気圧縮機
22 kw× 2台 22 kw× 2台
37 kw× 1台 37 kw× 1台

写真─ 7　開陽

写真─ 6　龍神Ⅱ

写真─ 5　密度試験，フロー試験状況
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バックホウにミキシングバケットを装着することで，
解泥しながら揚土する事が可能となった。これによっ
て，解泥時間の短縮や浚渫土利用率の向上を実現して
いる。また，大量急速施工に対応するために新たに気
泡製造設備を開発し，従来より質の高い気泡の製造が
可能となった。
写真─ 8にミキシングバケット，写真─ 9に気抱

製造設備（計量器）を示す。

なお，「龍神Ⅱ」「開陽」の両船ともに，軽量混合処
理土を製造する設備は，ほぼ自動化されている。とく
に，土質にバラツキの多い浚渫土から一定品質の調整
土を製造する密度調整システムは，一度設定すると自
動で目標とする密度まで調整可能になっている。また，
気泡の製造も，起泡剤の希釈や発泡において設定した
希釈倍率，発泡倍率で気泡の製造を行うことが出来る。
写真─ 10に施工管理システム画面，写真─ 11に
希釈液製造設備を示す。

5．おわりに

平成 21 年 5 月から 2船団体制で施工を開始した軽
量混合処理土工は，11 月末に軽量混合処理土 79 万
m3 の打設が完了した。平成 22 年 10 月に予定されて
いる東京国際空港D滑走路の開港に向け，工事も最
終局面となっているが，最後まで気を抜かずに安全作
業に努める所存である。 

川辺　克明（かわべ　かつあき）
信幸建設㈱
東日本支社機電部

［筆者紹介］
大和屋　隆司（やまとや　りゅうじ）
羽田再拡張D滑走路建設工事共同企業体
護岸・埋立Ⅳ工区
東亜建設工業㈱

写真─ 11　希釈液製造設備

写真─ 10　施工管理システム画面（開陽）

写真─ 9　気抱製造設備（計量器）

写真─ 8　ミキシングバケット
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特集＞＞＞　地盤改良

大水深捨石投入均し船（KUS-ISLAND）

沖　山　禎　雄・趙　　　澈　洙・大古利　勝　己

大水深捨石投入均し船「船名：KUS-ISLAND（クス・アイランド）」は，韓国の釜山─巨済間（約 3.3 km）
に連絡道路用沈埋函の基礎捨石マウンドを敷設するために開発された捨石投入均し船であり，ジャッキ
アップ式トレミー台船にGPS を利用した施工管理システムを搭載することにより，船体の位置やトレミー
管の位置および高さをリアルタイムに計測するとともに，トレミー管先端部に装着した油圧シリンダー
により大水深においても高い精度での施工管理を可能にしたものである。本工事では，大水深（－ 48 m）
においても施工精度± 40 mmで捨石マウンドを施工することに成功し現在も稼働中である。
キーワード：基礎捨石マウンド，捨石投入，捨石均し，作業船，大水深

1．はじめに

KUS-ISLANDは，韓国の釜山─巨済間（約 3.3 km）
に連絡道路用沈埋函の基礎捨石マウンドを敷設するた
めに開発された大水深捨石投入均し船である。
本船はジャッキアップ式トレミー台船に GPS を利
用した施工管理システムを搭載することで，船体位置
および施工中に移動するトレミー管の位置と高さをリ
アルタイムに管理するとともに，トレミー管先端部の
高さも油圧シリンダーにより自動調整することで大水
深においても高い施工精度（± 40 mm）での施工を
可能にした。
なお，KUS-ISLANDは，韓国の殷聖基礎建設㈱と
の共有船であり，実験段階から本施工に至るまで共同
で開発・改良を行っている。

2．開発の背景

従来の水中部への捨石均し作業は，作業船による捨
石投入の作業と潜水士による捨石均し作業の 2段階の

工程が必要であるが，本工事の基礎捨石マウンドは，
全面に基礎捨石を敷設する工法ではなく，帯状に敷設
し山（凸部）と溝（凹部）を造る工法が採用されてい
る（図─ 1参照）。

これは，使用材料の削減や工期の短縮を図るととも
に，敷設後に多少の不陸が生じても沈埋函据付け時に
基礎捨石が凹部に移動しやすいことなどを期待して採
用されている。

3．KUS-ISLANDの構造概要

本船は当該工事のために開発された，船体寸法
61 m × 35 m，総重量 2,300 ton の捨石投入均し専用
船であり（図─ 2参照），走行台車上に搭載したトレ
ミー管（φ 1,524 mm）を移動させることで，一度の
船体位置決めで船体中央に確保した 530 m2（15.6 m
× 34 m）の作業エリアに帯状の基礎捨石を敷設する
ことが可能である（図─ 3参照）。

写真─ 1　捨石投入均し船（船名：KUS-ISLAND）

図─ 1　基礎捨石マウンドの概要
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4．トレミー管の構造概要

本船の前後と走行台車およびトレミー管上端には
GPS を装備し，本船の位置決めと移動するトレミー
管の位置およびトレミー管の高さをリアルタイムに管
理している（前項図─ 3参照）。
また，トレミー管先端部に油圧シリンダーを装備し，
GPS と連動させ，均し高さをmm単位で自動調整す
ることを可能にしている（図─ 4参照）。
なお，トレミー管下端の吐出口付近には傾斜計およ
び音響測深器を装備し，トレミー管の傾斜および捨石
投入前の現地盤の深度と投入後の高さを管理している
（図─5参照）。音響測深器による高さ管理については，

施工管理（施工時の確認）として使用するだけではな
く，事前調査や出来形管理（敷設後の事後測量）とし
ても活用している。

5．施工概要

施工現場に入域後，キャリブレーション（機器調整
等）を行い，船体およびトレミー管を所定の位置にセッ
トし，運搬船から捨石材料を搬入し施工を行う。
図─ 6に，KUS-ISLANDの施工イメージ図を示す。

図─ 2　構造概要図（上：断面図，下：平面図）

図─ 3　施工イメージ図（上：平面，下：断面）

写真─ 2　トレミー管先端部図─ 4　トレミー管先端部

図─ 5　トレミー管先端部イメージ図

図─ 6　施工イメージ図
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次に捨石材料搬入から投入までの施工状況を写真で
示す。写真─ 3にKUS-ISLANDの全景を示す。

まずは，施工現場に入域後，キャリブレーション（機
器調整等）を行い，船体およびトレミー管を所定の位
置にセットし，ジャッキアップする（写真─ 4参照）。

次に，材料運搬船から捨石材料をKUS-ISLANDの
材料投入口（ホッパー）に搬入する。

供給された捨石材料はKUS-ISLAND外周に設置さ
れたベルトコンベアを経由してトレミー管へと運搬さ
れる。

ベルトコンベアを経由して運搬された捨石材料は走
行台車上のトレミー管に供給され海底の所定の位置に
投入され均されていく。

6．適用範囲

表─ 1にKUS-ISLANDの適用範囲を示す。

写真─ 5　材料搬入状況

写真─ 4　船体位置決め（ジャッキアップ）

写真─ 3　KUS-ISLAND全景

写真─ 7　材料運搬状況（走行台車）

写真─ 8　投入均し状況

写真─ 6　材料運搬状況（ベルトコンベア）

表─ 1　KUS-ISLANDの適用範囲

項目 適用範囲 備考
投入均し精度 ± 40 mm
捨石寸法 150 mm以下 実績 75 mm
施工深度 － 50 m 実績－ 48 m
敷設高さ 1.5 m 段階施工
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7．実験

（1）模型実験
実機を製作する前に，1/250 スケールのアクリル模

型を作成し簡易模型実験を実施した。
実施工を考慮して，気中水中で帯状に敷設を行い，
良好な結果であることを目視により確認した。

（2）実機実験
模型実験を踏まえ，実機と同じサイズのトレミー管
を製作し，実施工で使用する捨石（最大 75 mm）に
より実機実験を行った。
敷設する高さや，速度等を調整しながら実験を行い
良好な結果であることを目視により確認した。

（3）実証実験
模型実験ならびに実機実験において良好な結果を確
認し，2007 年 12 月～ 2008 年 1 月に本工区内におい
てKUS-ISLANDでの試験施工を実施した。

捨石投入均し後に音響測深により確認を行い，敷設
高さの測定を行った結果，± 40mm以内で施工が可
能であることを確認した（図─ 7参照）。

また，施工中に測定したトレミー管の先端高さと敷
設高さの比較を行った。敷設高さは先端位置よりも
20 ～ 40 mm低い結果であった（図─ 7参照）。これ
は捨石の自重による沈下が原因であると考えられたた
め，実施工においては沈下も考慮してトレミー管先端
位置を管理する必要があることが確認できた。

8．施工管理システム

船体の位置決めは，GPS により目標位置を確認し，

写真─ 10　模型実験状況（水中）

写真─ 9　模型実験状況（気中）

写真─ 11　実機実験状況

写真─ 12　実機実験（敷設状況確認）

表─ 2　実証実験の概要

項目 備考
施工延長 23 ～ 25 m 4％勾配
施工深度 22 ～ 24 m
敷設高さ 80 cm 本施工 1～ 1.5 m
数量 4ライン
使用材料 75 mm以下 本施工用の捨石

図─ 7　トレミー管と敷設高さの比較
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スパットを降ろしジャッキアップを行う。移動精度は
± 10 cmで管理することが可能である。

また，船体誘導およびトレミー管の施工位置と高さ
を管理するために，GPS と各種センサーを組合せた
システムを使用して施工管理を行っている。

なお，傾斜計や音響測深器のデータも一元管理を
行っている。

9．実施工状況

各種実験を踏まえて，上述の施工管理装置を使用し
本施工を実施している。
敷設後の音響測深結果でも± 40 mmの施工精度を
確保しており，沈埋函（L＝ 180 m，B＝ 26.5 m，H
＝ 9.97 m）も規定の位置・精度で据付けが行われて
いる。
図─ 8に事後測量結果の一例を示す。

10．おわりに

本工事は，2008 年 1 月から本施工を開始し，2009
年 12 月現在で，敷設延長約 2,700m（約 12 万 m3）の
捨石投入均しが完了しており，全 18 函のうち既に 15
函の沈埋函の据付けが完了している。
KUS-ISLANDは，大水深（最大実施深度：－48 m）
においても施工精度± 40 mmで基礎捨石マウンドを
施工することに成功し現在も稼働中である。

 

大古利　勝己（おおこり　かつみ）
あおみ建設㈱　地盤改良事業部
技術管理部

趙　澈洙（ちょう　ちょるす）
殷聖基礎建設㈱【韓国】
常務

［筆者紹介］
沖山　禎雄（おきやま　よしお）
あおみ建設㈱　土木本部
釜山作業所
所長

写真─ 13　ジャッキアップシステム

写真─ 14　施工管理システム

図─ 8　出来形確認
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特集＞＞＞　地盤改良

DJM工法（粉体噴射撹拌工法─Dry Jet Mixing）の
最新技術

新　川　直　利・安　岡　伸　茂

DJM工法（粉体噴射撹拌工法─Dry Jet Mixing）は，軟弱地盤中に改良材を粉体のまま供給し，強制
的に原位置土と撹拌混合することによって，土と改良材を化学的に反応させて，土質性状を安定なものに
するとともに強度を高める工法である。本工法は昭和 55 年に実用化されて以来，施工実績も年々増加し，
平成 20 年度までの累計施工件数は 4,800 件を超え，実改良土量も 3,000 万 m3 を超えている。
本稿では，DJM工法の基本原理を概説し，これまでの適用実績の特徴を紹介したうえで，「環境への配
慮」，「コスト縮減」といった建設市場のニーズに対応すべく開発が進められている，DJM工法の新しい
技術について紹介する。
キーワード：地盤改良，深層混合処理工法，粉体噴射撹拌，環境対応，コスト縮減

1．はじめに

DJM 工法（粉体噴射撹拌工法─ Dry Jet Mixing 
method）は，軟弱地盤中に改良材を粉体のまま供給し，
強制的に原位置土と攪拌混合することによって，土と
改良材を化学的に反応させて，土質性状を安定なもの
にするとともに強度を高める工法である。
本工法は，建設省総合技術開発プロジェクトの「新
地盤改良技術の開発」の一環として，建設省土木研究
所（現　独立行政法人土木研究所）と㈳日本建設機械
化協会機械化研究所（現　施工技術総合研究所）が中
心となって，昭和 52 年から 54 年にかけて開発された
技術を基礎として，実用化が進められてきたものであ
る。また，最近では「環境への配慮」，「コスト縮減」
といった建設市場のニーズに対応すべく，新たな技術
開発も進められている。
本稿では，DJM工法の基本原理を概説し，これま
での適用実績の特徴を紹介したうえで，「環境対応型」，
「コスト縮減型」の新しいDJM工法の技術を紹介する。

2．DJM工法の概要

（1）施工機構の原理
DJM工法は，圧縮空気搬送による改良材の連続供
給技術，土中での改良材と空気の分離と空気の回収技
術等の開発によって実用化されたものである。本工法
の施工機構の流れとしては，まず，図─ 1に示す機

構の改良材供給機により，フィードホイールの円周部
にあるポケットに落ち込んだ改良材をフィードホイー
ルの回転によって，吐出部の圧縮空気の流れの中に入
れる。次に，改良材供給機において圧縮空気の流れに
のせられた粉粒体の改良材を圧送用のホースと撹拌軸
中空部を経由して，撹拌軸の付け根部の噴射口から土
中に噴射する。撹拌翼の基本的な形状は図─ 2に示
す構造になっている。翼の回転によって翼背面に空隙
が生じ，噴射口からこの空隙部に向かって改良材と空
気を噴射し，撹拌翼でミキシングする。改良材を分離
して残った空気は，撹拌軸まわりを伝わって上昇し，
地上に放出される。なお，空気の地上放出効果を高め
ることを目的として，撹拌軸の形状は外形を角形にし
たものを用いている。

図─ 1　改良材供給機の機構 1）
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（2）DJM工法の特長
DJM工法は，改良材を粉粒体で地盤に供給するこ
とから，以下に示す特長を有している。
①改良材の種類は，その最大径が 5 mm程度以下で乾
燥状態の粉粒体であれば，セメント，石灰，消石灰，
排煙脱硫石膏，鉱砕スラグ，フライアッシュ，ある
いは乾燥状態の砂や砕石ダストなど，地盤の性質と
改良の目的に応じて，様々な材料が使用できる。ま
た，事前に混合しておけば 2種類以上の材料を同時
に噴射することもできる。
②土質性状と必要強度に応じて，改良材の混合量を自
由に選ぶことができる。そのため，有機質土などに
対しても，混合量を多くすることにより改良が可能
である。
③改良材が粉粒体のままであることから，スラリーな
どに比べて地盤内に注入する絶対量が少なくてすむ
ため，他の深層混合処理工法に比べ，比較的地盤の

盛り上がりや周辺地盤への影響が少ない。
④水をまったく使用しないため施工現場をきれいに保
つことができる。さらに粉体の搬送に密閉型のシス
テムを使っているため，粉塵などがなく雨天下でも
施工できる。

（3）施工機械と施工方法
図─ 3にDJM工法の施工機械の基本構成を示す。

同図に示すとおり，施工機械設備は改良機本体と改良
材プラント部分に分けられる。改良機本体は地盤中に
改良材の供給・撹拌・混合を行うもので，単軸型と二
軸型がある。単軸型は簡単なほふく装置を持ったスキッ
ド型，二軸型はクローラー型のベースマシンに搭載さ
れている。DJM工法では，改良径は 1,000 mm，二軸
同時施工（軸間距離：800 mm，1,000 mm，1,200 mm，
1,500 mm）を標準とし，最大貫入深度は 33 mまで施
工可能である。
図─ 4にDJM工法の施工手順を示す。まず，改良
機本体の位置決めと撹拌軸の鉛直性の確認の後，撹拌
軸を回転させながら所定の深度まで貫入する。この際，
改良材は噴射させないが，噴射口を詰まらせないため
に圧縮空気は噴出させておく。これは，貫入に際して
貫入速度を早くし，負荷トルクを低減させる効果もあ
る。次に引抜きと改良材の噴射撹拌が併行して行われ
る。改良材の量の制御は，改良材供給機から送出され
る改良材の吐出量と撹拌翼の引抜き速度の関係によっ
て決まる。なお，鋭敏比が大きい海成粘土等では，貫
入時の撹拌により地盤が泥濘化し，撹拌軸の周辺に空
気回収のための空隙が保てない場合がある。このよう
な地盤に対しては貫入時に改良材の全部または一部を
噴射する施工方法がとられる場合もある。
図─ 5にはDJM工法の施工管理項目を示す。本工
法では他の深層混合処理工法と同様に，一般に出来上

図─ 2　攪拌翼形状と施工機構 1）

図─ 3　DJM施工機の基本構成 1）
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がりを直接肉眼で確認しながら施工することができな
いため，施工管理は計器による確認が主体となる。計
測する項目としては，空気の圧力，流量，撹拌翼の回
転数，電流値，貫入・引抜き速度および深度，改良材
の吐出量等多岐にわたる。

3．DJM工法のこれまでの施工実績

DJM工法はこれまで様々な軟弱地盤上の課題に対
して適用されてきた。図─ 6には改良目的別の施工件
数率を示す。同図に示すとおり，DJM工法の改良目
的としては，盛土のすべり対策および沈下低減対策が
60％以上を占めていることがわかる。また，改良目的
の時代変遷をみるために，各施工年代別に改良目的を
整理したものを図─ 7に示す。同図より，主要な改
良目的である盛土のすべり，沈下対策が全施工件数に
占める割合は 60 ～ 70％程度と変化はないが，液状化
防止目的の件数は，1995 年以降増加していることが
わかる。これは，1995 年兵庫県南部地震において液
状化による被害がクローズアップされたことに起因す
ると考えられる。また，図─ 8には対象地盤別の施
工件数比率を示す。DJM工法における改良対象土の
60％は粘土およびシルトが占めていることがわかる。
図─ 9には改良対象土質別の設計基準強度の実績を

図─ 4　施工手順 1）

図─ 5　施工管理項目

図─ 8　対象地盤別件数比率

図─ 7　改良目的別施工件数の時代変遷

図─ 6　改良目的別施工件数率
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示す。設計基準強度の平均値は，有機質土系，粘性土
系，砂・砂礫系の順に高くなっており有機質土系では
0.1 ～ 0.4 MN/m2 とする例が 80％以上を占めている。
したがって，改良対象に有機質土系の地盤を含む場合
には，設計基準強度の設定には留意する必要がある。

4．最近の新しい DJM施工技術

本節では，「環境への配慮」，「コスト縮減」といっ
た建設市場のニーズに対応すべく進められている，
DJM工法の最新の施工技術開発について紹介する。

（1）拡大径粉体噴射撹拌工法（EX-DJM工法）
EX-DJM工法（Expanded - DJM）は，従来改良径
が 1,000 mmであった標準施工機をベースとして，撹
拌翼径を 1,200 mmおよび 1,300 mmに拡大して大口
径の改良体を造成する工法である。改良径の拡大によ
り改良面積が大きくなることから，施工能率の向上，
工期の短縮，コストの低減を図ることができる。
表─ 1には標準の改良パターンを，写真─ 1には

杭頭部の確認状況を示す。なお，本工法は撹拌翼径の
拡大により，処理機の負担が増大するため，その適用
に当っては，土質条件や改良仕様等を慎重に考慮する
必要がある。

（2）高強度・低改良率（HL-DJM）施工法
最近の建設市場における「コスト縮減」の流れを受
けて，盛土材のアーチ効果を考慮し（図─ 10参照），
従来よりも低い改良率（10 ～ 30％）で盛土直下全面
に改良体を配置することにより軟弱地盤の圧密沈下低
減を図る，低改良率セメントコラム工法（ALiCC 工
法）2）が独立行政法人土木研究所により実用化されて
いる。同工法は低改良率化によりコスト縮減，工期短
縮を図ることが可能となる。

図─ 9　対象土質別の設計基準強度実績

表─ 1　EX-DJMの標準改良パターンの例

写真─ 1　杭頭確認状況（φ 1,300 mm）

図─ 10　盛土材のアーチ効果 2）

写真─ 2　HL-DJM施工例（軸間 2.8m）

表─ 2　改良パターン例

配置 非接円／改良径 1,000 mm

正方形

軸間距離 L 2,000 mm 2,300 mm 2,500 mm 2,800 mm
改良率 ap 19.6％ 14.8％ 12.5％ 10.0％
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HL-DJM（High strength Low improvement） 施
工法とは，ALiCC 工法で要求される高強度・低改良
率の改良体配置に対して，二軸施工機で効率的に施
工ができる代表的な施工法であり，1,600 mm 以上
3,000 mm以下の軸間距離での施工が可能である。

（3）変位低減型（RD-DJM）施工法
変位低減型施工法（RD-DJM Reducing Displacement-
DJM）とは，従来施工機のように撹拌軸の付け根部の噴
射口から改良材を外側に噴射するのではなく，撹拌翼
外縁に吐出管を配置し内向きに吐出する。この内向吐
出翼を用い，さらに翼軸も含めた撹拌軸に特殊なフィ
ンを付けることで，従来機より空気回収の効率化を図り，
施工工程での周辺地盤変位の低減を図る工法である。

図─ 12には，単軸施工機を用いて行われた，外向
吐出翼と内向吐出翼の変位低減効果の確認試験結果 3）

を示す。改良域から 3.0 m の位置に設置された地中傾
斜計の測定結果によると，従来の外向吐出翼の最大変
位 20 mmに対し，内向吐出翼では 8 mm程度であり，
1/2 ～ 1/3 程度に変位を低減できることが確認されて
いる。なお，これらの結果は単軸施工機におけるもの
であり，今後は通常の二軸施工機を用いた内向吐出翼
の効果およびフィンの効果等の確認試験を実施する予
定である。

5．おわりに

本稿では，DJM工法の概要と DJM工法に関する
最近の新しい技術開発について紹介した。DJM工法
は昭和 55 年に実用化されて以来，施工実績も年々増
加し，平成 20 年度末までの累計施工件数は 4,800 件
を超え，実改良土量も 3,000 万 m3 を超えている。近
年では，「環境への配慮」，「コスト縮減」といった建
設市場に求められるニーズもますます厳しくなってお
り，従来技術を応用した新しい技術開発への取り組み
が，今後さらに必要になると考えられる。

 

《参考文献》
 1）  DJM工法研究会：DJM技術マニュアル，（2006） 
 2）  （独）土木研究所編：地盤改良のためのALiCC 工法マニュアル，（2007）
 3）  武田：内向吐出翼による空気回収向上と地盤変位低減，DJMセミナー’
03，pp.33-41，（2003）

図─ 12　地中変位測定事例 3）

図─ 11　外向吐出翼と内向吐出翼（概念図）
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1．地層処分事業の概要

（1）原子燃料サイクルと放射性廃棄物
原子力発電所で使用した燃料を再処理して，再び燃
料として利用するウランやプルトニウムを取り出す際
に，放射能が高い廃液が発生します。この廃液を取扱
いやすく安定した形態にするため，ガラス原料と混ぜ
て高温で溶かしステンレス製の容器に入れて固めたも
のが高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）です。併
せて，再処理等のプロセスから放射能が低い低レベル
放射性廃棄物が発生します（図─ 1）。

（2）地層処分による放射性廃棄物の隔離
ガラス固化体の放射能は，時間とともに減衰するも

のの長く残存するため，数万年以上の超長期にわたっ
て人間の生活環境から隔離する必要があります。ま
た，低レベル放射性廃棄物の一部には，半減期（放射
能の量が半分になるまでの時間）が長く，ガラス固化
体と同様に超長期にわたって人間の生活環境から隔離
する必要があるものが含まれています（以下，「地層
処分低レベル放射性廃棄物」）。このため，人間が超長
期にわたって関与しなくても安全に隔離できる手段と
して，地層処分を行います。この方法は原子力発電を
行っている諸外国でも共通的に採用されています。わ
が国では，2000 年に制定された特廃法（2007 年改正）
により，高レベル放射性廃棄物及び地層処分低レベル
放射性廃棄物を地下 300 m より深い安定な地層中に
処分することが定められています。
なぜ，地層処分という方法が選ばれたかというと，
地下深くの地層の特徴に由来します。地下深くの地層
の特徴が放射性廃棄物の処分に適している理由とし
て，以下のことが挙げられます。
①地表に比べて人間活動や自然現象の影響を受けにく
いこと
②地下深部には酸素がほとんど存在しないため，金属
が錆びるなどの化学的な反応が起こりにくいこと
③地下水の動きが極めて遅いため，仮に放射性物質が
地下水に溶け出したとしてもほとんど動かないこと
このような地下深部の特徴を活用し，地層処分にお
ける安全性は，地層（天然バリア）が本来的に備えて

窪　田　　　茂

近年の地球温暖化問題への対策として，世界的に原子力発電の重要性は高まっています。また，エネル
ギー資源に乏しいわが国では，原子力発電で使用した燃料を再処理して再利用可能な燃料を取り出す原子
燃料サイクルの確立が国の方策として進められてきました。この原子燃料サイクルにおいても一般の社会
活動と同様に廃棄物が発生します。2000 年に制定された「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（特
廃法）」により，原子燃料サイクルから発生する高レベル放射性廃棄物は地下 300 mより深い安定な地層
中に処分することが決まり，併せて事業を行う主体として原子力発電環境整備機構（NUMO）が設立さ
れました。ここでは，地層処分事業の概要と，安全な事業推進に向けた技術開発等の取り組み状況につい
て紹介します。
キーワード： 原子燃料サイクル，放射性廃棄物処分，地層処分，多重バリアシステム，事業スケジュール，

概要調査，精密調査

高レベル放射性廃棄物の地層処分
─事業概要及び安全な事業推進に向けた技術的取り組み─

図─ 1　原子燃料サイクルで発生する放射性廃棄物
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いる物質を閉じ込める機能に加えて，人工的な障壁（人
工バリア）を組み合わせた多重バリアシステムにより
確保され，放射性廃棄物を超長期にわたって人間の生
活環境から隔離できるのです。
高レベル放射性廃棄物の地層処分における多重バリ
アシステムの構成を図─ 2に示します。ガラス固化
体は，将来的に地下水と接触しても，放射性物質を地
下水に溶けにくくする役割を担います。ガラス固化体
は，オーバーパックという厚い金属製の容器に封入さ
れます。腐食反応が極めて緩慢な環境条件下において
オーバーパックは，ガラス固化体が地下水と接触する
時期を著しく遅らせる役割を担います。また，オーバー
パックと岩盤の間には，ベントナイトと呼ばれる粘土
質の緩衝材が充填されます。この材料は，水を極めて
通しにくい性質を持っており，地下水と放射性物質の
移動を遅らせる役割を担っています。これら 3つのバ
リアが，人工バリアと呼ばれるものです。

（3）地層処分場の施設構成
地層処分場は，総延長が 200 kmを超えるトンネル
群と地上施設より構成されます（図─ 3）。これは，ガ

ラス固化体を 4万本処分できる施設規模です。また，
地層処分低レベル放射性廃棄物についても，地上施設
の共有，地質環境情報の共有といった効率性の観点か
ら，高レベル放射性廃棄物処分場から適切な離隔を確
保して併置することを基本として検討を進めています。
地層処分場の特徴として，高レベル放射性廃棄物の
場合は，初期の発熱が大きいので人工バリアが温度上
昇によりその期待される性能に有意な影響がないよう
に，ガラス固化体を1本ずつ分散して処分します。この
ため，地下坑道は，断面は小さいものの延長が長く，処
分場の平面的規模が大きくなります。この際，図─ 4に
示すように，ガラス固化体を水平坑道内に定置する方法，
水平坑道から処分孔という竪穴を掘削してそこに定置
する方法を選択肢として考えています。一方，地層処
分低レベル放射性廃棄物の場合は，発熱が小さいので
収納効率を考慮し，比較的大きな断面の地下坑道内に
集積して処分します。このため，処分場の平面的規模は，
高レベル放射性廃棄物の場合と比べて小さくなります。

地上施設のイメージを図─ 5に示します。ガラス
固化体の受入・封入・検査施設，緩衝材の製作・検査
施設を始め，地下施設の建設・操業・閉鎖に必要な施
設等から構成されます。地下施設の建設に伴い，多量
の掘削ズリが発生しますので，それらの仮置場も必要
になります。

（4）段階的なサイト選定と事業の全体スケジュール
地層処分による安全性は，多重バリアシステムによ
り確保することを述べましたが，火山活動や断層活動

図─ 2　多重バリアシステムの例 1）

図─ 3　地層処分場のイメージ

図─ 4　処分方法のオプション（左：横置，右：竪置）1）

図─ 5　地上施設のイメージ 2）
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などによって処分場が直接破壊されるような可能性が
ある場所は避けなければなりません。このため，特廃
法では，処分施設建設地の選定の手順，要件等が規定
されています。選定の手順は，以下の 3段階を踏まえ
て，その都度安全性を確認し，不確実性を低減させな
がら進めていきます。
①文献調査段階（概要調査地区選定段階）
文献などの既存の情報を調査し，地震や火山などの
自然現象による著しい影響がなく，将来にわたってそ
れらが起こる可能性が少ないと見込まれることを確認
した上で，「概要調査地区」を選定します。
②概要調査段階（精密調査地区選定段階）
ボーリング調査や物理探査などの地表からの調査を
行い，坑道の掘削に支障がないことなどを確認した上
で「精密調査地区」を選定します。
③精密調査段階（最終処分施設建設地選定段階）
地下に調査施設を建設し，岩盤調査，地下水調査な
どの精密な調査に加えて実証試験などを行い，最終処
分施設の設置に適していることを確認した上で「最終
処分施設建設地」を選定します。
このように，処分施設建設地の選定を段階的に 20
年間程度かけて行い，建設・操業・閉鎖までの全事業
期間は約100年にも及びます（図─ 6）。このことから，
地域の方々の自主的な判断を尊重することとし，第一
段階の調査を行う候補地を全国の市町村を対象に公募
中です。

2．安全な事業推進に向けた技術的取り組み

地層処分に関する研究開発については，1970 年代半
ばより，国の研究開発機関において開始され，1999 年
には「わが国における高レベル放射性廃棄物の技術的
信頼性」がまとめられ，これによって日本において地
層処分は十分な信頼性をもって可能であることが示さ
れました。これを受け，2000 年に特廃法が制定され，
実施主体としてNUMOが設立され，日本の地層処分

は研究の段階から事業の段階へと移行しました。
地層処分技術のさらなる安全性，信頼性の向上を目
指して，NUMOと国および関連研究機関において引
き続き研究開発が行われています。
国および関連研究機関では，処分事業や安全規制の
基盤となる技術の確立を目指した研究開発（基盤研究
開発）を進めています。基盤研究の一例として，深地
層の研究施設などにおいて，現在は主に精密調査の実
施にむけた研究開発が進められています（図─ 7）。

NUMOでは，図─ 7に示したように，処分事業は
長い期間をかけた 3段階の調査を経て処分施設建設地
を選定することとなっていることから，適切なタイミ
ングで成果が得られるように，段階的に技術の整備を
行っています。
実施主体設立後は，まず，最初のステップである概
要調査地区選定に向けて技術開発を進め，この段階に
必要な技術の整備を完了しています。現在は，次のス
テップである精密調査地区選定に向けて，基盤研究開
発の成果を踏まえた概要調査技術の高度化・実用化・
体系化を行うとともに，概要調査段階において行うボー
リング調査技術の実証などを行っています（図─ 8）。

また，地層処分場の建設段階以降の将来を見据えた
技術開発も着実に進めています。図─ 9は，ガラス
固化体の定置のイメージを示したものです。先に述べ
ましたように，処分方式（横置，竪置）によって定置
方法は異なりますが，いずれの方式でもガラス固化体，

図─ 6　処分事業のスケジュール

図─ 7　処分事業の技術開発スケジュール

図─ 8　 概要調査技術の実証例（左：ボーリング調査，右：地質環境モデル）
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その周囲を覆うオーバーパック，緩衝材を地下の坑道
内に適切に収納する必要があります。これらの技術に
ついては，現在は基盤研究開発で要素試験などが行わ
れています。サイト選定の最終段階では，地下調査施
設の坑道を用いて，実規模・実環境下において定置技
術などの実証を行う予定です。

NUMOでは，設立 10 年を迎える 2010 年度に，安
全な地層処分を実現するための技術の進展状況を取り
まとめた技術レポートを作成し，公表することにして
います。

 

《参考文献》
 1）  原子力発電環境整備機構，高レベル放射性廃棄物地層処分の技術と安
全性，2004

 2）  原子力発電環境整備機構，処分場の概要，2009

［筆者紹介］
窪田　茂（くぼた　しげる）
原子力発電環境整備機構
技術部　処分技術・性能評価グループ
課長

図─ 9　ガラス固化体の定置方法（竪置方式の例）2）
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“紫式部は何でお尻を拭いたか？”
阿　部　新　治

この難題は，私にとってはクソ真面目なテーマであ
る。今から 15 年程前にイギリスのワイルズという数
学者が 300 年間以上も解けなかった「フェルマーの大
定理」という難問を解いて世界の数学界を驚かせた。
小生にとって表題の難問は「フェルマーの大定理」で
ありライフワークの 1つである。
この難題の答としてはいくつか考えられる。①お尻
を拭かなかった。②ワラや木のヘラなどで拭いた。③
紙で拭いた。④水で洗った。⑤麻などの布で拭いた。
本論に入るまえに，そもそもウンコとは何なのか。
人間のウンコは健康状態等によって左右されるが，お
おむね水分 70 ～ 80％，腸内細菌の死骸 10 ～ 25％，
食物の食べカス 10 ～ 15％，その他 8％であるそうだ。
そして，人間は何故“尻を拭くのか？”，排便したあ
とで尻を拭く動物を人間以外に見たことが無い。おそ
らく人間が 2足歩行であること，股関節の直上部に肛
門があること，そして糞に塩分があり少なからず臭う
ため，お尻に付くと不快になることが理由であろう。
以前に登山をしたとき雉打ち（野糞）の後に紙で拭
いたが，完全に拭ききれないため，便の塩分により股
ずれが生じて大変な目にあったのを記憶している。
その点，鶏も犬も猿も尻を拭かない。肛門が股関節
から離れていて股ずれを起こさないからであろう。
小生がトイレに興味を持ったのは，今から 20 年以
上も昔のことである。東京駅近くのブックセンターで
何気なく手にした本に表題の小見出しがあった。確か
「人糞地理学」教授の異名を持つ慶應義塾大学名誉教
授の西岡秀雄氏が著した本ではなかったかと記憶して
いる。西岡教授は仙台生まれでトイレ協会名誉会長で
この道の重鎮である。
本題に入ろう。まず，股ずれの理由から考えると，
答えとして①は可能性が低いと思われる。もしこの
テーマが「紫式部」でなく「吉永小百合」であれば答
えは③と簡単だ。また庶民であれば②であったろう。
しかし，紫式部となると話が複雑になる。紫式部は生
没年が不明だが，西暦 1000 年前後に生きていた人間
であることは源氏物語や紫式部日記などから推察され

ている。
一方，日本で庶民が紙をトイレットペーパーとして
使用しはじめたのは江戸時代頃からで，それも都会を
中心に使用されたにとどまり，地方の庶民は「ワラ」，
「葉っぱ」，“ちゅうぎ”などと呼ばれる「木片」を使
用していたらしい。それほど紙は貴重品であったと思
われる。
紙はもともと中国で発明された。粗雑な紙は紀元前
にも製造されていたが，文字が書けるような滑らかな
紙は紀元 105 年に蔡

さい

倫
りん

が発明したとされている。そし
て，紙の製造法が日本に伝わったのは紀元 610 年で，
高句麗の僧の曇

どん

徴
ちょう

が伝えたと日本書紀に記されてい
る。しかし，製造法が伝わる前に紙自体は日本に輸入
されていたと見られる。
12 世紀の平安時代に源師

もろ

時
とき

の日記である「長秋記」
には大壷紙（今のトイレットペーパー）のことや樋殿
（室内トイレ），樋箱（おまる）のことが記されている。
また同じ時代の絵巻「餓鬼草子」には道端で用便の後
に使われたと見られる紙片や木片が捨てられている。
このことから 12 世紀の宮中や上流階級では尻拭きに
紙を使用していたことが判っている。
インターネットで表題を検索すると，紫式部は用を
足した後に本人又は召使が手で拭き，召使が用意した
手洗桶の水で手を洗ったということになっている。ま
た，下痢をしている場合は綿や麻などの布で拭いて始
末し，貴重な布は再利用したとなっている。
しかし，十

じゅう

二
に

単
ひとえ

を着た紫式部が自分でウンコを拭
くのは困難であると思われる。だからと言って召使が
手で拭くのもウサン臭い。
これらのことから，糞尿法に基づいて総合評価する
と“紫式部は用を足した後に侍女が木ベラで後始末を
していた”という技術提案の評価値が最も高いと考え
ている。
小生もこれまで機会を見つけて色々と調査をしてき
たが“糞闘努力の甲斐も無く”今だに落札技術を特定
していない。

─あべ　しんじ　㈱イスミック　東北支店　技師長─
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1．はじめに

日本は，四方を海で囲まれた島国で，その内の約
70 ～ 80％が山地や丘陵で占められています。そのた
め，平野部は海岸に近い大きな河川流域に存在するの
が多い傾向にあります。さらに，この限られた平野部
も，河川流域や沿岸部を中心に軟弱な地盤が多く堆積
した土地となっているため，古くから狭い平野部を広
げて耕地面積を広げる目的で，干拓や埋め立て等が実
施され，腐植土や有機質土を有する土地が日本各地に
存在しています。
日本では，上記のような限られた平野部に都市機能
や都市間をつなぐネットワーク機構を構築する必要性
から地盤改良が発達してきたものと考えられます。
そして，地盤改良のひとつである『深層混合処理工
法 deep mixing stabilization method』を土木用語大
辞典で調べると以下のような解説がなされています。
（解説文）
地盤改良を目的として地盤の深部を固結する方法。
セメント系や石灰系の固化材と改良対象地盤を強制的
に混合・撹拌して，円柱状の改良体をつくる。各種構
造物の基礎地盤の改良等に用い，連続的に施工すれば，
壁状や格子状に接合した形状の改良体も可能である。
したがって，国内においては，当研究所が開発に携
わったDJM工法（写真─ 1参照）に代表される施工
機械にて先端部が回転撹拌しながら施工深度数m～
数十mの深度に円柱状の地盤改良を施工するという
のが思い浮かぶものと思われます。
当研究所の深層混合処理に関する活動については，
以前の CMI 報告（平成 20 年 6 月号）の中で，2005

年 5 月 23 日～ 25 日にかけて開催された深層混合処理
国際会議「Deep Mixing'05」とその開催以前の国際的
な動向と合わせて御紹介しました。当時の会議は，ス
ウェーデンのストックホルムにおいて開催され，日本
の代表的な深層混合処理工法の CDM工法とDJM工
法の両研究会がメインパートナーとして参画を依頼さ
れ，多数の技術論文を提出・発表するとともに，同時
開催された技術展示会にも展示を行い，技術のアピー
ルを行った次第であります。

2．Deep Mixing 2009 の開催

前回 2005 年の国際会議の最後において，次回の開
催は，2009 年に日本にて行うことが宣言されました。
その後，（独）港湾空港技術研究所の北詰研究主監を実
行委員会委員長とし，両研究会のメンバーを中心とし
た運営委員会と学術委員会を立ち上げ，会議開催に向
けた動きを行ってきました。
当研究所もDJM工法の開発に携わった機関である
とともに，開発後も同工法の技術向上に向けた取り組
みを行っており，DJM工法研究会のメンバーとして
上記委員会に参画してきた次第であります。
そして，数年間に亘って国際会議の準備（全体プロ
グラムの作成，会議場所の決定，会議HPの立ち上げ，
提出論文のチェック，発表者の選定等）を進め，最終
的には，下記の開催期間と場所等にて開催し，会議中
の運営を行ってきました。

「Deep Mixing 2009 Okinawa Symposium」
・期間：2009 年 5 月 19 日～ 21 日
・場所： 沖縄県名護市の万国津梁館

Deep Mixing 2009 報告

横澤　圭一郎・安井　成豊

CMI報告

〈二軸機〉 〈単軸機〉

写真─ 1　DJM施工機械の例
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（2000 年九州・沖縄サミット開催会場）
・共催： （独）港湾空港技術研究所，CDM研究会

施工技術総合研究所，DJM工法研究会
会議は，下記に示す 8つのセッションに分けて行わ
れ，日本を含めた 22 カ国から計 158 名の技術者・研
究者が集まりました。会議では，開催場所の沖縄の正
装であるかりゆしウェアを参加者全員が着用するもの
とし，通常の国際会議とは異なる趣きで各国の新技術
や新たな適用事例など計 53 件の発表や報告がなされ，
会議における質疑応答や晩餐会での歓談等を含め，多
くの情報交換が行われました（写真─ 2～ 4参照）。
Session1：National/Regional Reports
Session2：Projects
Session3：Laboratory Testing
 - International Collaboration -
Session4：Design of the improved ground
Session5：Characteristics of Treated Soils
Session6：New Applications
Session7：New Technologies
Session8：Quality Assurance and Control

今回の国際会議における特徴として，国際顧問委員
会委員長の寺師氏を中心に御尽力され，セッション 3
にて紹介された「国際共同研究」の実施と会議の最後
に実施された「パネルディスカッション」が挙げられ，
その概要を下記に紹介致します。
1）国際共同研究
深層混合処理工法（Deep Mixing）という言葉の下
に集まっていますが，各国にて理解されているDeep 
Mixing という定義は先に示した日本のものと同じで
はなく，日本では浅層混合処理工法に含まれるものや
連続地中壁工法として扱われているものなどもDeep 
Mixing として扱われており，改良体形状も矩形のも
のも入る形となります。
さらに，工事を行う際の調査方法から設計方法およ
び施工管理方法（チェックボーリングの有無やその他
の貫入試験の適当等）の全てに対して各国にて手法や
細かいルール（配合試験におけるサンプル作成方法や
養生温度や時間等）が異なるものとなっています。
そのため，今回の国際共同研究においては，各国に
て実施されている方法を調査するとともに，各国の研
究機関等で世界各国で実施されている各種手法にてそ
れぞれの改良対象土を用いて同じ試験を行い，相互の
試験結果の評価分析をして，会議の中で国際共同研究
成果として発表された次第であります。
このような取り組みは，今後ますます活発となるで
あろう国際的な工事を円滑に進める上で大きな意味を
持つものと思われます。
2）パネルディスカッション
全セッション終了後，次回 2014 年までの 5年間に，
各国が協調してどのような取り組みを行うべきか，ど
のような取り組みの可能性があるのかを参加各国の代
表的な技術者参加によるパネルディスカッションが行
われました（写真─ 5参照）。
対象とする技術範囲としては，深層混合処理を中核

写真─ 2　会議会場と主催者メンバー

写真─ 3　会議発表風景

写真─ 4　晩餐会アトラクション
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としつつ，浅層混合処理や場外処理まで拡大すること
や，品質保証・品質管理の一環としての室内配合試験
法や混合処理プロセスの最適化などが研究ニーズとし
て挙げられました。
そして，①基準や指針，②原位置試験と室内試験，
③各種適用例に関する設計法とモデリング，④安定問
題と環境問題に関するデータベース作成といった課題
について国際ワーキンググループを設置して，活動を
続けていくことが提案され，今後，意見や提案および
参加希望等の調整を図っていくことが確認された次第
であります。
また，会議後の 5月 22 日には羽田空港のD滑走路
拡張工事などの工事現場を視察するテクニカルツアー
も行い（写真─ 6参照），無事に全ての会議プログラ
ムを終えることができました。

会議閉会時において，次回開催時期および開催国と
して 2014 年に米国にて会議を行うことが宣言され，
再び，数年後にはそれに向けた題材探しと論文作成が
始まるものと思われます。

3．おわりに

短い開催期間の中で多くの方に発表していただく機
会を設けるプログラムとしたため，会議終了時間が夜
7時過ぎまで及ぶ日もありました。しかし，会議自体
は最後まで熱心に発表と質疑応答が繰り返され，日本
国内で開催した国際会議として成功裏に終えられたも
のと思います。
これも，深層混合処理工法が単に世界の一部の地域
で必要とされた工法から，その適用範囲と用途の拡大
と共に，世界の多くの国と地域において必要とされる
工法に発展してきたためと考える次第であります。
すでに，海外に向けた展開もされてきておりますが，
国内で培ってきた技術をさらに発展させながら，世界
に対して活躍の場を拡げられるように微力ながら応援
する次第であります。

 

写真─ 5　パネルディスカッション

写真─ 6　テクニカルツアー

安井　成豊（やすい　しげとよ）
㈳日本建設機械化協会
施工技術総合研究所
研究第一部　次長

［筆者紹介］
横澤　圭一郎（よこざわ　けいいちろう）
㈳日本建設機械化協会
施工技術総合研究所
研究第一部　部長
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アスファルトフィニッシャの変遷（その 8）

第 8章　アスファルトフィニッシャの加熱装置の変遷
アスファルトフィニッシャの加熱装置は主にスクリー

ドを加熱して，アスファルト合材を敷きならす時になめ
らかで均一な仕上がり面を得るためのものである。加熱
装置には軽油式とプロパンガス（以下LPガス）式また
電気式などがあり，以下にアスファルトフィニッシャ誕
生当時の加熱方式から現在の加熱方式までを紹介する。

（1）国産アスファルトフィニッシャの加熱装置
昭和 34 年頃より各社のアスファルトフィニッシャ
が出揃ったが，当時の加熱装置は軽油バーナによるも
のと LPガスバーナによるものとがあった。
（a）軽油バーナ
昭和 34 年（1959 年）に誕生した住友機械工業㈱
のHA35 や昭和 35 年（1960 年）の新三菱重工業㈱の
AF-1 は軽油バーナを採用した。図 8─ 1はその後昭
和 41 年（1966 年）三菱重工業㈱MF-1 に採用した軽
油バーナの構造を示す。また写真 8─ 1は軽油バー
ナを搭載したNF40B のスクリードを示す。
当時の軽油バーナは空気を強制的に送るブロワ等も
装備されていたが，操作方法は手動式で，先ず電気式
のグロープラグを使用し，それが赤熱したら，燃料コッ
クを開いて軽油を噴霧し，火がついたら直ぐにブロワの
スイッチを入れるというものであった。燃料が軽油であ
ることもあって，燃焼状態が悪く不完全燃焼で黒煙が出

易く，スクリードが黒くすすけていることが多かった。
（b）LPガスバーナ
① LPガス式ラインバーナ
昭和 35 年（1960 年）に㈱新潟鐵工所で初めて作っ
た NF35 は LP ガスによるラインバーナと言われる
ヒータでスクリードプレートを加熱していた。ライン
バーナの構造は図 8─ 2のようにスクリードプレート
上に設けたパイプに小さな穴を沢山開け，その穴から
ミキサで空気と混合した LPガスを噴出し，それを燃
焼させる構造であった。このバーナはスクリード内の
空気だけで燃焼するため，酸欠になったり，風で消え

機械部会　路盤・舗装機械技術委員会　舗装機械変遷分科会

図 8─ 1　三菱重工業㈱　MF-1 に採用した軽油バーナ

写真 8─ 1　軽油バーナを搭載したNF40Bのスクリード

写真 8─ 2　ラインバーナ装着の㈱新潟鐵工所　NF35

図 8─ 2　ラインバーナ模式図
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たりすることがあり，燃焼状態はよくなく，数年後に
は軽油バーナへと移行していった。写真 8─ 2はラ
インバーナを装備した㈱新潟鐵工所のNF35 を示す。
②トーチ式 LPガスバーナ
昭和 50 年（1975 年）三菱重工業㈱はMF36W で
トーチ式の LPガスバーナを採用した。前述のライン
式 LPガスバーナや軽油式バーナに比べて燃焼状態が
よく，現在も一部の小型機には採用されている。図 8

─ 3にトーチ式 LPガスバーナの構造を示す。

昭和 55 年頃に各社が伸縮スクリードを開発した。
伸縮スクリードは，前後 2列の構造上，できるだけ小
型にする必要があるため，トーチ式 LPガスバーナを
各社が採用した。このバーナはイグナイタを備え，着
火を容易にした。同時に煙道等を工夫して，スクリー
ド全体を均一に加熱できるよう設計されていた。写真
8─ 3はトーチ式 LPガスバーナを搭載した住友建機
㈱ HA40Wを示す。

③ LPガス式赤外線ヒータ
昭和 60 年（1985 年）には，範多機械㈱が赤外線ヒー
タを装備したスクリード（写真 8─ 4）を発売した。
赤外線ヒータは赤外線の熱でスクリードの底板を加熱
するため極端な温度上昇がなく，路上再生工事や寒冷
地などスクリード板の温度が不安定な現場では作業終

了時までの連続加熱が可能であり，安定した温度管理
が容易に行えた。
④熱風式 LPガスヒータ
平成に入ってアスファルトフィニッシャのハイテク
化が進む中で，加熱装置も自動温度制御や熱風加熱方
式等へ進化していった。
平成 7年（1995 年）に新キャタピラー三菱㈱が発
売したMF60D シリーズより中型機に採用した熱風
式 LPガスヒータの構造を図 8─ 4に示す。オプショ
ンで自動温度制御を行うこともできる。写真 8─ 5

は熱風ヒータを搭載した㈱新潟鐵工所　NFB63W-
KBDMを示す。

⑤寒冷地用熱風式 LPガスヒータ
平成 10 年（1998 年），住友建機㈱は寒冷地用とし
て外気温の低下から起こる合材の温度低下による舗装
面の表面仕上がり不良やスクリードへの合材付着，流

図 8─ 3　トーチ式 LPガスバーナ

写真 8─ 3　住友建機㈱　 HA40W

写真 8─ 4　範多機械㈱　赤外線ヒータ

図 8─ 4　熱風式 LPガスヒータ模式図

写真 8─ 5　㈱新潟鐵工所　熱風ヒータ搭載NFB63W-KBDM
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れ込み不良を解消するため熱風 SSP 仕様と呼ばれる
寒冷地向けのスクリードを発売した。図 8─ 5に熱
風 SSP 仕様の方式を示す。この加熱システムでは自
動温度制御式でスクリードプレートだけでなくタンパ
やストライクオフ，更にデフレクタやサイドプレー
トまでも加熱できるように熱風を導いた。写真 8─ 6

はそれを搭載したHA60Wである。

（2）輸入アスファルトフィニッシャの加熱装置
（a）電気式ヒータ
フェーゲル（独）は，製作開始時より，加熱装置は
電気式であった。日本国内では昭和 47 年（1972 年）
の S2000TV 輸入時にこの電気ヒータ装置が紹介され
た。当時の電気加熱装置は写真 8─ 7のようにスク

リード板を加熱する I字型電気ヒータが取付けられて
いた。
昭和 54 年（1979 年）にフェーゲル（独）　S1502TV
型の伸縮スクリードが輸入されるようになってから，
写真 8─ 8のようにタンパバーにも電気ヒータが内
蔵されるようになった。

スクリードとタンパの同時加熱により，舗装表面の
仕上げがよりよくなった。
平成 15 年（2003 年）より製造されたAB500 及び
AB600 型スクリードの電気ヒータは，写真 8─ 9の
ようにU字型になりスクリードの隅々までの加熱が
可能になった。同時期に左右のサイドプレートにも電
気ヒータ装置（写真 8─ 10）が装備されるようになり，
スクリードの両サイドまで加熱が可能となった。

写真 8─ 6　住友建機㈱　HA60W

図 8─ 5　 熱風 SSP仕様のスクリード内熱風の流れ

写真 8─ 7　スクリード板を加熱する I 字型電気ヒータ

写真 8─ 8　タンパバーに内蔵された電気ヒータ

写真 8─ 9　AB500 および AB600 の U字型電気ヒータ

写真 8─ 10　サイドプレート電気ヒータ
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第 9章　アスファルトフィニシャの操作方法の変遷
アスファルトフィニッシャは，誕生当時機械式駆動
で速度変速やホッパの開閉など全ての操作がレバー式
であったが，その後油圧式駆動に変わり，スイッチ操
作となった。更にコンピュータによる自動制御へと進
化し，操作方法も大きく変わっていった。以下にその
変遷を紹介する。

（1）誕生当時（1950年代）の操作方式
昭和31年（1956年） 東京工機㈱が製作したTK-6（写

真 9─ 1）はバーバーグリーン 873（写真 9─ 2）を
モデルとし，左側にあった運転席を右側に設置した。
また，住友機械工業㈱のHA35（写真 9─ 3）はブロー

ノックス　PF65 をモデルとして開発された。このよ
うに国内機が誕生した当初は海外機がモデルとなって
おり，その操作方法についても同じ方法を採った。た
だ運転席は右側に移動したメーカとそのまま左側とし
たメーカと様々であった。操作のスタイルもトラクタ
を操作する人（以下オペレータと言う）と舗装厚さを
操作するスクリードマンの 2名で，基本的には現在と
同じ運転操作であった。走行操作やコンベヤをはじめ
とした各作業装置の操作は全て，レバー式であった。

（2）1970年代の操作方式
1970 年代後半に入ると，施工幅員 4.5 m クラスの
アスファルトフィニッシャではオペレータが左右どち
ら側でも運転が可能となるよう各社が工夫し，三菱重
工業㈱MF45W（写真 9─ 4）のように油圧バルブを
中央に配置し，その操作レバーは左右両側に設けられ，
左右どちらの運転席からでも操作できるようになって
いた。

また，昭和 51 年（1976 年）には，㈱新潟鐵工所よ
りエンジンを車体の中に格納し前方の視界をよくした
NF220（写真 9─ 5）が発表された。この機械も前述
のMF45Wと同様に左右どちらの運転席でも操作が
できるようになっていた。

写真 9─ 3　住友機械工業㈱　HA35

写真 9─ 2　バーバーグリーン（米）　873

写真 9─ 1　東京工機㈱　 TK-6

写真 9─ 4　三菱重工業㈱　MF45W

写真 9─ 5　㈱新潟鐵工所　NF220
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（3） 1970年代後半から 80年代の操作方式（小型
機のワンマン化）

このころになると小型機へのワンマン化の要求が強
くなってくる。
昭和 52 年（1977 年）範多機械㈱より，ワンマンで
操作ができるクローラ式ミニアスファルトフィニッ
シャAF200C（写真 9─ 6）が発売された。

1980 年代に入ると，ワンマンオペレーションの要求
に対応し，昭和 59 年（1984 年）に三菱重工業㈱より
コントロールボックス移設によりワンマンでの運転が
可能なMF30FV（写真 9─ 7）が発売され，昭和 60
年（1985 年）には，ワンマン専用のMF24を発売した。

（4）1990年代の操作方式
（a）中型機の油圧化によるスイッチ操作と運転席
1990 年代に入ると，アスファルトフィニッシャの
全油圧化に伴い操作も全てスイッチ操作となり，運転
席も左右スライド式となった。（写真 9─ 8，9）
（b）ハイテクアスファルトフィニッシャ
特殊な例として平成のバブル景気の中で，オペレー
タ不足解消策として㈱新潟鐵工所より平成 2年（1990
年）に，フルキャビンを装備し難しい舗装作業は全て
コンピュータが行い，オペレータはキャビン内でタッ
チパネルを見ながら簡単な操作をするだけで舗装が行
えるセントーレ 21（写真 9─ 10）を発表し，話題を
集めた。

（c）ミニアスファルトフィニッシャの操作方式
平成 5 年（1993 年）には，範多機械㈱よりミニア

スファルトフィニッシャでワンマン操作時にオペレー
タが無理な姿勢にならず操作を行えるようハンドルと
主スイッチパネルがチルト＆スライド式のF31CD（写
真 9─ 12）が発表された。

写真 9─ 6　範多機械㈱　AF200C

写真 9─ 7　三菱重工業㈱　MF30FV

写真 9─ 8　住友建機㈱　HA60W

写真 9─ 9　三菱重工業㈱　MF61WD

写真 9─ 10　㈱新潟鐵工所　セントーレ 21

写真 9─ 11　セントーレ 21　運転席タッチパネル



建設の施工企画　’10. 2 91

（5）2000年代の操作方式
平成 19 年（2007 年）以降，ステアリング制御を含
めた情報化施工に対応する高度な技術がフェーゲル製
アスファルトフィニッシャに採り入れられるように
なった（写真 9─ 13，14）。

 

参考文献
建設の機械化（建設の施工企画）
建設機械
舗装
日本建設機械要覧

写真提供
鹿島道路㈱
大成ロテック㈱
東亜道路工業㈱
日本道路㈱
㈱NIPPO
前田道路㈱
ヴィルトゲンジャパン㈱
キャタピラージャパン㈱
住友建機㈱
範多機械㈱

写真 9─ 12　範多機械㈱　F31CD

チルト

スライド

写真 9─ 14　フェーゲル（独）　ERGO PLUSスクリード部パネル

写真 9─ 13　フェーゲル（独）　ERGO PLUS運転席パネル
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建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 02 年 03 年 04 年 05 年 06 年 07 年 08 年 08 年
11 月 12 月 09 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月

総　   　 額 8,667 10,444 12,712 14,749 17,465 20,478 18,099 812 708 506 397 528 515 386 464 663 594 850 767 991
海 外 需 要 4,301 6,071 8,084 9,530 11,756 14,209 12,996 470 504 268 161 258 333 210 239 452 391 518 543 738
海外需要を除く 4,365 4,373 4,628 5,219 5,709 6,268 5,103 342 204 238 236 270 182 176 225 211 203 332 224 253

（注）2002 ～ 2004 年は年平均で，2005 ～ 2008 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2008 年 11 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査

建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2002 年 129,862 80,979 11,010 69,970 36,773 5,468 6,641 86,797 43,064 146,863 145,881
2003 年 125,436 83,651 12,212 71,441 30,637 5,123 5,935 86,480 38,865 134,414 133,522
2004 年 130,611 92,008 17,150 74,858 27,469 5,223 5,911 93,306 37,305 133,279 131,313
2005 年 138,966 94,850 19,156 75,694 30,657 5,310 8,149 95,370 43,596 136,152 136,567
2006 年 136,214 98,886 22,041 76,845 20,711 5,852 10,765 98,795 37,419 134,845 142,913
2007 年 137,946 103,701 21,705 81,996 19,539 5,997 8,708 101,417 36,529 129,919 143,391
2008 年 140,056 98,847 22,950 75,897 25,285 5,741 10,184 98,836 41,220 129,919 142,289

2008 年 11 月 8,015 6,067 1,143 4,924 1,259 457 232 5,803 2,212 133,514 11,014
12 月 8,942 6,447 1,149 5,298 2,315 423 － 243 6,224 2,718 128,683 13,628

2009 年  1 月 5,789 4,138 715 3,423 1,248 374 29 3,758 2,031 125,703 9,300
2 月 9,168 5,968 1,269 4,699 2,476 472 251 5,765 3,402 123,985 11,178
3 月 15,863 8,455 1,563 6,892 6,394 652 362 9,160 6,703 121,164 17,732
4 月 5,628 4,201 932 3,269 856 454 117 3,619 2,009 115,323 12,276
5 月 4,548 3,120 783 2,337 815 429 185 2,703 1,845 112,001 8,611
6 月 8,697 5,501 979 4,522 1,788 463 946 6,332 2,365 110,113 11,237
7 月 6,609 4,488 1,409 3,079 1,549 407 165 4,496 2,112 111,954 7,569
8 月 6,943 4,741 1,132 3,609 1,285 455 462 4,714 2,230 109,318 8,933
9 月 14,865 11,062 1,141 9,921 2,548 742 512 11,078 3,787 112,322 11,689
10 月 6,216 3,794 610 3,183 1,827 387 208 3,604 2,611 111,239 7,536
11 月 7,087 4,519 648 3,872 1,610 560 398 4,605 2,483 ― ―
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■ 機 械 部 会

■路盤・舗装機械技術委員会・安全環境分
科会
月　日：12 月 1 日（火）
出席者：戸川裕文分科会長ほか 8名
議　題：①アスファルトプラントの事故
事例集まとめ　②日本アスファルト合
材協会との意見交換について　③その
他

■油脂技術委員会・グリース分科会
月　日：12 月 9 日（水）
出席者：田路浩分科会長ほか 10 名
議　題：①グリースオンファイル化と普
及に向けたアクションプランの作成　
②その他

■油脂技術委員会・JCMAS油脂規格普及
促進協議会運営委員会
月　日：12 月 9 日（水）
出席者：三本信一委員長ほか 11 名
議　題：① 2008 年度オンファイル化に
関する報告　②作動油規格（HK，
HKB）の普及活動について　③グリー
スのオンファイル化に向けた協議会組
織変更について　④その他

■トンネル機械技術委員会・掘削ずり有効
利用分科会
月　日：12 月 9 日（水）
出席者：川本伸司分科会長ほか 8名
議　題：①今後の進め方と報告書目次案
についての検討　②各委員担当資料内
容の検討　③その他

■コンクリート機械技術委員会
月　日：12 月 10 日（木）
出席者：大村高慶委員長ほか 5名
議　題：①コンクリートポンプ総合改善
委員会への資料説明　② JIS　A8612
の見直しについて　③コンクリート機
械の変遷について　④その他

■路盤・舗装機械技術委員会・舗装機械変
遷分科会
月　日：12 月 11 日（金）
出席者：戸川裕文分科会長ほか 11 名
議　題：①アスファルトフィニッシャの
変遷についての校正　②その他

■機械部会・技術連絡会
月　日：12 月 14 日（月）
出席者：青柳幸雄部会長ほか 36 名
議　題：①建設施工における環境保全
への取組み　②「REACH」の最新状

況について　③バイオディーゼル燃
料（BDF）について　④ハンドガイ
ドローラのホールドツウランに関する
アンケート調査結果の報告　⑤クリー
ンエネルギー建機の燃料測定標準作成
WGの報告　⑥工事現場見学報告 1）
既存場所打ち杭の撤去工法「Re・ボー
ン工法」2）小田急線立体交差シール
ドトンネル工事

■トンネル機械技術委員会・山岳品質・安
全確保分科会
月　日：12 月 16 日（水）
出席者：坂下誠分科会長ほか 9名
議　題：①作成資料の内容討議　②次回
の進め方について　③その他

■基礎工事用機械技術委員会　幹事会
月　日：12 月 16 日（水）
出席者：青栁隼夫委員長ほか 7名
議　題：①分科会改訂版資料のリリース
方法の検討　②A・B分科会の概説シー
ト完成目標について　③新委員の紹介
④現場見学会について　⑤その他

■基礎工事用機械技術委員会・技術変遷調
査分科会 Aチーム
月　日：12 月 16 日（水）
出席者：鈴木勇吾分科会長ほか 7名
議　題：①工法概説シートの検討につい
て　②その他

■基礎工事用機械技術委員会・技術変遷調
査分科会 Bチーム
月　日：12 月 16 日（水）
出席者：村手徳夫副分科会長ほか 5名
議　題：①工法概説シートの検討につい
て　②その他

■建築生産機械技術委員会
月　日：12 月 17 日（木）
出席者：石倉武久委員長ほか 6名
議　題：①委員会活動報告と今後の活動
について　②高所作業車の C規格 JIS
化について　③その他

■除雪機械技術委員会・ロータリ除雪車分
科会
月　日：12 月 17 日（木）
出席者：久村公秀分科会長ほか 3名
議　題：① JIS　D6509 ロータリ除雪車
の性能試験方法における補正方法の
検討　②ロータリ除雪車性能試験の
JCMAS化について　③その他

■トラクタ技術委員会
月　日：12 月 18 日（金）
出席者：斉藤秀企委員長ほか 4名
議　題：①低燃費型建機指定制度につい
ての経過報告　② JCMAS燃費測定標
準改訂の経過報告　③安全対策の事例
紹介　④ IT 施工の事例紹介　⑤その
他

■ 製 造 業 部 会

■製造業部会・機械部会　小幹事会
月　日：12 月 1 日（火）
出席者：溝口孝遠幹事長ほか 7名
議　題：①次期排気ガス規制に伴う国交
省指定制度についての要望意見の取り
まとめ検討　②国交省の軽油使用の原
則化についての意見の取りまとめ検討
③その他

■業種別合同部会（製造業部会・建設業部
会・レンタル業部会・商社部会・専門工
事業部会・施工部会と合同）
月　日：12 月 15 日（火）
出席者：溝口孝遠幹事長ほか 48 名
議　題：①クリーンエネルギー建機への
取組み　②クリーンエネルギー建機の
燃料測定標準作成WGの報告　③建
設施工における土木研究所の取組み　
④建機レンタル業の動向とこれからの
方向　⑤情報化施工普及促進活動にお
けるいくつかの課題　⑥災害復旧技術
委員会の活動について　⑦第 10 回北
京国際建設機械見本市の報告

■ 建 設 業 部 会

■三役会
月　日：12 月 2 日（水）
出席者：坪田章部会長ほか 4名
議　題：① 12 月 15 日業種別合同部会報
告議題について　②協会創立 60 年史
の掲載事項について　③その他

■業種別合同部会
月　日：12 月 15 日（火）
出席者：坪田章部会長ほか 48 名
議　題：製造業部会記載事項と同様

■ 商 社 部 会

■商社部会
月　日：12 月 15 日（火）
出席者：橘知久部会長ほか 5名
議　題：①講演会について　②HPの構
築について　③その他

■業種別合同部会
月　日：12 月 15 日（火）
出席者：橘知久部会長ほか 48 名
議　題：製造業部会記載事項と同様

■レンタル業部会

■業種別合同部会
月　日：12 月 15 日（火）
出席者：外村圭弘部会長ほか 48 名

…行事一覧…
（2009 年 12 月 1 日～ 31 日）
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議　題：製造業部会記載事項と同様

■ CP車総合改善委員会

■第一分科会
月　日：12 月 3 日（木）
出席者：宇治公隆分科会長ほか 7名
議　題：①討議成果の報告書作成　②そ
の他

■ 各 種 委 員 会 等

■機関誌編集委員会
月　日：12 月 2 日（水）
出席者：太田宏委員長代行ほか 24 名
議　題：①平成 22 年 3 月号（第 721 号）
の計画の審議・検討　②平成 22 年 4
月号（第 722 号）の素案の審議・検討
③平成 22 年 5 月号（第 723 号）の編
集方針の審議・検討　④平成 21 年 12
～ 22 年 2 月号（第 718 ～ 720 号）の
進捗状況の報告・確認

■建設経済調査分科会
月　日：12 月 15 日（火）
出席者：山名至孝分科会長ほか 6名
議　題：①平成 22 年 1 月号原稿の検討
■新機種調査分科会
月　日：12 月 22 日（火）
出席者：渡部務分科会長ほか 6名
議　題：①新機種情報の検討・選定　　
②技術交流・討議―VTR（体脂肪の話・
パラケルスス）

■ 北 海 道 支 部

■情報化施工推進検討WG事務局会議
（4-2）
月　日：12 月 2 日（水）
場　所：㈳日本建設機械化協会北海道支
部
出席者：沖野座長ほか 7名
内　容：① PRパンフレットの作成につ
いて　②講演者・パネリスト等依頼に
ついて　③ PR手法について　④シナ
リオについて　⑤ポスターセッション
について　⑥その他

■平成 22年度大規模津波防災総合訓練の
実施に向けた防災講演会
月　日：12 月 8 日（火）
場　所：札幌第 1合同庁舎　2F　講堂
内　容：①想定される十勝沖・釧路沖地
震と被害想定について　②防災機関は

何を発信すべきか～マスコミから見た
求められる防災情報～　③防災機関に
おける災害対応の強化と課題

参加者：熊谷支部長ほか 3名
■平成 22年度大規模津波防災総合訓練　
第 1回訓練準備会
月　日：12 月 21 日（月）
場　所：札幌第 1合同庁舎　2F　講堂
内　容：①訓練概要と訓練テーマについ
て　②訓練準備会の設置及び作業方法
について　③訓練準備会における作業
スケジュールについて　④その他

参加者：近藤企画部会副部会長ほか 2名

■ 東 北 支 部

■企画部会
平成 21 年度東北支部第 2回運営委員会
日　時：12 月 1 日（火）
場　所：KKRホテル仙台
出席者：鈴木支部長ほか 21 名
議　題：①平成 21 年度事業（上期）報
告　②平成 21 年度事業決算（上期）
報告　③平成 21 年度事業（下期）計
画　④平成 21 年度会員動向　⑤その
他

■広報部会
平成 21 年度第 3 回「EE 東北」実行委
員会

日　時：12 月 1 日（火）
場　所：宮城県建設産業会館
出席者：東北地方整備局川島直樹企画部
長ほか 34 名

議　題：①「EE 東北 '09」決算報告　
②「EE 東北 '10」実施方針（案）　　
③今後の予定

■施工部会
「ゆきみらい 2010 in 青森」
日　時：12 月 2 日（水）
場　所：東北地方整備局会議室
出席者：東北地方整備局企画部寺館和夫
機械施工管理官ほか 6名

議　題：「ゆきみらい 2010 in 青森」実
施について　

■施工部会
日　時：12 月 4 日（金）
場　所：KKRホテル仙台
出席者：山田一彦部会長ほか 16 名
議　題：①平成 21 年度除雪講習会の実
施報告　②平成 21 年度下期活動方針
について　③その他

■広報部会
日　時：12 月 21 日（月）
場　所：東北支部会議室
出席者：阿部新治部会長ほか 5名
議　題：①支部たより 158 号編集計画に

ついて　②支部たより 159 号原稿執筆
依頼計画について

■ 北 陸 支 部

■北陸情報化施工研究会
月　日：12 月 8 日（火）
場　所：北陸地方整備局会議室
参加者：三日月事務局長
議　題：北陸情報化施工研究会の活動方
針と取組について

■機械設備工事検討会
月　日：12 月 10 日（木）
場　所：新潟県建設会館
参加者：北陸地方整備局三輪忠男技術開
発調整官ほか 15 名
議　題：①最近の建設行政の動向等につ
いて　②機械設備工事における諸問題
の検討

■建設技術報告会実行委員会
月　日：12 月 18 日（金）
場　所：北陸地方整備局会議室
参加者：榎紀洋普及部会委員
議　題：建設技術報告会実施報告
■けんせつフェア in 北陸幹事会
月　日：12 月 18 日（金）
場　所：北陸地方整備局会議室
参加者：上杉修二広報委員長
議　題：けんせつフェア in 北陸 2009 実
施報告

■ 中 部 支 部

■ 「建設技術フェアー 2010 in 中部」事務
局会議に出席
月　日：12 月 2 日（水）
出席者：五嶋政美事務局長出席
議　題：「建設技術フェアー 2010 in 中
部」の実施について

■広報部会
月　日：12 月 14 日（月 )
出席者：西脇恒夫広報部会長ほか 8名
議　題：中部支部だより　第 69 号　編
集会議

■ 関 西 支 部

■建設技術展 2009近畿　出展
月　日：12 月 2 日（水）～ 3日（木）
場　所：マイドーム大阪
入場者：13,548 名
テーマ：「情報化施工の普及促進」

■平成 21年度特定特殊自動車立入検査技
術講習会
月　日：12 月 11 日（金）
場　所：日立建機㈱日本事業部

…支部行事一覧…
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参加者：25 名
内　容：①オフロード用ガソリンエンジ
ンについて　②オフロード用ディーゼ
ルエンジンについて　③アイドリング
排出ガス測定の手引きについて　④無
負荷急加速黒煙測定とアイドリング排
出ガス測定（実地講習）　⑤オフロー
ド法の概要について　⑥立入検査実施
要領について

■広報部会
月　日：12 月 15 日（火）
場　所：関西支部会議室
出席者：安田佳央広報部会長ほか 5名
議　題：①前回以降の実施結果報告　 
②建設技術展 2009 近畿の実施結果に
ついて　③平成 21 年度施工技術報告
会について　④「JCMA関西」第 96
号の発刊について　⑤その他

■建設用電気設備特別専門委員会（第 360

回）
月　日：12 月 17 日（木）
場　所：中央電気倶楽部　316 号室
議　題：①「建設用負荷設備機器点検保
守のチェックリスト」の検討　②「建
設用電気設備の接地工事指針」修正
（案）の再審議

■ 中 国 支 部

■運営委員会
月　日：12 月 1 日（火）
場　所：国際教育センター

出席者：河原能久支部長ほか 23 名
議　題：① 21 年度上半期事業報告承認
の件　② 21 年度上半期経理概況報告
の承認の件　③ 21 年度下半期事業計
画について

■建設技術フォーラム・土研新技術ショー
ケース 2009 in 広島
月　日：12 月 2 日（水）
場　所：広島YMCAホール
支部出展内容：①水道水圧駆動システム
㈱東京建設コンサルタント　②長距離
水路トンネル調査ロボット　復建調査
設計㈱　③コンクリートの表面保護工
法「スケルトンコーティングシリーズ」
新光産業㈱・㈱エムビーエス共同展示
④情報化施工の実際　施工技術総合研
究所・㈱ジツタ中国共同展示

■第 5回部会長会議
月　日：12 月 10 日（木）
場　所：広島YMCA会議室
出席者：髙倉寅喜部会長ほか 10 名
議　題：①第 59 回支部通常総会につい
て　②次期支部中期事業計画について
③情報化施工の取組状況と今後のすす
め方等について　④その他懸案事項及
び行事報告について

■ 四 国 支 部

■バックホウ遠隔運転講習会の開催
月　日：12 月 9 日（水）～ 11 日（金）
場　所：四国技術事務所屋外試験所

参加者：受講者 14 名
内　容：災害復旧現場の 2次災害防止の
ために導入される遠隔操縦式建設機械
の運転要員確保を目的とするもので，
0.5 日あたり 2 ～ 3 人パーティで下記
内容について実施した。　①遠隔操縦
式建設機械の基礎知識（座学）　②バッ
クホウによる遠隔運転（実技）

■ 九 州 支 部

■企画委員会
日　時：12 月 16 日（水）
出席者：相川亮委員長ほか 8名
議　題：①支部長交代に伴う運営委員選
任の書面表決結果について　②建設機
械化功労者表彰規定改正について 　
③施工技術発表会開催について

■臨時支部総会
日　時：12 月 16 日（水）
出席者：古川恒雄支部長ほか 71 社
議　題：運営委員の選任について
■建設行政講演会
日　時：12 月 18 日（金）
場　所：福岡建設会館
参加者：支部会員等 62 名
演題・講師：①国土交通行政の最近の動
向と話題…九州地方整備局　企画部長
清水亨氏　②河川行政の最近の動向…
九州地方整備局　河川調査官藤巻浩之
氏　③道路行政の最近の動向…九州地
方整備局　道路調査官西尾崇氏

■「建設の施工企画」投稿のご案内■
─社団法人日本建設機械化協会「建設の施工企画」編集委員会事務局─

　会員の皆様のご支援を得て当協会機関誌
「建設の施工企画」の編集委員会では新し
い編集企画の検討を重ねております。その
一環として本誌会員の皆様からの自由投稿
を頂く事となり「投稿要領」を策定しまし
たので，ご案内をいたします。
　当機関誌は 2004 年 6 月号から誌名を変
更後，毎月特集号を編成しています。建設
ロボット，建設 IT，各工種（シールド・
トンネル・ダム・橋等）の機械施工，安全
対策，災害・復旧，環境対策，レンタル業，
リニューアル・リユース，海外建設機械施
工，などを計画しております。こうした企
画を通じて建設産業と建設施工・建設機械
を取り巻く時代の要請を誌面に反映させよ

うと考えています。
　誌面構成は編集委員会で企画いたします
が，更に会員の皆様からの特集テーマをは
じめ様々なテーマについて積極的な投稿に
より機関誌が施工技術・建設機械に関わる
産学官の活気あるフォーラムとなることを
期待しております。

　（1）投稿の資格と原稿の種類：
　本協会の会員であることが原則ですが，
本協会の活動に適した内容であれば委員会
で検討いたします。投稿論文は「報文」と
「読者の声」（ご自由な意見，感想など）の
2種類があります。
　投稿される場合はタイトルとアブストラ

クトを提出頂きます。編集委員会で査読し
採択の結果をお知らせします。
　（2）詳　　細：
　投稿要領を作成してありますので必要の
方は電子メール，電話でご連絡願います。
また，JCMAホームページにも掲載して
あります。テーマ，原稿の書き方等，投稿
に関わる不明な点はご遠慮なく下記迄お問
い合わせ下さい。
社団法人日本建設機械化協会「建設の施工
企画」編集委員会事務局
Tel：03（3433）1501, Fax：03（3432）0289, 
e-mail：suzuki@jcmanet.or.jp
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編 集 後 記

昨年暮の 3ヶ月予報では，今冬は
平年より高めの気温で降雪量も少な
いと言われていましたが，その後年
末から強い寒波が来て日本海側を中
心に大雪となり九州や四国の各地で
も記録的な積雪を記録しています。
この大寒波は日本だけではなく北半
球全域を襲っており，北米やアジア，
ヨーロッパの各地で数 10 年ぶりと
いう低温を記録しているようです。
東京では 2年ぶりに氷点下の気温を
観測したという報道で，初めてこの
2年間は零度以下に下がらなかった
ことに気が付かされました。
今回の寒波は，北極振動という現

象により北極圏からの寒気の吹き出
しが強まったためという分析が気象
庁から発表されています。北極振動
は，よく知られているエルニーニョ
などと同様に気象に影響を与える自
然現象で，短い複雑な周期で変動す
る北極圏の気圧にともなって北半球
が寒暖を繰り返すものといわれてい
ます。最近温暖モードから冷却モー
ドに切替わり今後 20 年～ 30 年涼し
い気候が続くと予想している学者も
いるようです。
ところが，大寒波が続いていたか

と思うと突然 3月下旬～ 5月上旬並
というポカポカ陽気が 3日間程度続
き，北海道では観測史上最高の気温

を記録したところもあるようです。ま
た，冬季オリンピック開催まで1ヶ月
を切ったバンクーバーでは暖かい日
が続き，競技会場で雪が不足してし
まったため，雪を運び込んでコース
の整備に必死に取組んでいる様子が
伝えられていました。気象現象も様々
な自然現象にCO2の増加などの人為
的な要素が加わって非常に複雑な様
相を見せているのかもしれません。
今月号は「地盤改良特集」です。

地震大国の日本で安全に構造物を建
設するためには基礎となる地盤の信
頼性が重要です。ところが日本の都
市の多くは軟弱地盤の上に発達して
いるといわれ，構造物の安全を確保
するためには地盤改良は大変重要な
技術といえます。
私にとって「地盤改良」は専門外

ですが，これまで多少の知識は持っ
ているつもりでした。ところが，今回
の企画を行うまでは地盤改良工法に
これほど多くの種類があるとは思っ
ておりませんでした。地盤は場所に
より千差万別であり，建造物もまた
様々な形状や目的があります。直接
眼で見たり触れたりすることのでき
ない地中で必要な強度を確実に得る
ためには，状況に応じた多種多様で
高度な技術が必要なのだと思います。
最後になりますが，ご多忙中にもか

かわらず御執筆頂いた執筆者の方々
には心から厚く御礼申し上げます。
 （藤永・星野）

3 月号「情報化施工特集」予告
・情報化施工の本格普及に向けた取り組み
・情報化施工を利用した監督・検査と取得データの利活用手法の研究
・建設 ITCの導入への取り組み
・土木研究所における情報化施工関連プロジェクトの紹介
・情報化施工の本格普及に向けた環境整備　レンタル機械の配備と今後の動向
・情報化施工の本格普及に向けた環境整備　人材育成
・ドイツにおける ITCを利用した締固め管理技術
・米国における舗装の締固め管理技術の動向と ICT技術の活用
・大規模工事における情報化施工の導入事例 ～京極発電所上部調整池工事～
・中・小規模の建設工事における情報化施工の取り組み
・米国の情報化施工の現状・事例紹介
・中小規模現場における情報化施工導入成功の秘訣
・WEBを活用した情報統合システムのねらいと効果
・ボスポラス海峡横断鉄道トンネル建設工事と情報化施工 ～ボスポラス海峡の潮流予報システム～
・3次元 GIS と GPS を組み合わせた「汚染土壌掘削管理システム」
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